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❀ はじめに ❀ 

補助金の交付申請および受給される皆様へ 

一般社団法人次世代自動車振興センター（以下「センター」という）が交付する「クリーンエネルギ

ー自動車等導入促進対策費補助金」（以下「本補助金」という）は、国庫補助金等の公的資金を財源とし

ています。このため、その適正な執行が社会的に強く求められており、センターとしても本補助金に係

る不正行為に対しては厳格に対処いたします。

以下の点を十分にご理解の上、申請または受給していただきますようお願い申し上げます。

１．本補助金の申請者がセンターに提出する書類には、如何なる理由があっても、虚偽の記載を行なわ

ないで下さい。

２．偽りその他の不正な方法により本補助金を受給した疑いがある場合には、センターとして、必要に

応じて調査などを行います。

３．特に、反社会的勢力及びそれに準ずる者には補助金は交付しません。 

４．本補助金を受けて取得したクリーンエネルギー自動車は、一定の年数は処分（譲渡、交換、貸し付

け、廃棄又は担保に供すること等の補助金の交付目的に反する行為を言う）できません。（以下処分

制限期間という）。処分制限期間内に処分しようとするときには、事前にセンターの承認を受けなく

てはなりません。なお、センターは必要に応じて管理状況について調査を行います。

５．不正な方法により本補助金を受給した疑いがあるとき、または、補助金受けた車両を事前の承認を

得ずして処分したことが判明したときは、当該補助金の全部又は一部について、加算金（年10.95％
の利率）を加えて返納していただくことがあります。

６．さらに、補助金に係る不正行為に対しては、補助金に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和

30年法律第179号）（いわゆる補助金等適正化法）の第29条から第32条において、刑事罰を科す

旨規定されています。 

一般社団法人次世代自動車振興センター 

個人情報保護について 

当センターは、補助金交付業務に当たり、当センターとして定めた個人情報保護方針に基づき、以下

を順守いたします。（当センターの個人情報保護方針はホームページに記載しております。）

１．ご提供いただきました『個人情報』は以下の目的に必要な範囲を超えて使用しません。

①補助金申請者への問合せ、補助金の交付・不交付等の通知及び補助金の振込、規定された期間の

補助対象物の保有又は使用義務違反に係る調査など、補助金交付に関する業務の適切な遂行。

②シンポジウム開催などの次世代自動車普及啓発業務の適切な遂行。

２．『個人データ』は法令に基づく場合または業務遂行上必要な範囲で業務委託先に提供する場合を除

き、ご本人の同意なく第三者に提供しません。

３．『個人データ』を業務委託先に預託する場合は、秘密保持契約等によって、業務委託先に個人情報

保護を義務付け、業務委託先が適切に『個人データ』を取り扱うよう管理いたします。

４．『個人データ』は、不正なアクセス対策やウイルス対策等の情報セキュリティ対策を実施し、適切

な安全対策のもとに管理し、漏えい、滅失および改ざん等を防止いたします。

５．『個人データ』に関し、個人情報保護法など個人情報の取扱いに関する法令、国が定める指針その

他の規範を遵守いたします。



Ⅰ．補助金の申請から交付までの概要 

✌クリーンエネルギー自動車のことを CEV とも呼びます。（Clean Energy Vehicle の略） 

Ⅰ-１ 全体の流れ 

▶ 募集（交付申請の受付）には、条件や期限がありますので注意して下さい。

▶ 補助金の交付対象になる車両は、クリーンエネルギー自動車としてセンターが承認した車種で

す。これを「補助対象車両」といいます。

▶ 購入した補助対象車両は、補助金交付申請の前に、登録（軽自動車等は届出）と車両代金全

額の支払いを完了させて下さい。

▶ 補助金の交付を申請する車両１台ごとに補助金交付申請書及び定められた書類を添付し

て提出下さい。

▶ 申請書類は、郵便か宅配便で送付して下さい。持ち込みによる受付はいたしません。

✰（注意）申請書類の送付は、裏表紙に記載の宛先にお願いします。 

▶ 補助金交付申請書類が、適正なものか、応募要件を満たしているか等を審査します。

▶ 大量の申請書を審査しておりますので、期間は１～２ヶ月程度かかります。

    （年度末等で申請書類が集中した場合はさらにかかることもあります。） 

✰（注意） 申請書類の審査状況についての電話での問い合わせはご遠慮下さい。 

審査状況は、センターのホームページで確認することができます。 

▶ 補助金の交付が決定しましたら、「交付決定兼確定通知書」で交付金額をお知らせします。

▶ 「交付決定兼確定通知書」発行後 1 週間程度で申請書に記載された金融機関に補助金を振

込みます。

▶ 補助金を受けて取得したクリーンエネルギー自動車（「取得財産等」という）は、３年ないし４年

の定められた期間（取得財産等の処分制限期間）は保有することが義務付けられています。

   期限内に処分した場合は原則として補助金の全部又は一部を返納しなければなりません。 

▶ センターでは、定期的に、補助金を交付した車両の保有状況を調査しています。

２．補助対象車両の購入・リースと登録・届出 

３．補助金交付申請書類の提出 

７．車両（財産）の一定期間の保有 

１．補助金交付申請の募集 

４．補助金交付申請書類の審査 

５．補助金交付決定 

６．補助金交付（振込み）

：センター

：申請者
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Ⅰ-２ 重要なポイント（平成 26 年度） 

●補助金の交付対象となる車両は、平成２６年４月１日～平成２７年２月２８日に初度登録（また

は届出）した車両（新車）で、車両ごとに１回限りです。

✰（注意） 中古の輸入車は日本では初度登録でも対象外です。

●募集期間（補助金交付申請書の受付期間）は、平成２７年３月６日（必着）までです。

✰（注意） 予算残額の状況によっては、募集期間を短縮することがあります。

このような場合には、センターのホームページ等でお知らせします。 

●補助金交付申請書の提出期限は、車両代金の全額の支払い完了（リース会社が申請する場

合はリース契約締結完了）した上で、初度登録（届出）の日から１ヶ月以内（翌月の前日）に送

付して下さい（消印有効）。

但し、代金の支払い事務手続きの関係で、車両登録日までに車両代金の支払いが完了しない場合は、

例外的に、初度登録日（届出日）の翌々月の末日までの提出（消印有効）を認めます。

＜補助金の交付申請書の提出期限の例（当月 10 日に初度登録（届出））＞ 

当月 翌月 翌々月 

  ▽10 日 

初度登録（届出） 

    ▽9 日 

申請書提出期限 

（消印有効） 

   ▽31 日 

    （例外的扱い） 

申請書提出期限 

（消印有効） 

●申請書は、必ず、郵便か宅配便で送付して下さい。持ち込みによる受付は行いません。

✰（注意）申請書類の送付は、裏表紙に記載の宛先にお願いします。

(１)補助対象車両は、センターが承認した車種のみです。   

補助対象車両は随時更新されますので、最新情報はセンターのホームページで確認して下さい。 

☞補助対象車両の一覧は、「（添付１） 銘柄ごとの補助金交付上限額」（Ⅰ-7 ページ）参照。 

（２）補助対象車両としてセンターが承認した車種でも、以下の場合は補助対象になりません。 

 事業用自動車として登録された車両（補助金交付は自家用自動車に限ります）

 地方公共団体及び地方公共団体が出資する法人が所有もしくは使用する塵芥車

 型式が「不明」として承認されている車両と同一の車名の場合、その仕様が事前に承認を受けてい

る補助対象車両と同一であることを証するメーカー又はメーカーの委託を受けた輸入事業者発行

の確認書がない場合

補助対象車両の購入・リースと登録・届出 

補助金の募集要件 

★平成 25 年度からの変更点★ 

◎反社会的勢力及びそれに準ずる者に補助金交付をしないよう、審査を厳重に行います。 

申請者（リースの場合は使用者も含む）は、補助金の交付申請前に、「暴力団排除に関する誓約」

を必ず確認しなければなりません。   

また、法人の場合は、役員の名簿を提出していただきます。 

☞ 「暴力団排除に関する誓約」は、Ⅰ-18 ページ（添付５）参照
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（３）補助対象車両の購入形態および補助金の交付申請者と車検証上の所有者・使用者は以下

の通りであることが必要です。 

✰（注意） 手形による購入の場合は補助金の交付はできません。 

車検証上の所有者・使用者 
購入形態 申請者 

所有者 使用者 

①自動車販売業者から購入 車両購入者
車両購入者 

（申請者） 

車両購入者 

（申請者） 

②リース車の貸与 リース会社 リース会社 
車両の貸与を受ける者

（リース契約者） 

③所有権留保付ローン購入 車両購入者
自動車販売業者又

はローン会社 

車両購入者 

（申請者） 

（１）補助金交付申請ができるのは、❶地方公共団体、企業等の法人、❷個人、❸リース会社で

す。 

✰（注意） 独立行政法人は申請できません。 

自動車販売業者は、申請できる車両に制限があります。   ☞ 制限は 注 1）参照   

（２）補助金交付申請には以下の条件もあります。（これまでの説明以外の要件） 

①国が実施する他の補助金と重複して補助金交付申請をすることはできません。

地方公共団体による補助金制度とは重複して申請できます。

✰（注意） 国が実施する補助金でも、「被災中小企業復興支援リース補助事業補助金」とは重複し

て補助金交付申請をすることができます。 

②ＣＯ2 排出削減量のクレジット化事業を推進する J-クレジット事業実施団体への入会が必要です。

入会対象は、個人が購入する電気自動車です。

入会手続きはセンターが行います。   ☞ 詳細は 注 2）参照 

✰（注意） 補助金交付申請者自らがＣＯ2 排出削減事業を行ったり、ＣＯ2 排出削減事業を行う他

の団体に入会する場合には、入会の必要はありません。 

③反社会的勢力及びそれに準ずる者には補助金の交付はできません。

申請者は、補助金の交付申請前に、「暴力団排除に関する誓約」の内容を必ず確認しなければなりま

せん。申請者が「暴力団排除に関する誓約」に違反した場合は、交付決定を取り消します。

また、法人（地方公共団体を除く）の場合は、センターが指定する様式による役員名簿の提出が必要

です。

☞ 「暴力団排除に関する誓約」は、Ⅰ-18 ページ（添付５）参照 

補助金交付申請書類の提出 
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注 1）自動車販売業者の場合の申請車両制限 

Ⓐ全ての自動車販売業者に対する制限

✖販売促進活動に使用する車両（展示・試乗車等）は申請できません。

Ⓑ以下の①②の両方に該当する自動車販売業者に対する制限

①直近の会計年度における総売上に占める自動車販売（新車販売に係るもの）に係る

売上の比率が 15％超である

②直近の会計年度において年間の新車販売台数が 20 台超である

✖補助金交付申請をしようとする車両と同種の車両を、補助金交付申請をしようとする車両の登録日

前1年以内に販売している場合あるいは登録日後1年以内に販売する予定がある場合は、申請で

きません。 

✌上記の①②の一方のみ該当する自動車販売業者は、制限対象外です。 

注 2）J-クレジット制度について 

J-クレジット制度とは、二酸化炭素（ＣＯ2）などの温室効果ガスに関して、省エネルギー機器の導入に

よる排出削減量、森林経営などによる吸収量を「クレジット」として国が認証する制度です。電気自動車

導入による温室効果ガスの排出削減量が累積されます。 

 個人が購入する電気自動車（除く、型式が「不明」となっている車種および原付自動車）はす

べて参加していただきます。

 ※プラグインハイブリッド自動車（トヨタ・プリウス PHV、三菱・アウトランダーPHEV）の

は、参加の必要はありません。 

 センターが指定する J-クレジット事業実施団体は、日本テピア㈱が運営する「J-グリーン・リン

ケージ倶楽部」です。

 補助金交付申請書で入会の同意が得られると、センターから発送する確定通知書発行時に

「J-グリーン・リンケージ倶楽部」に入会された旨の通知書を発行します。

 センターから当該団体及び国へ入会者（補助金交付申請者）の個人情報を提供します。提供

する個人情報は、氏名、住所、電話番号、車両名、型式、車両登録番号、車台番号、燃費

（電費 ㎞/㎾ h）、登録年月日、購入価格及び補助額です。

（なお個人情報は厳重に管理されます） 

※本件に関する問合せ先 

J-グリーン・リンゲージ倶楽部事務局（環境経済株式会社内） 

Tel : 03-6228-6851〔受付時間 9：30-11：30 13：00-17：00（土日祝日を除く）〕 

Fax: 03-6228-6852  E m a i l  :  g r e e n - l i n k a g e @ k a n k y o - k e i z a i . j p 

●補助金を受けて取得したクリーンエネルギー自動車（「取得財産等」という）は、原則として、

定められた期間（３年ないし４年）は保有することが義務付けられます。

（この期間を「処分制限期間」といいます）

✰（注意） やむを得ず、処分制限期間に取得財産等の処分をする場合は、手続きが必要です。

   ☞ 取得財産等の処分制限期間は、Ⅰ-１７ページ参照 

  取得財産等の処分に該当する行為 

補助金の目的は、クリーンエネルギー自動車の利用によって地球温暖化や大気汚染の原因とな

る自動車の有害な排出ガスの排出量低減に貢献することです。 

これに反する以下の行為は取得財産等の処分に該当する行為となります。 

ⓐ補助金の目的に反する使用  ⓑ譲渡 ⓒ交換 ⓓ貸付 ⓔ廃棄 ⓕ担保に供すること

✰（注意） センターの承認を得ずに、処分制限期間内に取得財産等の処分を行ったことが判明した場

合は、補助金の全部の返納を求めることがあります。 

☞手続きの詳細は、「Ⅲ．計画変更・財産処分等の手続き」を参照 

車両（財産）の一定期間の保有義務 
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●補助金額は、下記➊か➋のどちらか低い方となります。

➊車両の購入価格を基に試算した補助金額（１万円未満切り捨て） 

➋車種・グレードごとに定めた補助金交付上限額 

☞ 添付１「銘柄ごとの補助金交付上限額」（Ⅰ-７ページ）参照 

➊車両の購入価格を基にした補助金額試算方法 

Ⓐ車両購入

価格

車両本体の購入価格（諸費用、消費税を除く）。 

定価ではないので注意。 

Ⓑ基準額

購入するクリーンエネルギー自動車と同種・同格のガソリン自動車をベースに、クリ

ーンエネルギー自動車に必要な仕様以外の装備等の費用を調整して算出したガ

ソリン自動車の価格に、一定年数分の燃料代等のランニングコストの差額を加えた

金額。 

Ⓒ補助対象

経費

Ⓐ車両購入価格から、Ⓑ基準額を引いた金額が、クリーンエネルギー自動車を購

入して使用することに伴う増加費用ということになります。 

これが、補助金の対象基準になります。（これを「補助対象経費」といいます） 

Ⓓ補助率

クリーンエネルギー自動車の購入負担額の大小、自動車メーカーの価格引下げ努

力などを勘案して設定した率です。 

車種・グレードごとに、１/１、2/3、1/4 の補助率を設定しています。 

１/１とは 100％の補助をするという意味です。 

☞ 基準額及び補助率は、添付１「銘柄ごとの補助金交付上限額」（Ⅰ-７ページ）参照 

✰（注意） 購入車両が申請者（リース車両の場合は使用者）の自社製品又は関係会社の製品の場

合は、そこに含まれる、申請者の利益相当分が利益等排除の対象となるので注意。 

☞詳細は、添付２「補助事業における利益等排除について（Ⅰ-１５ページ）参照

【補助金額試算例】 

購入車両 A 車（グレード X）  定価３００万円（消費税、諸費用含まず）を２９５万円で購入 

補助金要件 A 車（グレード X） は基準額：２６０万円、補助率：2/3、補助金交付上限額２６万円 

▼補助金額の試算 

(a) 車両購入価格を基に補助金額試算 

（購入価格２９５万円－基準額２６０万円）×２／３ ＝ ２３万円（1 万円未満切り捨て） 

(b) 車両購入価格を基に試算した補助金額と補助金交付上限額を比較 

補助金試算額２３万円 ＜ 補助金交付上限額２６万円 

☛ 補助金試算額の方が低いので、補助金額は２３万円 となります。

Ⓓ補助率Ⓐ車両購入価格 Ⓑ基準額

補助金額の算出方法

× 

Ⓒ補助対象経費

補助金額 ＝ 
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➋車種・グレードごとに定めた補助金交付上限額 

下表の（ⅰ）（ⅱ）（ⅲ）のうちの金額の最も小さいものを補助金交付上限額として設定しています。 

    ☞ 添付１「銘柄ごとの補助金交付上限額」（Ⅰ-７ページ）参照） 

（ⅰ）クリーンエネルギー自動車の車両本体価格（定価）を基に算出した補助金額 

※計算方法は、車両購入価格を基にした補助金額試算方法と同じ 

（ⅱ） 車両の区分ごとに定める補助金上限額 

区分 補助金上限額

電気自動車（普通・小型・軽） ８５万円

プラグインハイブリッド自動車 ８５万円

側車付二輪 ３０万円
電気自動車

原動機付四輪・原動機付二輪 ７万円

クリーンディーゼル自動車 ３５万円

（ⅲ）クリーンエネルギー自動車と同種・同格のガソリン自動車をベースにクリーンエネルギー自動車に 

必要な仕様以外の装備等の費用を調整して算出したガソリン自動車の価格 

㋒補助率 ㋐車両本体価格 ㋑基準額 × 
補助金額 ＝ 
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（添付１）
（別表１）銘柄ごとの補助金交付上限額

最新版は随時更新されますのでセンターＨＰでご確認下さい。

【電気自動車、プラグインハイブリッド自動車】 平成27年9月18日現在

補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

トヨタ　MIRAI ZBA-JPD10 2,020 3,670 6,700,000 2/3

120 2,607 2,727,143 1/1

120 2,639 2,759,143 1/1

120 2,852 2,972,619 1/1

120 2,874 2,994,619 1/1

200 2,411 2,714,286 2/3

200 2,433 2,736,286 2/3

Ｓ 250 2,607 2,857,143 1/1

Ｓ （北海道地区） 250 2,639 2,889,143 1/1

Ｇ 250 2,797 3,047,619 1/1

Ｇ （北海道地区） 250 2,819 3,069,619 1/1

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹ‐ｼﾞ 250 3,557 3,807,619 1/1

250 3,579 3,829,619 1/1

250 3,049 3,299,619 1/1

250 3,071 3,321,619 1/1

200 2,411 2,714,286 2/3

200 2,433 2,736,286 2/3

Ｓ 160 2,607 2,857,143 2/3

Ｓ （北海道地区） 160 2,639 2,889,143 2/3

Ｇ 160 2,797 3,047,619 2/3

Ｇ （北海道地区） 160 2,819 3,069,619 2/3

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹ‐ｼﾞ 160 3,557 3,807,619 2/3

160 3,579 3,829,619 2/3

160 3,049 3,299,619 2/3

160 3,071 3,321,619 2/3

Ｌ 330 2,403 2,904,762 2/3

Ｌ （北海道地区） 330 2,425 2,926,762 2/3

Ｓ 330 2,546 3,047,619 2/3

Ｓ （北海道地区） 330 2,578 3,079,619 2/3

Ｇ 330 2,736 3,238,095 2/3

Ｇ （北海道地区） 330 2,758 3,260,095 2/3

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹ‐ｼﾞ 330 3,498 4,000,000 2/3

330 3,520 4,022,000 2/3

330 2,990 3,492,000 2/3

330 3,012 3,514,000 2/3

トヨタ プリウスＰＨＶ
　2012.11以降生産
一部改良型

DLA-ZVW35

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ （北海道地区）

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無
（北海道地区）

トヨタ プリウスＰＨＶ
　2013.10以降生産
一部改良型
(2015.10.01以降に
登録された車両)

Ｌ

DLA-ZVW35

Ｌ （北海道地区）

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ （北海道地区）

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無
（北海道地区）

Ｌ

DLA-ZVW35

Ｌ （北海道地区）

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ （北海道地区）

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無
（北海道地区）

メーカー名・車　名 型式

普
通
自
動
車

トヨタ プリウスＰＨＶ
2015.7以降生産一
部改良型

S

DLA-ZVW35
S　北海道地区

G

G　北海道地区

トヨタ プリウスＰＨＶ
　2013.10以降生産
一部改良型
(2015.9.30までに登
録された車両)
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

270 2,059 2,466,000 2/3

270 2,129 2,536,000 2/3

270 2,339 2,746,000 2/3

270 2,409 2,816,000 2/3

270 2,448 2,855,000 2/3

270 2,518 2,925,000 2/3

270 2,728 3,135,000 2/3

270 2,798 3,205,000 2/3

270 2,598 3,005,000 2/3

270 2,668 3,075,000 2/3

270 2,498 2,905,000 2/3

270 2,806 3,213,000 2/3

270 2,876 3,283,000 2/3

270 3,036 3,443,000 2/3

270 3,106 3,513,000 2/3

270 2,798 3,205,000 2/3

270 3,156 3,563,000 2/3

270 2,545 2,952,000 2/3

270 2,903 3,310,000 2/3

350 2,059 2,590,000 2/3

350 2,129 2,660,000 2/3

350 2,339 2,870,000 2/3

350 2,409 2,940,000 2/3

350 2,448 2,979,000 2/3

350 2,518 3,049,000 2/3

350 2,728 3,259,000 2/3

350 2,798 3,329,000 2/3

350 2,598 3,129,000 2/3

350 2,668 3,199,000 2/3

350 2,498 3,029,000 2/3

350 2,806 3,337,000 2/3

350 2,876 3,407,000 2/3G 14ﾓﾃﾞﾙ

X　エアロスタイル
 (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ
X　エアロスタイル 14ﾓﾃﾞﾙ

X 80th
 (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)

X 80th Special Color Limited

X 運転席マイティグリップ
 (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)

G (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ

S (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ

S 14ﾓﾃﾞﾙ
S　エアロスタイル
 (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ
S　エアロスタイル 14ﾓﾃﾞﾙ

X (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ

X 14ﾓﾃﾞﾙ

G エアロスタイル (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱ
ﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無) 15ﾓﾃﾞﾙ

G エアロスタイル 15ﾓﾃﾞﾙ

ドライビングヘルパー X 15ﾓﾃﾞﾙ

ドライビングヘルパー G 15ﾓﾃﾞﾙ

アンシャンテ 助手席回転シート X
15ﾓﾃﾞﾙ

アンシャンテ 助手席回転シート G
15ﾓﾃﾞﾙ

X エアロスタイル 15ﾓﾃﾞﾙ

X 80th 15ﾓﾃﾞﾙ (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱ
ﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)

X 80th Special Color Limited 15ﾓ
ﾃﾞﾙ

X 運転席マイティグリップ (ｻｲﾄﾞｴｱ
ﾊﾞｯｸﾞ無) 15ﾓﾃﾞﾙ

G (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
15ﾓﾃﾞﾙ

G 15ﾓﾃﾞﾙ

普
通
自
動
車

ニッサン　リーフ　

S (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
15ﾓﾃﾞﾙ

ZAA-AZE0

S 15ﾓﾃﾞﾙ

S エアロスタイル (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱ
ﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無) 15ﾓﾃﾞﾙ

S エアロスタイル 15ﾓﾃﾞﾙ

X (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
15ﾓﾃﾞﾙ

X 15ﾓﾃﾞﾙ

X エアロスタイル (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱ
ﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無) 15ﾓﾃﾞﾙ

メーカー名・車　名 型式
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

350 3,036 3,567,000 2/3

350 3,106 3,637,000 2/3

350 2,798 3,329,000 2/3

350 3,156 3,687,000 2/3

350 2,545 3,076,000 2/3

350 2,903 3,434,000 2/3

GX　ルートバン 850 2,409 3,684,000 2/3

GX　2人乗り 850 2,409 3,684,000 2/3

GX　5人乗り 850 2,501 3,776,000 2/3

VX　ルートバン 850 2,318 3,593,000 2/3

VX　2人乗り 850 2,318 3,593,000 2/3

VX　5人乗り 850 2,421 3,696,000 2/3

G　5人乗り 850 3,007 4,282,000 2/3

G　7人乗り 850 3,157 4,432,000 2/3

X　5人乗り 850 2,892 4,167,000 2/3

290 3,806 4,250,000 2/3

290 3,471 3,920,000 2/3

290 3,148 3,595,000 2/3

290 2,885 3,330,000 2/3

DLA－GG2WXDHHZ (D00) 290 3,661 4,102,000 2/3

DLA－GG2WXDHHZ (C00) 290 3,376 3,818,000 2/3

DLA－GG2WXDHHZ (B00) 290 3,048 3,489,000 2/3

G DLA－GG2WXDHHZ (A00) 290 2,957 3,399,000 2/3

E DLA－GG2WXDSHZ (E00) 290 2,722 3,165,000 2/3

SPORTS STYLE EDITION DLA－GG2WXDHHZ (F00) 290 3,376 3,818,000 2/3

プラグイン ハイブリッド 410 4,136 4,761,905 2/3

プラグイン ハイブリッドSX 410 4,136 4,761,905 2/3

670 13,604 14,609,524 2/3

850 11,255 18,203,704 2/3

850 10,801 17,750,000 2/3

(電気自動車) 400 4,010 4,620,370 2/3

(ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ) 750 3,929 5,055,556 2/3

300 8,131 8,583,333 2/3

340 8,673 9,194,444 2/3

340 8,671 9,194,444 2/3

850 6,084 7,620,370 2/3

850 6,084 8,638,889 2/3

(60kWh) JP2 850 6,084 8,064,815 2/3

(85kWh) JP2 850 6,084 9,259,259 2/3

(85kWh) JP3 850 6,084 9,398,148 2/3

850 6,084 9,777,778 2/3

(85kWh Performance) 850 6,252 10,016,667 2/3

BMW X5 xDrive40e

Standard

CLA-KT20xLine

M Sport

普
通
自
動
車

テスラ モデル S 

BMW i3
ZAA-1Z00

DLA-1Z06

(60kWh) JP1

ZAA-SL1S

(85kWh) JP1

(85kWh) JP4

ZAA-SL1S2

ポルシェ　パナメ－ラS　e-ハイブリッド　2014ﾓﾃﾞﾙ ALA-970CGEA

BMW i8 「BMW i ピュア・インパルス・カード」標準装備 DLA-2Z15

BMW i8 「BMW i ピュア・インパルス・カード」非標準装備 DLA-2Z15

三菱
アウトランダー
ＰＨＥＶ

G Premium Package

G Navi Package

G Safety Package

ホンダ　アコード DLA-CR5

三菱
アウトランダー
ＰＨＥＶ
(16モデル)

G Premium Ｐａｃｋａｇｅ

DLA-GG2W
G Navi Ｐａｃｋａｇｅ

G Safety Ｐａｃｋａｇｅ

M

アンシャンテ 助手席回転シート X
 14ﾓﾃﾞﾙ

アンシャンテ 助手席回転シート G
 14ﾓﾃﾞﾙ

日産　e-NV200
バン

ZAB-VME0

日産　e-NV200
ワゴン

ZAA-ME0

メーカー名・車　名 型式

ニッサン　リーフ

G　エアロスタイル
 (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ

ZAA-AZE0

G　エアロスタイル 14ﾓﾃﾞﾙ

ドライビングヘルパー X 14ﾓﾃﾞﾙ

ドライビングヘルパー G 14ﾓﾃﾞﾙ
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

850 6,171 8,805,556 2/3

850 6,171 9,955,556 2/3

850 6,171 12,183,333 2/3

850 6,773 9,153,704 2/3

850 6,773 10,357,407 2/3

850 6,773 12,675,926 2/3

850 13,504 15,018,519 2/3

DLA-AUCUK 380 4,040 4,620,370 2/3

GLM　トミーカイラZZ 組立 850 6,568 8,000,000 2/3

ホンダ　フィットEV 850 2,428 3,809,524 2/3

350 2,287 2,824,074 2/3

340 2,252 2,768,519 2/3

340 2,280 2,796,297 2/3

340 2,280 2,796,297 2/3

340 3,178 3,694,445 2/3

720 2,715 3,800,000 2/3

X 710 1,913 2,628,000 1/1

M 490 1,598 2,094,000 1/1

X 470 1,913 2,628,000 2/3

M 330 1,598 2,094,000 2/3

X ZAA-HA4W 560 1,913 2,763,000 2/3

三菱　ｉ－ＭｉＥＶ M ＱＣ付 660 1,533 2,526,191 2/3

(4人) 530 1,464 2,269,000 2/3

(2人) 530 1,444 2,249,000 2/3

(4人) 220 1,464 1,686,000 1/1

(2人) 220 1,444 1,666,000 1/1

QC付 (4人) 530 1,464 2,269,000 2/3

(2人) 530 1,444 2,249,000 2/3

QC無 (4人) 500 1,464 2,219,000 2/3

(2人) 500 1,444 2,199,000 2/3

QC付 (4人) 440 1,464 1,909,000 1/1

(2人) 440 1,444 1,889,000 1/1

QC無 (4人) 390 1,464 1,859,000 1/1

(2人) 390 1,444 1,839,000 1/1

(4人) 530 1,464 2,269,000 2/3

(2人) 530 1,444 2,249,000 2/3

(4人) 500 1,464 2,219,000 2/3

(2人) 500 1,444 2,199,000 2/3

(4人) 290 1,464 1,909,000 2/3

(2人) 290 1,444 1,889,000 2/3

(4人) 260 1,464 1,859,000 2/3

(2人) 260 1,444 1,839,000 2/3
三菱
ミニキャブ・ミーブ
（2014.11.14以降に登録

CD(16.0kWh) QC付 (4人) ZAB-U68V 700 1,464 2,525,000 2/3

三菱 ミニキャブ・ミーブト
ラック (16モデル) 110 1,348 1,465,000 1/1

軽
4

テスラ モデル S 
普
通
自
動
車

VX-SE(10.5kWh) ZAB-U68T

三菱 ミニキャブ・
ミーブ (15モデル)
（2015.10.09以降に
登録された車両）

CD(16.0kWh)

QC付

ZAB-U68V

QC無

CD(10.5kWh)

QC付

QC無

CD(10.5kWh)

三菱 ミニキャブ・
ミーブ (15モデル)
（2015.10.08以前に
登録された車両）

CD(16.0kWh) ZAB-U68V

CD(10.5kWh) ZAB-U68V

三菱　ｉ－ＭｉＥＶ(15モデル)
（2015.10.08以前に登録された車両）

ZAA-HA4W

三菱　ｉ－ＭｉＥＶ(15モデル)
（2015.10.09以降に登録された車両）

ZAA-HA4W

三菱　ｉ－ＭｉＥＶ
（2014.11.14以降に登録された車両）

ZAA-HA3W

三菱 ミニキャブ・
ミーブ (16モデル)

CD(16.0kWh)

ZAB-U68V

小
型
自
動
車

メルセデス・ベン ツ
スマートフォーツー エレクトリックドライ
ブ

価格改定後

ZAA-451390

価格改定前

Edition White

Edition Black

Edition Disney

メルセデス・ベンツ　スマート　フォーツー
クーペ BRABUS エレクトリックドライブ

ZAA-451392

85 kWh/デュアルパフォーマンスJP2 ZAA-SL1S2

メーカー名・車　名 型式

メルセデス・ベンツ　S550 e long (S550 ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ ﾛﾝｸﾞ) DLA-222163

フォルクスワーゲン Golf GTE

ZAA-ZA2

ZAA-SL2S
85 kWh/デュアル

85 kWh/デュアルパフォーマンス ZAA-SL2S2

70 kWh/デュアルJP2
ZAA-SL2S

85 kWh/デュアルJP2

70 kWh/デュアル
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

QC付 230 1,348 1,583,000 1/1

QC無 180 1,348 1,533,000 1/1

QC付 150 1,348 1,583,000 2/3

QC無 120 1,348 1,533,000 2/3

三菱
ミニキャブ・ミーブトラック

VX-SE
(10.5kWh)

QC無 ZAB-U68T 280 1,348 1,769,524 2/3

-T３(L) 270 976 1,395,000 2/3

-T３（S） 210 976 1,295,000 2/3

-T３（L＋） 300 956 1,435,000 2/3

-T３（S＋） 250 956 1,335,000 2/3

A 300 662 1,600,000 2/3

B 300 562 1,300,000 2/3

B･COMベーシック 70 335 636,190 1/4

B･COMデッキ 70 395 696,190 1/4

B･COMデリバリー 70 435 736,190 1/4

P･COM 70 458 760,000 1/4

30 334 476,000 1/4

（ルーフ仕様） 30 428 570,000 1/4

ヤマハ　EC-03 30 105 240,000 1/4

20 113 219,000 1/4

本体のみ 70 126 433,000 1/4

普通充電器付き　 70 126 471,000 1/4

急速充電器付き 70 126 547,000 1/4

本体のみ 70 131 438,000 1/4

普通充電器付き 70 131 476,000 1/4

急速充電器付き 70 131 552,000 1/4

スズキ e-Let's 40 134 298,000 1/4

スズキ e-Let's W 60 134 378,000 1/4

※定価は全国メーカー希望小売価格（消費税は含まない）として設定している。

軽
4

原
付
２

ZAD-SY06J

ヤマハ　E-Vino ZAD-SY11J

ホンダ　EV-neo

ZAD-AF71

ホンダ EV-NeoPRO

ZAD-CZ81A

原
付
４

トヨタ車体　コムス　

ZAD-TAK30-BS

ZAD-TAK30-KS

ZAD-TAK30-DS

ZAD-TAK30-PD

筑水キャニコム　おでかけですカー ZAD－EJ50C

メーカー名・車　名 型式

側
車
付
軽
二
輪

ミツオカ・雷駆 ZAE-MT3

日本エレクトライク　エレクトライク ZAE-EA

三菱 ミニキャブ・ミー
ブトラック(15モデル)
（2015.10.08以前に
登録された車両）

VX-SE
(10.5kWh)

ZAB-U68T

三菱 ミニキャブ・ミー
ブトラック(15モデル)
（2015.10.09以降に
登録された車両）

VX-SE
(10.5kWh)

ZAB-U68T
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【クリーンディーゼル自動車】

補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

ＭＴ 12ﾓﾃﾞﾙ 130 2,768 2,975,000 2/3

ＡＴ 12ﾓﾃﾞﾙ 130 2,818 3,025,000 2/3

130 2,918 3,125,000 2/3

130 2,968 3,175,000 2/3

130 3,000 3,207,000 2/3

130 3,050 3,257,000 2/3

Ｓ　ＭＴ 60 2,507 2,607,000 2/3

Ｓ　ＡＴ 60 2,557 2,657,000 2/3

60 2,657 2,757,000 2/3

60 2,707 2,807,000 2/3

Ｍ仕様 180 3,705 3,976,000 2/3

Ｃ仕様 180 3,768 4,039,000 2/3

Ｄ仕様 110 4,105 4,275,000 2/3

Ｍ仕様 180 3,988 4,259,000 2/3

Ｃ仕様 180 4,051 4,322,000 2/3

Ｄ仕様 100 4,388 4,539,000 2/3

220 7,444 7,777,778 2/3

210 7,300 7,627,778 2/3

220 7,787 8,120,371 2/3

210 7,633 7,961,112 2/3

60 7,579 7,675,926 2/3

50 7,437 7,523,149 2/3

SUPER EXCEED 140 4,370 4,585,000 2/3

140 3,750 3,965,000 2/3

オーディオ無 140 3,615 3,830,000 2/3

ＧＲ 140 3,260 3,474,000 2/3

140 3,490 3,705,000 2/3

オーディオ無 140 3,405 3,620,000 2/3

SUPER EXCEED 140 4,350 4,565,000 2/3

140 3,730 3,945,000 2/3

オーディオ無 140 3,595 3,810,000 2/3

ＧＲ 140 3,260 3,474,000 2/3

140 3,470 3,685,000 2/3

オーディオ無 140 3,385 3,600,000 2/3

SUPER EXCEED 140 4,325 4,540,000 2/3

140 3,705 3,920,000 2/3

オーディオ無 140 3,570 3,785,000 2/3

ＧＲ 140 3,215 3,430,000 2/3

140 3,445 3,660,000 2/3

オーディオ無 140 3,360 3,575,000 2/3

50 3,662 3,747,000 2/3

50 3,171 3,257,000 2/3

50 3,415 3,500,000 2/3

三菱　デリカ　D:5
　（15モデル）

D-Premium

LDA-CV1WD-Power Package

CHAMONIX

三菱　パジェロ　

LDA-V98WLYXJ

EXCEED
LDA-V98WLYHJ

LDA-V98WLYHJ

LDA-V98WLYUJ1

ＶＲ-Ⅱ
LDA-V88WMYXJ

LDA-V88WMYXJ

三菱　パジェロ
　（16モデル）

LDA-V98WEXCEED

ＶＲ-Ⅱ LDA-V88W

三菱　パジェロ
　（15モデル）

LDA-V98WEXCEED

ＶＲ-Ⅱ LDA-V88W

メルセデス・ベン ツ
E350 ブルーテック/ワゴ ン

価格改定後 LDA-212226C

価格改定前 LDA-212226C

メルセデス・ベン ツ
ML350 ブルーテック 4MATIC

価格改定後 LDA-166024

価格改定前 LDA-166024

Ｓ　エクストリーマーＸ　ＡＴ

ニッサン　NV350
キャラバン
チェアキャブ

LDF-CW4E26（改）

LDF-CW8E26（改）

メルセデス・ベン ツ
E350 ブルーテック/セダ ン

価格改定後 LDA-212026C

価格改定前 LDA-212026C

メーカー名・車　名 型式

普
通
自
動
車

ニッサン
エクストレイル
２０ＧＴ

LDA-DNT31

エクストリーマーＸ　ＭＴ　12ﾓﾃﾞﾙ

エクストリーマーＸ　ＡＴ 12ﾓﾃﾞﾙ

BLACKエクストリーマーＸ　ＭＴ
12ﾓﾃﾞﾙ

BLACKエクストリーマーＸ　ＡＴ
 12ﾓﾃﾞﾙ

Ｓ　エクストリーマーＸ　ＭＴ
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

50 3,661 3,746,667 2/3

50 3,661 3,746,667 2/3

50 3,170 3,256,191 2/3

50 3,170 3,256,191 2/3

240 3,301 3,670,909 2/3

240 3,327 3,696,909 2/3

240 3,978 4,348,182 2/3

240 4,004 4,374,182 2/3

240 4,384 4,753,636 2/3

240 4,410 4,779,636 2/3

KDH201K-
VTZYA

240 3,636 3,999,000 2/3

KDH201K-
VTZYAW

240 3,771 4,134,000 2/3

KDH201K-
VTZYB

240 3,667 4,030,000 2/3

KDH201K-
VTZYBW

240 3,802 4,165,000 2/3

KDH201K-
VTZYC

240 3,637 4,000,000 2/3

KDH201K-
VTZYCW

240 3,772 4,135,000 2/3

KDH206K-
VTZYA

240 3,919 4,282,000 2/3

KDH206K-
VTZYAW

240 4,054 4,417,000 2/3

KDH206K-
VTZYB

240 3,950 4,313,000 2/3

KDH206K-
VTZYBW

240 4,085 4,448,000 2/3

KDH206K-
VTZYC

240 3,920 4,283,000 2/3

KDH206K-
VTZYCW

240 4,055 4,418,000 2/3

KDH223B-
VTZYA

170 4,241 4,504,000 2/3

KDH223B-
VTZYB

170 4,255 4,518,000 2/3

KDH223B-
VTZYD

170 4,340 4,603,000 2/3

KDH223B-
VTZYP

170 4,692 4,955,000 2/3

10 6,514 6,533,333 2/3

10 6,514 6,533,333 2/3

10 6,485 6,504,762 2/3

10 6,828 6,847,619 2/3

10 6,828 6,847,619 2/3

10 6,800 6,819,048 2/3

350 8,509 10,675,926 2/3

350 8,538 10,175,926 2/3

350 8,740 9,476,191 2/3

ニコル・レーシング・ジャパン BMW アルピナ D5 ターボ
(2014/1/27以降の契約)

FDA-MP20

ニコル・レーシング・ジャパン BMW アルピナ D5 ターボ
(2014/1/26以前の契約)

FDA-MP20

BMW 523d ツーリング
(「ドライビング・アシスト・プラス」
非標準装備)

Modern

LDA-MX20Luxury

M Sport

ニコル・レーシング・ジャパン BMW アルピナ D5 ターボ
(2015/1/1以降の契約)

FDA-MP20

トヨタ　ハイエース　ウエルキャブ
トヨタ　レジアスエース　ウエルキャブ
2014.1以降生産　一部改良型

QDF-
KDH201K(改)

LDF-
KDH206K(改)

LDF-
KDH223B(改)

BMW 523d
(「ドライビング・アシスト・プラス」
非標準装備)

Modern

LDA-FW20Luxury

M Sport

トヨタ
ランドクルーザー
プラド

TX

LDA-GDJ150W
TX(北海道地区)

TX"Lパッケージ"

TX"Lパッケージ"(北海道地区)

TZ-G
LDA-GDJ151W

TZ-G(北海道地区)

普
通
自
動
車

三菱　デリカ　D:5

D-Premium（８人） LDA-CV1WLLXFZ

D-Premium（７人） LDA-CV1WLLXFZ4

D-Power package（８人） LDA-CV1WLLHFZ

D-Power package（７人） LDA-CV1WLLHFZ3

メーカー名・車　名 型式
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

350 7,638 11,425,926 2/3

120 2,435 2,625,000 2/3

120 2,530 2,720,000 2/3

120 2,830 3,020,000 2/3

120 2,805 2,995,000 2/3

120 2,645 2,835,000 2/3

120 2,740 2,930,000 2/3

120 3,040 3,230,000 2/3

120 3,015 3,205,000 2/3

100 2,320 2,480,000 2/3

100 2,680 2,840,000 2/3

100 2,605 2,765,000 2/3

100 2,630 2,790,000 2/3

100 2,555 2,715,000 2/3

100 2,900 3,060,000 2/3

100 2,825 2,985,000 2/3

100 2,520 2,680,000 2/3

100 2,880 3,040,000 2/3

100 2,805 2,965,000 2/3

100 2,830 2,990,000 2/3

100 2,755 2,915,000 2/3

100 3,100 3,260,000 2/3

100 3,025 3,185,000 2/3

140 2,730 2,940,000 2/3

140 2,780 2,990,000 2/3

140 2,825 3,035,000 2/3

140 2,875 3,085,000 2/3

140 3,255 3,465,000 2/3

140 3,255 3,465,000 2/3

140 3,230 3,440,000 2/3

140 2,940 3,150,000 2/3

140 2,990 3,200,000 2/3

140 3,035 3,245,000 2/3

140 3,085 3,295,000 2/3

140 3,465 3,675,000 2/3

140 3,465 3,675,000 2/3

140 3,440 3,650,000 2/3

AT(4WD)

LDA-GJ2AP

MT(4WD)

PROACTIVE AT(4WD)

PROACTIVE MT(4WD)

L Package AT(4WD)

L Package MT(4WD)

L Package AT 17インチ車(4WD)

2013 ANNIVERSARY  オーディオ
レス+4スピーカー車 AT (4WD)

マツダ
アテンザ　セダン
ＸＤ
2014年11月以降生
産一部改良型
14MY

AT(FF)

LDA-GJ2FP

MT(FF)

PROACTIVE AT(FF)

PROACTIVE MT(FF)

L Package AT(FF)

L Package MT(FF)

L Package AT 17インチ車(FF)

L Package  オーディオレス+4ス
ピーカー+17インチ車 AT （FF）

2013 ANNIVERSARY AT （FF）

2013 ANNIVERSARY オーディオレ
ス+4スピーカー車 AT (FF)

AT （4WD）

LDA-KE2AW

L Package AT （4WD）

L Package  オーディオレス+4ス
ピーカー車 AT （4WD）

L Package  17インチ車 AT （4WD）

L Package  オーディオレス+4ス
ピーカー+17インチ車 AT （4WD）

2013 ANNIVERSARY AT (4WD)

LDA-KE2AW

PROACTIVE AT（4WD）

L Package AT（4WD)
L Package AT DVDプレーヤー
/TVチューナー付17インチ車
（4WD)

マツダ　CX-5 XD
2013年10月以降生
産一部改良型

AT （FF）

LDA-KE2FW

L Package AT (FF)

L Package  オーディオレス+4ス
ピーカー車 AT （FF）

L Package  17インチ車 AT （FF）

普
通
自
動
車

ニコル・レーシング・ジャパン BMW アルピナ XD3 ビ・
ターボ

FDA-PP10

マツダ　CX-5 XD
2014年11月以降生
産一部改良型
14MY

AT(FF)

LDA-KE2FW

PROACTIVE AT(FF)

L Package AT(FF)

L Package AT DVDプレーヤー
/TVチューナー付17インチ車(FF)

AT（4WD)

メーカー名・車　名 型式
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

140 2,730 2,940,000 2/3

140 2,780 2,990,000 2/3

140 2,825 3,035,000 2/3

140 2,875 3,085,000 2/3

140 3,255 3,465,000 2/3

140 3,255 3,465,000 2/3

140 3,230 3,440,000 2/3

140 2,940 3,150,000 2/3

140 2,990 3,200,000 2/3

140 3,035 3,245,000 2/3

140 3,085 3,295,000 2/3

140 3,465 3,675,000 2/3

140 3,465 3,675,000 2/3

140 3,440 3,650,000 2/3

120 2,600 2,780,000 2/3

120 2,715 2,895,000 2/3

120 3,136 3,316,667 2/3

120 3,136 3,316,667 2/3

120 3,086 3,266,667 2/3

120 2,600 2,780,000 2/3

120 2,715 2,895,000 2/3

120 3,136 3,316,667 2/3

120 3,136 3,316,667 2/3

120 3,086 3,266,667 2/3

120 2,577 2,761,905 2/3

120 2,697 2,881,905 2/3

120 3,057 3,238,096 2/3

120 3,007 3,188,096 2/3

120 2,577 2,761,905 2/3

120 2,697 2,881,905 2/3

120 3,057 3,238,096 2/3

120 3,007 3,188,096 2/3

AT （FF） 70 2,730 2,840,000 2/3

MT （FF） 70 2,730 2,840,000 2/3

130 1,994 2,200,000 2/3

130 1,994 2,200,000 2/3

150 2,169 2,400,000 2/3

150 2,169 2,400,000 2/3

160 2,351 2,600,000 2/3

160 2,351 2,600,000 2/3

マツダ
アクセラスポーツ XD

LDA-BM2FS

マツダ　CX-3 XD

AT(FF)

LDA-DK5FW

MT(FF)

Touring AT (FF)

Touring MT (FF)

Touring Lpackage AT (FF)

Touring Lpackage MT (FF)

マツダ　アテンザ
ワゴン　ＸＤ

AT （FF）

LDA-GJ2FW
MT （FF）

L Package AT （FF）

L Package AT 17インチ車(FF)

マツダ　アテンザ
セダン　ＸＤ

AT （FF）

LDA-GJ2FP
MT （FF）

L Package AT （FF）

L Package AT 17インチ車(FF)

マツダ
アテンザ　ワゴン
ＸＤ
2013年11月以降生
産一部改良型

AT （FF）

LDA-GJ2FW

MT （FF）

L Package AT （FF）

L Package MT (FF)

L Package AT 17インチ車(FF)

L Package AT 17インチ車(4WD)

マツダ
アテンザ　セダン
ＸＤ
2013年11月以降生
産一部改良型

AT （FF）

LDA-GJ2FP

MT （FF）

L Package AT （FF）

L Package MT (FF)

L Package AT 17インチ車(FF)

L Package MT(FF)

L Package AT 17インチ車(FF)

マツダ
アテンザ　ワゴン
ＸＤ
2014年11月以降生
産一部改良型
14MY

AT(4WD)

LDA-GJ2AW

MT(4WD)

PROACTIVE AT(4WD)

PROACTIVE MT(4WD)

L Package AT(4WD)

L Package MT(4WD)

メーカー名・車　名 型式

普
通
自
動
車

マツダ
アテンザ　ワゴン
ＸＤ
2014年11月以降生
産一部改良型
14MY

AT(FF)

LDA-GJ2FW

MT(FF)

PROACTIVE AT(FF)

PROACTIVE MT(FF)

L Package AT(FF)
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

130 2,194 2,400,000 2/3

130 2,194 2,400,000 2/3

130 2,404 2,610,000 2/3

150 2,384 2,610,000 2/3

140 2,576 2,800,000 2/3

160 2,556 2,800,000 2/3

50 1,575 1,650,000 2/3

50 1,515 1,590,000 2/3

30 1,605 1,650,000 2/3

30 1,545 1,590,000 2/3

20 1,765 1,800,000 2/3

10 1,775 1,800,000 2/3

20 1,815 1,850,000 2/3

10 1,825 1,850,000 2/3

20 1,815 1,850,000 2/3

50 1,675 1,750,000 2/3

50 1,770 1,845,000 2/3

AT(4WD) 50 1,755 1,830,000 2/3

AT(4WD) (ｵｰﾃﾞｨｵﾚｽ車) 50 1,695 1,770,000 2/3

Touring AT(4WD) 20 1,945 1,980,000 2/3

Touring L Package AT(4WD) 20 1,995 2,030,000 2/3

20 1,995 2,030,000 2/3

50 1,855 1,930,000 2/3

50 1,949 2,024,630 2/3

※定価は全国メーカー希望小売価格（消費税は含まない）として設定している。

Touring L Package MT(FF)

MID CENTURY AT（FF）

URBAN STYLISH MODE AT（FF）

助手席回転シート車 AT（FF)

LDA-DJ5AS

MID CENTURY AT（4WD）

URBAN STYLISH MODE AT（4WD）

助手席回転シート車 AT(4WD)

Touring Lpackage MT (４WD)

マツダ　デミオ　XD

AT(FF)

LDA-DJ5FS

AT(FF) (ｵｰﾃﾞｨｵﾚｽ車)

MT(FF)

MT(FF) (ｵｰﾃﾞｨｵﾚｽ車)

Touring AT(FF)

Touring MT(FF)

Touring L Package AT(FF)

メーカー名・車　名 型式

普
通
自
動
車

マツダ　CX-3 XD

AT(４WD)

LDA-DK5AW

MT(４WD)

Touring AT (４WD)

Touring MT (４WD)

Touring Lpackage AT (４WD)
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（添付２） 補助事業における利益等排除について 

（実施細則 別表４） 

補助金申請者が申 請しようとする車両を製 造している場合又は補助金申請者の関 係会社が申

請 しようとする車 両 を製 造 している場 合 においては、その車 両 に係 る補 助 対 象 経 費 （補 助 金 交

付 額の算 定のもととなる金 額）の中に、補 助 金 申 請 者 の利 益 等が含まれることとなることから、通

常の補助金額を交付することは好ましくない。  

このため、補助対象経費から利益等を排除して補助金の額を決定することとする。 

その方法は原則以下のとおりとする。 

１．利益等排除の対象 

補助金申請者（リースの場合はその使用者を含む。以下、この表で同じ。）が、申請し

ようとする車両が、以下の（１）から（３）のいずれかに該当する場合は、利益等排除の対

象とする。 

（１）当該車両が、申請者が製造した物である場合 

（２）当該車両が、申請者と１００％同一の資本に属する企業が製造した物である場合 

（３）当該車両が、上記（２）以外の関係会社が製造した物である場合 

（注）ここでいう関係会社とは、財務諸表等規則第８条で定義されている「会社等及

び当該会社等の子会社が、出資、人事、資金、技術、取引等の関係を通じて、子

会社以外の他の会社等の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な

影響を与えることができる場合における当該子会社以外の他の会社等」をいう。 

２．利益等排除の方法 

（ １ ） 補 助 金 申 請 者 が

製 造 し た 車 両 の 場

合 

・製造原価をもって補助対象経費とする。 

（２）補 助 金 申 請 者 と１

００％同 一 の資 本 に

属 す る 企 業 が 製 造

した車両の場合 

・取 引 価 格 が当 該 車 両 の製 造 原 価 以 内 であると証 明 できる場 合

は、取引価格をもって補助対象経費とする。 

・これによりがたい場 合 は、申 請 者 と１００％同 一 の資 本 に属 する

企業の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売

上 高 に対 する売 上 総 利 益 の割 合 （以 下 「売 上 総 利 益 率 」とい

い、売 上 総 利 益 率 がマイナスの場 合 は０とする。）をもって取 引

価格から利益相当額の排除を行う。 

（ ３ ） 補 助 金 申 請 者 の

関 係 会 社 （上 記 （２）

を除 く。）が製 造 した

車両の場合 

・取 引 価 格 が当 該 車 両 の製 造 原 価 以 内 であると証 明 できる場

合、取引価格をもって補助対象経費とする。 

・これによりがたい場合は、申請者の関係会社の直近年度の決算

報 告（単 独 の損 益 計 算 書）における売 上 高 に対する営 業 利 益

の割 合 （以 下 「営 業 利 益 率 」といい、営 業 利 益 率 がマイナスの

場 合 は０とする。）をもって取 引 価 格 から利 益 相 当 額 の排 除 を

行う。 
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（添付３） クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金 管理規程 

（実施細則 別表５）

１．補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受けて取得したクリーンエネルギー自動車

（以下「取得財産等」という。）について、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付

の目的である、地球温暖化や大気汚染の原因となる自動車の有害な排出ガスの排出量低

減に貢献することに沿って使用しなければならない。 

２.補助金の交付を受けた者は、取得財産等について、センターの定める様式の取得財産等

管理台帳・取得財産等明細表を備え、管理しなければならない。

３．補助金の交付を受けた者は、センターが定める取得財産等の処分を制限する期間におい

ては、取得財産等を処分（譲渡、交換、貸し付け（リース事業者を除く）、廃棄又は担保に

供すること等の補助金の交付目的に反する行為）してはならない。 

取得財産等の処分を制限する期間は、補助金の交付の目的及び減価償却資産の耐用

年数を勘案して、別表６に定める期間とする。 

４．補助金の交付を受けた者は、別表６に定められた期間内において、取得財産等を処分し

ようとするときは、あらかじめセンターの定める様式の財産処分承認申請書をセンターに提

出し、承認を受けなければならない。 

 センターが取得財産等の処分を承認する場合においても、取得財産等の処分の目的、事

由によっては、補助金の全部又は一部の返納を求める場合がある。 

 また、センターの承認を得ずに、取得財産等の処分を行ったことが判明した場合は、補助

金の全部の返納を求める場合がある。 

５．補助金の交付を受けた者が、取得財産等の処分制限期間内に取得財産等を処分した場

合で、取 得 財 産 等の処 分によって、補 助 金 の交 付を受 けた者に収 入があるとセンターが認

めるときには、センターは、補 助 金の交 付を受 けた者に対 して、期 限を付 してその収 入 の全

部又は一部のセンターへの納付を命ずることができる。 

６．センターは、補 助 金 の交 付 を受 けた者 に補 助 金 の返 納 を求 めた場 合 には、その者 からの

新しい交付申請については、補助金の返納が完了したことを確認するまで受付けを拒否す

ることができる。 
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（添付４）取得財産等の処分を制限する期間 

（実施細則 別表 ６）

電気自動車については、そのベース車両が該当する区分の処分制限期間とする。 

下表に該当しない車両の場合は、個別に判断する。 

貸自動車業用車両 ※1 自家用車両 ※2 

区分 
処分制

限期間
区分 

処分制

限期間

総排気量２㍑超のもの ４年 

乗用車 「小型車」 

総排気量２㍑以下のもの 
３年 

総排気量０．６６㍑超のもの ４年 

積載量２トン超のもの ４年 

貨物車 「小型車」 

積載量２トン以下のもの 
３年 

全て ４年 

「小型車」以外 ４年 「小型車」以外 ４年 車いす 

移動車 

※3 

「小型車」 

総排気量２㍑以下のもの 
３年 

「小型車」 

総排気量２㍑以下のもの 
３年 

軽自動車 

総排気量２㍑以下のもの 

貨物自動車にあっては、積

載量 2 トン以下のもの 

３年 
総排気量０．６６㍑以下のも

の 
４年 

原付４輪 
総排気量０．６６㍑以下のも

の 
４年 

原付２輪 

総排気量２㍑以下のもの ３年 

「二輪または三輪自動車」 ３年 

※1 貸自動車業用車両とは、いわゆるレンタカー用車両。リース用車両ではない。 

※2 自家用車両とは、いわゆる白ナンバー車両。 

※3 車いす移動車は、クリーンディーゼル自動車に設定があるものが対象 
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（添付５） 暴力団排除に関する誓約 
（交付規程 第４条 第６条 第１２条 第１８条）

私（個人である場合はその者、企業である場合は当社、団体である場合は当団体）は、補助

金 の交 付 の申 請 をするに当 たって、また、補 助 事 業 の実 施 期 間 内 及 び完 了 後 においても、下

記の事項について誓約いたします。 

この誓 約が虚 偽 であり、又 はこの誓 約 に反 したことにより、私が不 利 益を被 ることとなっても、

異議は一切申し立てません。 

記 

(１) 私 は、暴 力 団 （暴 力 団 員 による不 当 な行 為 の防 止 等 に関 する法 律 （平 成 ３年 法 律 第 77

号 ）第 ２条 第 ２号 に規 定 する暴 力 団 をいう。以 下 同 じ。）ではありません。かつ、暴 力 団 員

（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではありません。 

(２) 私の法人の役員等（法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他

経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）は、暴力団員ではありません。 

(３) 私 及 び私 の法 人 の役 員 等 は、自 己 、自 社 若 しくは第 三 者 の不 正 の利 益 を図 る目 的 又 は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しません。 

(４) 私 及 び私 の法 人 の役 員 等 は、暴 力 団 又 は暴 力 団 員 に対 して、資 金 等 を供 給 し、又 は便

宜を供 与するなど直 接 的あるいは積 極 的に暴 力 団の維 持、運 営 に協 力し、若しくは関 与

しません。 

(５) 私及び私の法人の役員等は、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に

非難されるべき関係を持ちません。 

Ⅰ-20



Ⅱ．申請者別補助金交付申請手続き 

Ⅱ-１．地方公共団体・その他の法人 

１．必要書類一覧 

必要書類 
詳細説明 

参照ページ 書類様式 

（１） 補助金交付申請書 Ⅱ-１ 
様式１ 

（全２枚）

（２） 申請者の確認書類 Ⅱ-３ 様式８ 

（３） 申請車両の確認書類 Ⅱ-３ ― 

（４） 
【所有権留保付ローン購入の場合】 

申請者が車両の使用者であることの確認書類 
Ⅱ-３ ― 

（５） 車両代金の支払い確認書類 Ⅱ-４ ― 

（６） 車名および購入価格の確認書類 Ⅱ-４ ― 

（７） 
【下取車がある場合】 

下取価格が車両代金の一部に充当されたことの確認書類 
Ⅱ-４ 様式４ 

（８） 補助金を受けた車両（取得財産等）の管理のための書類 Ⅱ-４ 様式 11 

（９） 型式が「不明」となっている車両の仕様確認書類 Ⅱ-４ ― 

✑ センターが様式を指定する書類は、「Ⅳ．様式集」からコピーするか、センターのホームページから 

ダウンロードしてお使い下さい。 

✑ 添付する複写（コピー）は、片面コピーで、出来るだけＡ4 サイズでお願いします。 

✑ 申請書類の送付は、裏表紙に記載の宛先にお願いします。 

２．必要書類の詳細説明 

（１）補助金交付申請書 

 補助金交付申請書は車両１台につき 1 セット（全２枚）提出して下さい。 ☞記入例：Ⅱ-６ページ 

 押印箇所は捨印を含め４か所です。全て同じ印鑑でお願いします。

記入項目 留意事項 

１．申請者に関する

事項 

・捺印は公印でお願いします。 

・「代表者」は代表権をお持ちの方の名前でお願いします。 

✰（注意） 支店等が申請する場合は、支店が登記されていること、支店等の代

表者が代表権を持っていることが必要です。支店等の代表者が代表

権を持っていない場合は、代表権者から申請者への委任状（様式は

自由）を添付して下さい。 
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✍委任状記載事項 

委任事項 クリーンエネルギー自動車等導入対策費補助金に

関連する一切の事項 

委任者 住所、氏名、㊞ 

代理人 住所、氏名、㊞ 

２．車両に関する 

事項 
・自動車検査証又は標識交付証明書等に記載されている通りに記入下さい。 

３．補助金額に 

関する事項 

・下記事項に注意して記入して下さい。 

ア 購入費用・・・支払証憑等で金額が確認できること 

イ 基準額・・・「銘柄ごとの補助金交付上限額」から転記 

ウ 補助対象経費・・・補助金交付の対象となる基礎的な経費（アｰイ） 

エ 補助率・・・「銘柄ごとの補助金交付上限額」から転記 

オ 補助金の試算額・・・ウ×エ（1 万円未満切捨てた金額を記入） 

カ 補助金上限額・・・「銘柄ごとの補助金交付上限額」から転記 

キ 補助金額・・・オ又はカの低い方の金額を記入 

☞補助金額の試算例がⅠ-５ページにあります。 

４．Ｊ-クレジット制度

への参加 
・地方公共団体・法人は、対象外です。（１）の欄の「いいえ」 に○印をして下さい。

５．販売会社に 

関する事項 
・車両を購入する販売会社名の正式名称を正確に記入して下さい。 

６．申請者の連絡先

に関する事項 
・車両購入者の連絡先を正確に記入して下さい。 

【申請内容確認欄】 ・申請書の１枚目と２枚目がバラバラになった場合の確認のために記入下さい。 

７．リース契約に 

関する事項 
・記入不要です。 

８．利益等排除に 

関する事項 

・申請者と今回購入する車両の製造メーカーとの資本関係の有無を確認します。 

ウの関係会社に該当する場合は、出資比率を記入して下さい。また、その出資比

率を確認できる書類を添付して下さい。 

☞利益等排除に関する詳細は、Ⅰ-１５ページ（添付２）参照 

９．利用形態に係る

確認 

・利用形態の分析等に利用しますので、（１）の欄のア～エのいずれかに○をお願

いします 

１０．振込先 

・口座名義は、申請者名義の口座として下さい。フリガナも必ず記入して下さい。 

（「1.申請者に関する事項」の「(2)氏名又は名称」と同一の名義） 

代表者等の個人名の口座には振り込めません。 

・記載ミスにより振込みができないケースが多くありますので、口座名義、口座番号

預金種目を確認できる通帳のコピーを添付してください。 

１１．申請要件等の

確認 

・確認すべき申請要件について、確認し押印をお願いします。 

印鑑は交付申請書 1 枚目に押印した印鑑でお願いします。 

【地方公共団体・法人が申請する場合に確認すべき要件】 

①～⑤は必ず確認して下さい。

⑥は自動車販売業者の方のみ確認対象

☞ 自動車販売業者の定義は、Ⅰ-４ページの注１）参照 

   （⑦はリース会社が確認すべき要件ですので、確認対象外です） 
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（２）申請者を確認する書類 

申請者が確認できる下記書類。発行後３ヶ月以内のもの。複写したもので可。

◉ 商業登記簿の全部事項証明書（履歴事項証明書又は現在事項証明書）の写し

地方公共団体以外の法人は、センターが指定する様式（様式８）の役員名簿

✰（注意） 申請者は、補助金の交付申請前に、「暴力団排除に関する誓約」の内容を必ず確認し

なければなりません。 

☞ 「暴力団排除に関する誓約」は、Ⅰ-１８ページ（添付５）参照 

（３）申請車両を確認する書類 

 申請車両が確認できる下記書類のいずれか 1 つ。 複写したもので可。

◉ 自動車検査証    ※運輸支局長印のあるもの。「登録事項等通知書」 は無効 

◉ 標識交付証明書

但し、原動機付自転車で、標識交付証明書が発行されない場合は、「軽自動車税申告書控」

又は「標識届出証明」が必要です。 

 上記書類における「所有者」名と「使用者」名は、申請者名（申請書の 1‐(2)氏名又は名称）と同一

であることが必要です。（除く、所有権留保付ローン購入の場合）

✰（注意） 車庫証明取得の関係から自動車検査証上の「使用者」名が申請者名と異なる個人

名にならざるを得ない場合は、理由書（様式は自由）を添付して下さい。 

この場合でも、「使用者」名は、申請者を確認する書類として添付する商業登記簿の

全部事項証明書の中に記載のある名前であることが必要です。 

✍理由書記載事項 

宛先名 一般社団法人 次世代自動車振興センター 

作成者 社名・代表者名・捺印 

理由 自動車検査証上の「使用者」名が申請者名と異ならざるを得ない理由

✰（注意） 所有権留保付ローン購入の場合は、「所有者」名が販売会社又はファイナンス会社でも

可としますが、この場合は、（４）にある申請者が「使用者」であることの確認書類が必要

です。 

✔所有者が販売会社又はファイナンス会社で良いのは所有権留保付ローン購入の 

場合のみです。 

（４）（所有権留保付ローン購入の場合）申請者が車両の使用者であることを確認する書類 

 所有権留保付ローン購入であるため、申請者が申請車両の「所有者」となっていない場合には、

申請者が車両の「使用者」であることを確認する下記のいずれかの書類の提出が必要です。

複写したもので可。

◉ 保管場所標章番号通知書 

◉ 使用者が契約者となっている任意自動車保険契約書（自賠責保険は不可） 
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（５）車両代金の支払いを確認する書類 

 車両代金の全額分の支払いが確認できる支払証憑。複写したもので可。

【支払証憑の例】

◉ 申請者宛ての領収証

◉ （銀行振込み等で領収証が無い場合） 銀行発行の振込み証明書（振込金受取書等）

◉ （所有権留保付ローン購入の場合） 車両販売会社からクレジット会社宛ての領収証

但し、併記等により申請者の氏名が明記されていることが必要です。 

✰（注意） 

・ 車両代金の全額分に相当する領収証が複数枚に分かれる場合は、複数枚の領収証の複写を

提出して下さい。 

提出された領収証の領収金額の合計が、実際に支払った車両代金の全額分に満たないもの

であっても、その領収金額の合計を車両代金とみなします。 

・ 銀行で、振込手数料分を引いた金額を振込んだ場合で、領収証の領収金額に振込手数料分

を除いた金額が記載されている場合も、その金額を車両代金とみなします。 

・ 入金証明書の類は領収証として扱えません。 

（６）車名および購入価格の確認書類 

 車名及び購入価格が明示されている書類。複写したもので可。

（車両購入の注文書、請求書、契約書など）

支払証憑に車名及び購入価格が明示されていない場合が多いので、確認のために提出して下

さい。

（７）【下取車がある場合】下取価格が車両代金の一部に充当されたことの確認書類 

 下取車の下取代金を車両代金の一部に充当した場合は、車両販売会社が記入した「下取車入

庫証明書」（様式４）を提出して下さい。

✰（注意） 

・「下取車入庫証明書」（様式４）には、査定士が適正な下取価格であることを認める印を押印して

下さい。 

 ・内訳明細書（契約書、注文書、請求書など）等に当該下取車の明細が記載してあること。 

（８）補助金を受けた車両（取得財産等）の管理のための書類 

 センターが指定する「取得財産等管理台帳・取得財産等明細表」（様式 11）を提出して下さい。

補助金を受けた車両は、３年ないし４年の保有義務期間（処分制限期間）があり、その間は、当書類

を備え付け、管理しなければなりません。 

 ☞記入例：Ⅱ-10 ページ 

 ☞処分制限期間はⅠ‐１７ページ参照 

（９）型式が「不明」となっている車両の仕様確認書類 

 申請車両の型式が「不明」となっている車両の場合、その仕様が事前に承認を受けている補助対

象車両と同一であることを証するメーカー又はメーカーの委託を受けた輸入事業者発行の確認書

が必要です。
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✐書類提出にあたり、以下の点をもう一度確認下さい✐ 

✰ 書類に不備がある場合は申請受付とはなりません。

□ 車両１台につき１セット（全２枚）の申請書になっていますか？

□ 提出期限には間に合っていますか？

【提出期限】初度登録（届出）の日から１ヶ月以内（翌月の前日）（消印有効） 

例外的に、初度登録（届出）の翌々月の末日まで（消印有効） 

 ☞提出期限はⅠ‐2 ページ参照 

□ 申請書には、必要事項は、もれなく記入されていますか？

もう一度、記入例と照合して下さい。

□ 申請書の補助金振込口座名義のフリガナは合っていますか？
記載ミスにより振込みができないケースが多くあります。 

□ 必要書類は全て整っていますか？
添付する複写（コピー）は、片面コピーで、出来るだけＡ4 サイズでお願いします。 

□ 申請者の名前と以下の書類等に記載された名前は、全て一致していますか？

①申請書の補助金振込口座名義

②自動車検査証又は標識交付証明書の所有者

（所有権留保付ローン購入の場合は使用者のみが申請者と一致） 

③領収証の宛名

□ 自動車検査証又は標識交付証明書の所有者と使用者は一致していますか？

一致していないことが認められるのは、以下の場合だけです。 
①車庫証明取得の関係からやむを得ず、申請者以外を「使用者」とする場合

この場合は、理由書（様式は自由）の添付が必要です。

②所有権留保付ローン購入の場合

この場合は、「所有者」は販売会社又はファイナンス会社、「使用者」は申請者。

□ 申請する補助対象車両の保有義務期間（処分制限期間）を確認しましたか？

□ 申請者が反社会的勢力及びそれに準ずる者でないことを「暴力団排除に関する誓約」に

基づいて確認しましたか？
☞ 「暴力団排除に関する誓約」は、Ⅰ-18 ページ（添付５）参照 
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（様式１）

全２枚中の１枚目

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付申請書

一般社団法人次世代自動車振興センター　代表理事　殿 平成　

〒

円 イ．基準額 円

　　＝　ウ．補助対象経費 円

（１）ウ．補助対象経費　×エ.補助率 ＝　オ． 円

円

円

）

５．販売会社に関する事項（審査上の確認をする場合があるため、販売会社への確認又は記入依頼により正確にご記入ください。）

（２）連絡先等 ＴＥＬ （ ） FAX （ ） （ ）

（３）ＴＥＬ・ＦＡＸ ＴＥＬ （ ） FAX （ ）

1234

（１）社名

567803

社名

（４）申請者の分類 ア．地方公共団体　　イ．個人　　ウ．法人（リース会社を除く）　　エ．リース会社　　※該当するものに○

２６

03 － 5678

※申請者が個人の場合は「申
請者本人」と記載

ア．購入費用（諸費用、消費税を除く）

300,000 ※イ．エはセンターＨＰ又はディーラー等に確認の上、
ご記入ください。

※センターＨＰ又はディーラ等に確認の上、ご記入ください。

６．申請者の連絡先に関する事項

ア．

イ．

虎ノ門　花子

所在地

型式 車台番号

品川321む1234

株式会社虎ノ門自動車

月

－

（２）　（１）×補助率

200,000

（１）申請者が個人であり、かつ、車両が型式指定を受けた電気自動車に該当しますか。　　　 はい　・　いいえ

－

２．車両に関する事項

（１）車両の種類 ア．電気自動車　　イ．プラグインハイブリッド自動車　　ウ．クリーンディーゼル自動車　※該当するものに○

（２）自動車登録番号又は車両番号 平成 年

４．J-クレジット制度への参加

交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円　※センター記入欄　　キ．

フリガナ

カ）トラノモンセイサクジヨ

（３）登録年月日/交付年月日

代表取締役

役職　　　　　　　　　　　

申請日

　私（申請者）は、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付規程第６条第１項の規定に基づき、以下の通り申請いたします。

１．申請者に関する事項

日月7

日６

 氏名（法人等の場合は名称）

（３）補助上限額 260,000　　カ．

●●●自動車 ▲▲▲車ＱＣ付き ＺＡＡ-○○○ ○○○-7654321

（例）品川012あ3456

（４）補助金申請額

2,900,000

2 3

（１）補助対象経費

※オ又はカの低い
方を記入

2,600,000

事業名：　（

（２） （１）が「はい」の場合、次のア又はイのいずれかのJ-クレジット制度に参加します。 ア　・　イ

※日中連絡できるＴＥＬ番号
を記入03

－ 1235

総務部車両課

1234

担当者名

－ －1234

（３）代表者名
（法人の場合のみ記入）

都道
府県 港区虎ノ門1丁目1番1号

東京都港区虎ノ門○丁目○番○号

－

私（申請者）は、センターが指定するJ-クレジット事業実施団体への入会、当該団体及び国への個人情報の提供その他J-クレジット制度への寄与に係る
センターの求めに応じることを了承します。
私は、自ら又は他の団体への入会により、J-クレジットに係る排出削減事業に参加します。

5679－

年

東京

※申請者が個人の場合は記
入不要

氏名

5678

※１万円未満
切り捨て

5

03

（２）氏名又は名称

鈴木　一郎

＊一般社団法人次世代自動車振興センターのクリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金は、経済産業省が定めた
クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を民間団体等に交付するものです。

0

26

株式会社虎ノ門製作所

（１）住所

フリガナ

1 0

10

200,000

5 0 0 1-

３．補助金額に関する事項

（４）車名等

（１）担当者名

（２）所属部署

－

フリガナ

コバヤシ　サブロウ

代表者名

小林　三郎

メーカー名 車名

スズキ　イチロウ

捺
印

捨
印

記入例

メーカー●●●自動車の車名▲▲▲車ＱＣ付き（定価３００万円＜消費税抜き＞）を

２９０万＜消費税抜き＞で購入した場合

＜基準額：２６０万円 補助率：２/３ 補助金上限額：２６万円＞

発送日

を記入

ア・・・諸費用、消費税を除いた車両価格＜内訳明細表等
で金額が確認が出来ること。＞
イ・・・銘柄ごとの補助金交付上限額の一覧表から転記
ウ・・・アｰイ
エ・・・銘柄ごとの補助金交付上限額の一覧表から転記
オ・・・ウ×エ（1万円未満切捨てた金額を記入）
カ・・・銘柄ごとの交付上限額の一覧表から転記
キ・・・オ又はカの低い方の金額を記入

＜別表1＞銘柄ごとの補助金上限額の一覧をご確認の車

名、基準額等をご記入下さい。

印

印

誤記修正時に必要です。

必ず押印して下さい。
1枚目と同じ印でお願い

します。
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（様式１）

【申請内容確認欄】※申請書１枚目からのつづきであることの確認

※１枚目の１．（２）と同一

※１枚目の２．（２）と同一

〒

（ ） （ ） （ ）

名称

銀行 信金 信組（その他 ） 本店 支店 出張所

当座 貯蓄 その他

　 注1    申請書と同じ捺印

以下の内容に間違いありません。 ①～⑤は全ての申請者共通

※センターの個人情報保護方針については、センターＨＰ（ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.cev-ｐｃ.or.jp/privacy.html)に記載されております。

【センター使用欄】 保有期間 リース期間
センター
確認

6

１１．申請要件等の確認

必ず要件を確認
し押印をお願いし
ます。

     注1

⑥は、申請者（リースの場合
は使用者）が主として自動車
を販売する業を営む者（実
施細則第５条第３項）に該当
する場合にのみ有効

　①申請車両に対して、本補助金以外に国からの補助金(センターが認める補助金は除く)を申請又は受領していません。
　②センターから求められた場合は、走行データ機材の搭載及び国・センター等へのデータ提供を了承します。
　③展示車、試乗車その他販売活動の促進の目的で使用するものではありません。
　④私は反社会的勢力の団体に属していません。
　⑤本申請書等によりセンターが入手する個人情報は、申請者への問合せ、補助金の交付・不交付等の通知及び振込、
　　財産処分制限に係る調査等、本申請書、本補助金の目的の範囲内で使用されることを了承します。
　⑥過去１年以内に補助金の申請車両と同種の車両を販売しておらず、また、今後１年以内に販売しません。
　⑦月々のリース料金に補助金相当額分の値下げを反映します。

⑦は、申請者がリース会社
である場合にのみ有効

1 2 3 4 5

8 8

口座番号
預金種目（該当するものに×を記入） 口座番号（右詰で記入）

普通・
総合

9 9 89 9

口座名義 株式会社虎ノ門製作所

金融機関名と店名
平成 銀行コード 虎ノ門 支店ｺｰﾄﾞ

ク ジ ヨノ モンセ イサ

（２）個人の場合 該当に○ ア．業務用（個人事業用）　　　　　イ．業務用以外（通勤・レジャー等）

１０．振込先

補
助
金
振
込
先

フリガナ カ ） ト ラ

８．利益等排除に関する事項（申請者が法人である場合に記入）

申請者（リース会社の場合は使用・賃借者）と補助対象車両メーカーとの資本関係（以下の該当するものに○）
　　　　　　ア．申請者自身が補助対象車両のメーカーである（自社製品を申請）。
　　　　　　イ．100%同一の資本に属するグループ企業である。
　　　　　　ウ．関係会社（資本関係があるが100%未満）である。（　　　　　　　％）
　　　　　　エ．資本関係はない。

※資本関係のある会社から調達を受ける場合には、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付規程第６条第２項及び業務実施細則第７条
別表４による利益等排除が適用され、必要に応じて補助金申請額から減額の上で補助金交付決定いたします。

９．利用形態に係る確認

（１）地方公共団体・法人の場合 該当に○ ア．配送　　　　イ．営業・連絡　　　　ウ．レンタカー　　　　エ．送迎　　

（２）使用・賃借者住所

※日中連絡で
きるＴＥＬ番号
を記入

－ － －（３）連絡先等

TEL FAX 所属・担当者

－

都道
府県

法人の場合は使
用者の本社の住
所を記入

-

７．リース契約に関する事項（申請者がリース会社である場合に記入）

（１）使用・賃借者名

使用者名 フリガナ
※自動車検査証の使用
者名義と一致のこと

全２枚中の２枚目

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付申請書（つづき）

（１）申請者氏名又は名称 株式会社虎ノ門製作所

（２）自動車登録番号又は車両番号 品川321む1234

捨
印

捺
印

印

印

※記載内容に誤りがあると、補助金が支払えな

くなる場合がありますので通帳を見ながら正確

に記入して下さい。

誤記修正時に必要です。

必ず押印して下さい。
1枚目と同じ印でお願

いします。
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（様式８） 

役員名簿 

生年月日 
氏名カナ 氏名漢字 

和暦 年 月 日
性別 会社名 役職名 

ｺﾊﾞﾔｼ ｻﾌﾞ

ﾛｳ 

小林 三郎 S 30 04 03 M 株式会社虎ノ

門製作所 

代表取締役社長 

ｺﾊﾞﾔｼ ﾊﾅｺ 小林 花子 S 33 05 17 F 株式会社虎ノ

門製作所 

常務取締役 

ｽｽﾞｷ ｶｽﾞｵ 鈴木 和男 S 50 08 17 M 株式会社虎ノ

門製作所 

取締役営業本部

長 

ﾀﾅｶ ｲﾁﾛｳ 田中 一郎 S 40 08 17 M 株式会社虎ノ

門製作所 

監査役 

（注） 

 役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名

漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正は T、昭和は

S、平成は H、数字は２桁半角）、性別（半角で男性は M、女性は F）、会社名及び役

職名を記載する。 

 また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アル

ファベットのカナ読みを記載すること。 

記入例

全部事項証明書に記載されて 

いる役員を全て記入して下さい 
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（様式4）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成 26 年 7 月 5 日
一般社団法人次世代自動車振興センター
代表理事　殿

＜ 車   両   販   売   会   社＞

住所 東京都港区虎ノ門２丁目５番地５号

名称

株式会社虎ノ門自動車　北新橋営業所
代表者又は 責任者印
営業所長名

2 6 年 6 月 30 日

円

円

査定士確認印

＜下取車に関する確認事項＞

上記車両は電気自動車・プラグインハイブリッド自動車・クリーンディーゼル自動車に該当する。

1. 該当しない。 2. 該当する。 （1又は2に○印）

2.の場合のみ回答 イ 補助金を受領していない。 ロ 補助金を受領している。

（イ～ハに○印） ハ わからない。

以上

㈱虎ノ門製作所

●●●自動車　▲▲▲車

○○○-0123456

平成18年4月

車両登録番号又は車両番号

年式

車台番号

下   取   車   両   明   細

　　平成

下取車入庫証明書

使用者

12,670

100,000

査定士登録番号

　クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金の補助金交付申請車両の下取車(車両代金
の一部)として、下記車両が入庫されたことを証明します。

記

社印

0012345678

下取車リサイクル預託金相当額

下取価格

E-○○○型式

北営業所長　松　たか夫

車名

品川　500　さ　9876

入庫日

販売会社の社印

(角印等)を捺印

松

※社印と責任者印は

両方必要です。

認印
査定士の認印

を捺印

記入例
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（様式１１）

自動車検査証の 車両の登録番号を記入

型式を記入 車両登録年月日を記入 使用本拠の位置を記入

補助金交付申請書 取得期間等の処分を制限 補助金額を記入

アの購入費用を記入 する期間を記入

申請書の車名欄を記入して下さい。

（銘柄ごとの補助金交付上限額（別表1）に記載のメーカー名・車名の通りすべて記入して下さい。

備考
（自動車は車両登

録番号）

品川321む1234

取得財産等管理台帳・取得財産等明細表

保管場所
補助金額
（万円）

ＺＡＡ-○○○ 2,900,000 H26.6.10 4 東京都港区
虎ノ門1丁目
1番1号

20

型式

単価
(購入費用）

（円）
（税抜き）

取得年月日
処分制限期

間（年）

●●●
自動車

▲▲▲車
ＱＣ付き

区分

財産名

記入例

Ⅱ-10



Ⅱ．申請者別補助金交付申請手続き 

Ⅱ-２．個人 

１．必要書類一覧 

必要書類 
詳細説明 

参照ページ 書類様式 

（１） 補助金交付申請書 Ⅱ-１１ 
様式１ 

（全２枚）

（２） 申請者の確認書類 Ⅱ-１２ ― 

（３） 申請車両の確認書類 Ⅱ-１３ ― 

（４） 
【所有権留保付ローン購入の場合】 

申請者が車両の使用者であることの確認書類 
Ⅱ-１３ ― 

（５） 車両代金の支払い確認書類 Ⅱ-１３ ― 

（６） 車名および購入価格の確認書類 Ⅱ-1４ ― 

（７） 
【下取車がある場合】 

下取価格が車両代金の一部に充当されたことの確認書類 
Ⅱ-1４ 様式４ 

（８） 補助金を受けた車両（取得財産等）の管理のための書類 Ⅱ-1４ 様式 11 

（９） 型式が「不明」となっている車両の仕様確認書類 Ⅱ-1４ ― 

✑センターが様式を指定する書類は、「Ⅳ．様式集」からコピーするか、センターのホームページからダウン

ロードしてお使い下さい。 

✑ 添付する複写（コピー）は、片面コピーで、出来るだけＡ4 サイズでお願いします。 

✑ 申請書類の送付は、裏表紙に記載の宛先にお願いします。 

２．必要書類の詳細説明 

（１）補助金交付申請書 

 補助金交付申請書は車両１台につき 1 セット（全２枚）提出して下さい。  ☞記入例：Ⅱ-１６ページ

 押印箇所は捨印を含め４か所です。全て同じ印鑑でお願いします。

記入項目 留意事項 

１．申請者に関する

事項 
・捺印は認印で結構です。 

２．車両に関する 

事項 
・自動車検査証又は標識交付証明書等に記載されている通りに記入下さい。 
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３．補助金額に 

関する事項 

・下記事項に注意して記入して下さい。 

ア 購入費用・・・支払証憑等で金額が確認できること 

イ 基準額・・・「銘柄ごとの補助金交付上限額」から転記 

ウ 補助対象経費・・・補助金交付の対象となる基礎的な経費（アｰイ） 

エ 補助率・・・「銘柄ごとの補助金交付上限額」から転記 

オ 補助金の試算額・・・。ウ×エ（1 万円未満切捨てた金額を記入） 

カ 補助金上限額・・・「銘柄ごとの補助金交付上限額」から転記 

キ 補助金額・・・オ又はカの低い方の金額を記入 

☞補助金額の試算例がⅠ-５ページにあります。 

４．Ｊ-クレジット制度

への参加 

・申請車両が電気自動車（除く、型式が「不明」となっている車種および原付自動

車）はすべて参加していただきます。 

これに該当する場合は、（１）の欄の「はい」 に○印をして下さい。 

※プラグインハイブリッド自動車（トヨタ・プリウス PHV、三菱・アウトランダーPHEV

ホンダ･アコード、ポルシェ･パナメーラ S、BMW･i3 プラグインハイブリッド）の

場合は、参加の必要はありません。 

   ☞Ｊ-クレジット制度の詳細はⅠ-４ページ、注２参照 

５．販売会社に 

関する事項 
・車両を購入する販売会社名の正式名称を正確に記入して下さい。 

６．申請者の連絡先

に関する事項 
・車両購入者の連絡先を正確に記入して下さい。 

【申請内容確認欄】 ・申請書の１枚目と２枚目がバラバラになった場合の確認のために記入下さい 

７．リース契約に 

関する事項 
・記入不要です。 

８．利益等排除に 

関する事項 
・記入不要です。 

９.利用形態に係る

確認 

・利用形態の分析等に利用しますので、（２）の欄のア、イのいずれかに○をお願

いします。 

１０.振込先 

・口座名義は、申請者名義の口座として下さい。フリガナも必ず記入して下さい。 

（「1.申請者に関する事項」の「(2)氏名又は名称」に記されたものと同一の名義）

家族等の口座には振り込めません。 

個人事業者で口座名義に屋号が付く場合には別途証明書が必要な場合があり

ます。 

・記載ミスにより振込みができないケースが多くありますので、口座名義、口座番

号、預金種目を確認できる通帳のコピーを添付してください。 

１１．申請要件等の

確認 

・確認すべき申請要件について、確認し押印をお願いします。 

印鑑は交付申請書 1 枚目に押印した印鑑でお願いします。 

【個人が申請する場合に確認すべき要件】 

①～⑤は必ず確認して下さい。    （⑥、⑦は、確認の対象外です） 

（２）申請者を確認する書類 

申請者の氏名、現住所が確認できる公的なもので下記のいずれか 1 つ。複写したもので可。

◉ 運転免許証（両面を 1 枚に複写） ※有効期限内のもの

◉ 健康保険証  ※有効期限内のもの

◉ 住民票の写し ※発行後 3 ヶ月以内のもの

◉ 印鑑登録証明書の写し ※発行後 3 ヶ月以内のもの
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✰（注意） 申請者は、補助金の交付申請前に、「暴力団排除に関する誓約」の内容を必ず確認し

なければなりません。 

☞ 「暴力団排除に関する誓約」は、Ⅰ-１８ページ（添付５）参照 

（３）申請車両を確認する書類 

 申請車両が確認できる下記書類のいずれか 1 つ。 複写したもので可。

◉ 自動車検査証    ※運輸支局長印のあるもの。「登録事項等通知書」 は無効 

◉ 標識交付証明書

但し、原動機付自転車で、標識交付証明書が発行されない場合は、軽自動車税申告書控又

は標識届出証明が必要です。 

 上記書類における「所有者」名と「使用者」名は、申請者名（申請書の 1‐(2)氏名又は名称）と同一

であることが必要です。（除く、所有権留保付ローン購入の場合）

✰（注意） 所有権留保付ローン購入の場合は、「所有者」名が販売会社又はファイナンス会社でも

可としますが、この場合は、（４）にある申請者が「使用者」であることの確認書類が必要

です。 

✔所有者が販売会社又はファイナンス会社で良いのは所有権留保付ローン購入の場

合のみです。 

 個人事業者名での車両購入で所有者又は使用者が屋号の場合には、別途、証明書が必要です。

（４）（所有権留保付ローン購入の場合）申請者が車両の使用者であることを確認する書類 

 所有権留保付ローン購入であるため、申請者が申請車両の「所有者」となっていない場合には、

申請者が車両の「使用者」であることを確認する下記のいずれかの書類の提出が必要です。

複写したもので可。

◉ 保管場所標章番号通知書 

◉ 使用者が契約者となっている任意自動車保険契約書（自賠責保険は不可） 

（５）車両代金の支払いを確認する書類 

 車両代金の全額分の支払いが確認できる支払証憑。複写したもので可。

【支払証憑の例】

◉ 申請者宛ての領収証

◉ （銀行振込み等で領収証が無い場合） 銀行発行の振込み証明書（振込金受取書等）

◉ （所有権留保付ローン購入の場合） 車両販売会社からクレジット会社宛ての領収証

但し、併記等により申請者の氏名が明記されていることが必要です。 

✰（注意） 

・ 車両代金の全額分に相当する領収証が複数枚に分かれる場合は、複数枚の領収証の複写を

提出して下さい。 

提出された領収証の領収金額の合計が、実際に支払った車両代金の全額分に満たないもの

であっても、その領収金額の合計を車両代金とみなします。 

・ 銀行で、振込手数料分を引いた金額を振込んだ場合で、領収証の領収金額に振込手数料分

を除いた金額が記載されている場合も、その金額を車両代金とみなします。 

・ 入金証明書の類は領収証として扱えません。 
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（６）車名および購入価格の確認書類 

 車名及び購入価格が明示されている書類。複写したもので可。

（車両購入の注文書、請求書、契約書など）

支払証憑に車名及び購入価格が明示されていない場合が多いので、確認のために提出して下

さい。

（７）【下取車がある場合】下取価格が車両代金の一部に充当されたことの確認書類 

 下取車の下取代金を車両代金の一部に充当した場合は、車両販売会社が記入した「下取車入

庫証明書」（様式４）を提出して下さい。

✰（注意） 

・「下取車入庫証明書」（様式４）には、査定士が適正な下取価格であることを認める印を押印して

下さい。 

 ・内訳明細書（契約書、注文書、請求書など）等に当該下取車の明細が記載してあること。 

（８）補助金を受けた車両（取得財産等）の管理のための書類 

 センターが指定する「取得財産等管理台帳・取得財産等明細表」（様式 11）を提出して下さい。

補助金を受けた車両は、３年ないし４年の保有義務期間（処分制限期間）があり、その間は、当書類

を備え付け、管理しなければなりません。 

 ☞記入例：Ⅱ-１９ページ 

 ☞処分制限期間はⅠ‐１７ページ参照 

（９）型式が「不明」な車両の仕様確認書類 

 申請車両の型式が「不明」となっている車両の場合、その仕様が事前に承認を受けている補助対

象車両と同一であることを証するメーカー又はメーカーの委託を受けた輸入事業者発行の確認書

が必要です。
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✐書類提出にあたり、以下の点をもう一度確認下さい✐ 

✰ 書類に不備がある場合は申請受付とはなりません。

□ 車両１台につき１セット（全２枚）の申請書になっていますか？

□ 提出期限には間に合っていますか？

【提出期限】初度登録（届出）の日から１ヶ月以内（翌月の前日）（消印有効） 

例外的に、初度登録（届出）の翌々月の末日まで（消印有効） 

☞提出期限はⅠ‐2 ページ参照 

□ 申請書には、必要事項は、もれなく記入されていますか？

もう一度、記入例と照合して下さい。

□ 申請書の補助金振込口座名義のフリガナは合っていますか？

記載ミスにより振込みができないケースが多くあります。 

□ 必要書類は全て整っていますか？

添付する複写（コピー）は、片面コピーで、出来るだけＡ4 サイズでお願いします。

□ 申請者の名前と以下の書類等に記載された名前は、全て一致していますか？

①申請書の補助金振込口座名義

②自動車検査証又は標識交付証明書の所有者

（所有権留保付ローン購入の場合は使用者のみが申請者と一致） 

③領収証の宛名

□ 自動車検査証又は標識交付証明書の所有者と使用者は一致していますか？

一致していないことが認められるのは、所有権留保付ローン購入の場合だけです。

この場合は、「所有者」は販売会社又はファイナンス会社、「使用者」は申請者。

□ 申請する補助対象車両の保有義務期間（処分制限期間）を確認しましたか？

□ 申請者が反社会的勢力及びそれに準ずる者でないことを「暴力団排除に関する誓約」に

基づいて確認しましたか？

☞ 「暴力団排除に関する誓約」は、Ⅰ-18 ページ（添付５）参照 
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（様式１）

全２枚中の１枚目

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付申請書

一般社団法人次世代自動車振興センター　代表理事　殿 平成　

〒

円 イ．基準額 円

　　＝　ウ．補助対象経費 円

（１）ウ．補助対象経費　×エ.補助率 ＝　オ． 円

円

円

）

５．販売会社に関する事項（審査上の確認をする場合があるため、販売会社への確認又は記入依頼により正確にご記入ください。）

（２）連絡先等 ＴＥＬ （ ） FAX （ ） （ ）

（３）ＴＥＬ・ＦＡＸ ＴＥＬ （ ） FAX （ ）

（１）担当者名

（２）所属部署

－

フリガナ代表者名

メーカー名 車名

10

200,000

5 0 0 1-

３．補助金額に関する事項

（４）車名等

（２）氏名又は名称

申請者本人

＊一般社団法人次世代自動車振興センターのクリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金は、経済産業省が定めた
クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を民間団体等に交付するものです。

0

26

桜　次郎

（１）住所

フリガナ

1 0

5679－

年

東京

※申請者が個人の場合は記
入不要

氏名

5678

※１万円未満
切り捨て

5

03－ －1234

（３）代表者名
（法人の場合のみ記入）

都道
府県 港区虎ノ門2丁目2番5号

東京都港区虎ノ門○丁目○番○号

－

私（申請者）は、センターが指定するJ-クレジット事業実施団体への入会、当該団体及び国への個人情報の提供その他J-クレジット制度への寄与に係る
センターの求めに応じることを了承します。
私は、自ら又は他の団体への入会により、J-クレジットに係る排出削減事業に参加します。

事業名：　（

（２） （１）が「はい」の場合、次のア又はイのいずれかのJ-クレジット制度に参加します。 ア　・　イ

※日中連絡できるＴＥＬ番号
を記入03

－ 1235

　　　　

1234

担当者名

○○○-7654321

（例）品川012あ3456

（４）補助金申請額

2,900,000

2 3

（１）補助対象経費

※オ又はカの低い
方を記入

2,600,000

7

日6

 氏名（法人等の場合は名称）

（３）補助上限額 260,000　　カ．

●●●自動車 ▲▲▲車ＱＣ付き ＺＡＡ-○○○

フリガナ

サクラ　ジロウ

（３）登録年月日/交付年月日

役職　　　　　　　　　　　

申請日

　私（申請者）は、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付規程第６条第１項の規定に基づき、以下の通り申請いたします。

１．申請者に関する事項

日月

－

２．車両に関する事項

（１）車両の種類 ア．電気自動車　　イ．プラグインハイブリッド自動車　　ウ．クリーンディーゼル自動車　※該当するものに○

（２）自動車登録番号又は車両番号 平成 年

４．J-クレジット制度への参加

交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円　※センター記入欄　　キ．

型式 車台番号

品川321む1234

株式会社虎ノ門自動車

月

－

（２）　（１）×補助率

200,000

（１）申請者が個人であり、かつ、車両が型式指定を受けた電気自動車に該当しますか。　　　 はい　・　いいえ

5678

※申請者が個人の場合は「申
請者本人」と記載

ア．購入費用（諸費用、消費税を除く）

300,000 ※イ．エはセンターＨＰ又はディーラー等に確認の上、
ご記入ください。

※センターＨＰ又はディーラ等に確認の上、ご記入ください。

６．申請者の連絡先に関する事項

ア．

イ．

虎ノ門　花子

所在地

1234

（１）社名

567803

社名

（４）申請者の分類 ア．地方公共団体　　イ．個人　　ウ．法人（リース会社を除く）　　エ．リース会社　　※該当するものに○

25

03 －

捺
印

捨
印

記入例

メーカー●●●自動車の車名▲▲▲車ＱＣ付き（定価３００万円＜消費税抜き＞）を

２９０万＜消費税抜き＞で購入した場合

＜基準額：２６０万円 補助率：２/３ 補助金上限額：２６万円＞

発送日

を記入

ア・・・諸費用、消費税を除いた車両価格＜内訳明細表等
で金額が確認が出来ること。＞
イ・・・銘柄ごとの補助金交付上限額の一覧表から転記
ウ・・・アｰイ
エ・・・銘柄ごとの補助金交付上限額の一覧表から転記
オ・・・ウ×エ（1万円未満切捨てた金額を記入）
カ・・・銘柄ごとの交付上限額の一覧表から転記
キ・・・オ又はカの低い方の金額を記入

＜別表1＞銘柄ごとの補助金上限額の一覧をご確認の車

名、基準額等をご記入下さい。

印

印

誤記修正時に必要です。

必ず押印して下さい。
1枚目と同じ印でお願い

します。
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（様式１）

【申請内容確認欄】※申請書１枚目からのつづきであることの確認

※１枚目の１．（２）と同一

※１枚目の２．（２）と同一

〒

（ ） （ ） （ ）

名称

銀行 信金 信組（その他 ） 本店 支店 出張所

当座 貯蓄 その他

　 注1    申請書と同じ捺印

以下の内容に間違いありません。 ①～⑤は全ての申請者共通

※センターの個人情報保護方針については、センターＨＰ（ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.cev-ｐｃ.or.jp/privacy.html)に記載されております。

【センター使用欄】 保有期間 リース期間

全２枚中の２枚目

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付申請書（つづき）

（１）申請者氏名又は名称 桜　次郎

（２）自動車登録番号又は車両番号 品川321む1234

７．リース契約に関する事項（申請者がリース会社である場合に記入）

（１）使用・賃借者名

使用者名 フリガナ
※自動車検査証の使用
者名義と一致のこと

都道
府県

法人の場合は使
用者の本社の住
所を記入

-

（３）連絡先等

TEL FAX 所属・担当者

－

（２）使用・賃借者住所

※日中連絡で
きるＴＥＬ番号
を記入

－ － －

８．利益等排除に関する事項（申請者が法人である場合に記入）

申請者（リース会社の場合は使用・賃借者）と補助対象車両メーカーとの資本関係（以下の該当するものに○）
　　　　　　ア．申請者自身が補助対象車両のメーカーである（自社製品を申請）。
　　　　　　イ．100%同一の資本に属するグループ企業である。
　　　　　　ウ．関係会社（資本関係があるが100%未満）である。（　　　　　　　％）
　　　　　　エ．資本関係はない。

※資本関係のある会社から調達を受ける場合には、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付規程第６条第２項及び業務実施細則第７条
別表４による利益等排除が適用され、必要に応じて補助金申請額から減額の上で補助金交付決定いたします。

９．利用形態に係る確認

（１）地方公共団体・法人の場合 該当に○ ア．配送　　　　イ．営業・連絡　　　　ウ．レンタカー　　　　エ．送迎　　

（２）個人の場合 該当に○ ア．業務用（個人事業用）　　　　　イ．業務用以外（通勤・レジャー等）

１０．振込先

補
助
金
振
込
先

フリガナ サ ク ラ シ ゛ ロ ウ

口座名義 桜　次郎

金融機関名と店名
平成 銀行コード 虎ノ門 支店ｺｰﾄﾞ

9 9 9 9 8 8 8

口座番号
預金種目（該当するものに×を記入） 口座番号（右詰で記入）

普通・
総合

⑦は、申請者がリース会社
である場合にのみ有効

1 2 3 4 5

センター
確認

6

１１．申請要件等の確認

必ず要件を確認
し押印をお願いし
ます。

     注1

⑥は、申請者（リースの場合
は使用者）が主として自動車
を販売する業を営む者（実
施細則第５条第３項）に該当
する場合にのみ有効

　①申請車両に対して、本補助金以外に国からの補助金(センターが認める補助金は除く)を申請又は受領していません。
　②センターから求められた場合は、走行データ機材の搭載及び国・センター等へのデータ提供を了承します。
　③展示車、試乗車その他販売活動の促進の目的で使用するものではありません。
　④私は反社会的勢力の団体に属していません。
　⑤本申請書等によりセンターが入手する個人情報は、申請者への問合せ、補助金の交付・不交付等の通知及び振込、
　　財産処分制限に係る調査等、本申請書、本補助金の目的の範囲内で使用されることを了承します。
　⑥過去１年以内に補助金の申請車両と同種の車両を販売しておらず、また、今後１年以内に販売しません。
　⑦月々のリース料金に補助金相当額分の値下げを反映します。

捨
印

捺
印

印

印

※記載内容に誤りがあると、補助金が支払えな

くなる場合がありますので通帳を見ながら正確

に記入して下さい。

誤記修正時に必要です。

必ず押印して下さい。
1枚目と同じ印でお願

いします。
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（様式4）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成 26 年 7 月 5 日
一般社団法人次世代自動車振興センター
代表理事　殿
    

                                           ＜ 車   両   販   売   会   社＞

住所 東京都港区虎ノ門２丁目５番地５号

名称

株式会社虎ノ門自動車　北新橋営業所
代表者又は 責任者印
営業所長名

2 6 年 5 月 30 日

円

円

査定士確認印

＜下取車に関する確認事項＞

上記車両は電気自動車・プラグインハイブリッド自動車・クリーンディーゼル自動車に該当する。

1. 該当しない。 2. 該当する。 （1又は2に○印）

2.の場合のみ回答 イ 補助金を受領していない。 ロ 補助金を受領している。

（イ～ハに○印） ハ わからない。

以上

桜　次郎

●●●自動車　▲▲▲車

○○○-0123876

平成18年4月

車両登録番号又は車両番号

年式

車台番号

下   取   車   両   明   細

　　平成

下取車入庫証明書

使用者

12,670

100,000

査定士登録番号

　クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金の補助金交付申請車両の下取車(車両代金
の一部)として、下記車両が入庫されたことを証明します。

記

社印

0012345678

下取車リサイクル預託金相当額

下取価格

E-○○○型式

北営業所長　松　たか夫

車名

品川　500　さ　6875

入庫日

販売会社の社印

(角印等)を捺印

松

※社印と責任者印は

両方必要です。

認印
査定士の認印

を捺印

記入例
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（様式１１）

自動車検査証の 車両の登録番号を記入

型式を記入 車両登録年月日を記入 使用本拠の位置を記入

補助金交付申請書 取得期間等の処分を制限 補助金額を記入

アの購入費用を記入 する期間を記入

申請書の車名欄を記入して下さい。

（銘柄ごとの補助金交付上限額（別表1）に記載のメーカー名・車名の通りすべて記入して下さい。

20

型式

単価
(購入費用）

（円）
（税抜き）

取得年月日
処分制限期

間（年）

●●●
自動車

▲▲▲車
ＱＣ付き

備考
（自動車は車両登

録番号）

品川321む1234

取得財産等管理台帳・取得財産等明細表

保管場所
補助金額
（万円）

ＺＡＡ-○○○ 2,900,000 H26.6.10 4 東京都港区
虎ノ門2丁目2
番5号

区分

財産名

記入例
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Ⅱ．申請者別補助金交付申請手続き 

Ⅱ－３．リース会社  

 リース車両の交付申請は、リース会社より提出いただき、補助金もリース会社に交付されます。 

但し、補助金の主旨が、クリーンエネルギー自動車の購入経費の一部を補助することですので、補

助金相当額は車両のリース料金を支払う使用者の月々のリース料金に還元されることが条件です。 

 補助金を受けた車両の処分制限期間内の保有義務はリース会社にあります。 

リース契約期間は原則、処分制限期間以上でお願いしますが、それ未満の場合は、リース会社が処分 

制限期間に達するまで保有しなければなりません。 

 

１．必要書類一覧 

必要書類 
詳細説明 

参照ページ 書類様式 

（１） 補助金交付申請書                    Ⅱ-２０ 
様式１ 

 （全２枚）

（２） 申請者及び使用者の確認書類 Ⅱ-２２ 様式８ 

（３） 申請車両の確認書類 Ⅱ-２３ ― 

（４） 車両代金の支払い確認書類 Ⅱ-２３ ― 

（５） 車名および購入価格の確認書類 Ⅱ-２３ ― 

（６） 
【下取車がある場合】 

下取価格が車両代金の一部に充当されたことの確認書類 
Ⅱ-２３ 様式４ 

（７） 補助金を受けた車両（取得財産等）の管理のための書類 Ⅱ-２３ 様式 11 

（８） リース契約の確認書類 Ⅱ-２４ ― 

（９） リース料金の確認書類 Ⅱ-２４ 様式３ 

（10） 型式が「不明」となっている車両の仕様確認書類 Ⅱ-２４ ― 

✑ センターが様式を指定する書類は、「Ⅳ．様式集」からコピーするか、センターのホームページからダウ 

ンロードしてお使い下さい。 

✑ 添付する複写（コピー）は、片面コピーで、出来るだけＡ4 サイズでお願いします。 

✑ 申請書類の送付は、裏表紙に記載の宛先にお願いします。 

 

２．必要書類の詳細説明 

（１）補助金交付申請書 

 補助金交付申請書は車両１台につき 1 セット（全２枚）提出して下さい。   ☞記入例：Ⅱ-２６ 

 押印箇所は捨印を含め４か所です。全て同じ印鑑でお願いします。 
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記入項目 留意事項 

１．申請者に関する

事項 

・申請者は、リース会社です。 

・捺印は公印でお願いします。 

・「代表者」は代表権をお持ちの方の名前でお願いします。 

✰（注意） 支店等が申請する場合は、支店が登記されていること、支店等の代

表者が代表権を持っていることが必要です。支店等の代表者が代表

権を持っていない場合は、代表権者から申請者への委任状（様式は

自由）を添付して下さい。 

✍委任状記載事項 

委任事項 クリーンエネルギー自動車等導入対策費補助金に関

連する一切の事項 

委任者 住所、氏名、㊞ 

代理人 住所、氏名、㊞ 

２．車両に関する 

事項 
・自動車検査証又は標識交付証明書等に記載されている通りに記入下さい。 

３．補助金額に 

関する事項 

・下記事項に注意して記入して下さい。 

ア 購入費用・・・支払証憑等で金額が確認できること 

イ 基準額・・・「銘柄ごとの補助金交付上限額」から転記 

ウ 補助対象経費・・・補助金交付の対象となる基礎的な経費（アｰイ） 

エ 補助率・・・「銘柄ごとの補助金交付上限額」から転記 

オ 補助金の試算額・・・ウ×エ（1 万円未満切捨てた金額を記入） 

カ 補助金上限額・・・「銘柄ごとの補助金交付上限額」から転記 

キ 補助金額・・・オ又はカの低い方の金額を記入 

☞補助金額の試算例がⅠ-５ページにあります。 

４．Ｊ-クレジット制度

への参加 
・リース会社は対象外です。（１）の欄の「いいえ」 に○印をして下さい。 

５．販売会社に 

関する事項 
・車両を購入する販売会社名の正式名称を正確に記入して下さい。 

６．申請者の連絡先

に関する事項 
・リース会社の連絡先を正確に記入して下さい。 

【申請内容確認欄】 ・申請書の１枚目と２枚目がバラバラになった場合の確認のために記入下さい。 

７．リース契約に 

関する事項 

・リース車両の使用者が法人の場合は、「(2)使用・賃借者住所」は、使用者となる法

人の本社の住所を記入して下さい。 

８．利益等排除に 

関する事項 

・リース車両の使用者が法人の場合についてのみ、使用者となる法人とリース車両

の製造メーカーとの資本関係の有無を確認します。 

ウの関係会社に該当する場合は、出資比率を記入して下さい。また、その出資比

率を確認できる書類を添付して下さい。 

☞利益等排除に関する詳細は、Ⅰ-１５ページ（添付２）参照 

９．利用形態に係る

確認 

・利用形態の分析等に利用しますので、記入をお願いします。 

リース車両の使用者が地方公共団体・法人の場合は、（１）の欄で選択 

リース車両の使用者が個人の場合は、（２）の欄で選択 
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１０.振込先 

・口座名義は、申請者（リース会社）名義の口座として下さい。フリガナも必ず記入し

て下さい。 

（「1.申請者に関する事項」の「(2)氏名又は名称」に記されたものと同一の名義） 

代表者等の個人名の口座には振り込めません。 

・記載ミスにより振込みができないケースが多くありますので、口座名義、口座番

号、預金種目を確認できる通帳のコピーを添付してください。 

１１．申請要件等の

確認 

・確認すべき申請要件について、確認し押印をお願いします。 

印鑑は交付申請書 1 枚目に押印した印鑑でお願いします。 

【リース会社が申請する場合に確認すべき要件】 

①～⑤および⑦は必ず確認して下さい。

⑥はリース車両の使用者が自動車販売業者の場合のみ確認対象です。

   ☞ 自動車販売業者の定義は、Ⅰ-４ページの注１）参照 

（２）申請者及び使用者の確認書類 

 申請者及び使用者が確認できる下記書類が必要です。

申請者・使用者の種別 必要な書類 

申請者 リース会社 

 申請者の名称およびリース事業を行っていることが確認できる下記書

類。発行後３ヶ月以内のもの。複写したもので可。

◉ 商業登記簿の全部事項証明書 

（履歴事項証明書又は現在事項証明書）の写し 

 センターが指定する様式（様式８）の役員名簿

✰（注意） 補助金の交付申請前に、「暴力団排除に関する誓約」の内

容を必ず確認しなければなりません。 

☞ 「暴力団排除に関する誓約」は、Ⅰ-18 ページ（添付５）参照 

✰（注意） 転リースの場合は、中間リース会社も同様の書類を提出して

下さい。 

地方公共団体  書類は必要なし

その他の法人 

 使用者が確認できる下記書類。発行後３ヶ月以内のもの。複写したも

ので可。

◉ 商業登記簿の全部事項証明書 

（履歴事項証明書又は現在事項証明書）の写し 

 センターが指定する様式（様式８）の役員名簿

✰（注意） 補助金の交付申請前に、「暴力団排除に関する誓約」の内

容を必ず確認しなければなりません。 

☞ 「暴力団排除に関する誓約」は、Ⅰ-18 ページ（添付５）参照 
使用者 

個人 

 使用者の氏名、現住所が確認できる公的なもので下記のいずれか

1 つ。複写したもので可。 

◉ 運転免許証（両面を 1 枚に複写） ※有効期限内のもの 

◉ 健康保険証  ※有効期限内のもの 

◉ 住民票の写し ※発行後 3 ヶ月以内のもの 

◉ 印鑑登録証明書の写し ※発行後 3 ヶ月以内のもの 

✰（注意） 補助金の交付申請前に、「暴力団排除に関する誓約」の内

容を必ず確認しなければなりません。 

☞ 「暴力団排除に関する誓約」は、Ⅰ-18 ページ（添付５）参照 
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（３）申請車両を確認する書類 

 申請車両が確認できる下記書類のいずれか 1 つ。 複写したもので可。

◉ 自動車検査証    ※運輸支局長印のあるもの。「登録事項等通知書」 は無効 

◉ 標識交付証明書

但し、原動機付自転車で、標識交付証明書が発行されない場合は、軽自動車税申告書控又

は標識届出証明が必要です。 

 車両の「所有者」は、リース会社であることが必要です。

（４）車両代金の支払いを確認する書類 

 車両代金の全額分の支払いが確認できる支払証憑。複写したもので可。

【支払証憑の例】

◉ 申請者（リース会社）宛ての領収証

◉ （銀行振込み等で領収証が無い場合） 銀行発行の振込み証明書（振込金受取書等）

✰（注意） 

・ 車両代金の全額分に相当する領収証が複数枚に分かれる場合は、複数枚の領収証の複写を

提出して下さい。 

提出された領収証の領収金額の合計が、実際に支払った車両代金の全額分に満たないもの

であっても、その領収金額の合計を車両代金とみなします。 

・ 銀行で、振込手数料分を引いた金額を振込んだ場合で、領収証の領収金額に振込手数料分

を除いた金額が記載されている場合も、その金額を車両代金とみなします。 

・ 入金証明書の類は領収証として扱えません。 

（５）車名および購入価格の確認書類 

 車名及び購入価格が明示されている書類。複写したもので可。

（車両購入の注文書、請求書、契約書など）

支払証憑に車名及び購入価格が明示されていない場合が多いので、確認のために提出して下

さい。

（６）【下取車がある場合】下取価格が車両代金の一部に充当されたことの確認書類 

 下取車の下取代金を車両代金の一部に充当した場合は、車両販売会社が記入した「下取車入

庫証明書」（様式４）を提出して下さい。

✰（注意） 

・「下取車入庫証明書」（様式４）には、査定士が適正な下取価格であることを認める印を押印して

下さい。 

 ・内訳明細書（契約書、注文書、請求書など）等に当該下取車の明細が記載してあること。 

（７）補助金を受けた車両（取得財産等）の管理のための書類 

 センターが指定する「取得財産等管理台帳・取得財産等明細表」（様式 11）を提出して下さい。

補助金を受けた車両は、３年ないし４年の保有義務期間（処分制限期間）があり、その間は、当書類

を備え付け、管理しなければなりません。 

 ☞記入例：Ⅱ-３１ページ 

 ☞処分制限期間はⅠ‐１７ページ参照 
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（８）リース契約の確認書類 

 リース契約書（賃貸借契約書）の複写を提出して下さい。

【提出書類の条件】

・リース契約成立後の契約書であること。 

 ・リース期間、リース料金、車両（登録番号、車台番号等）が記載されていること。 

✰（注意） 転リースの場合は中間リース会社のリース契約書（賃貸借契約書）の複写も必要です。 

（９）リース料金の確認書類 

 センターが指定する「貸与料金の算定根拠明細書」 （様式３）を提出して下さい。

✰（注意） 「貸与料金の算定根拠明細書」 （様式３）の記載内容の要件

・月々のリース料金（消費税抜き）に補助金相当額が還元されていること。 

・リース料金総額から計算した差額と月額リース料金から計算した差額が同額となること。 

（補助金相当額を全額一括して貸与先（使用者）に還元しないこと） 

・リース契約期間は、原則、処分制限期間以上であること。 

リース契約期間が処分制限期間未満の場合は、リース会社が 処分制限期間に達するま

で保有しなければなりません。その旨を「貸与料金の算定根拠明細書」 の下段の誓約欄

に記入捺印の上、提出して下さい。 

✰（注意） 転リースの場合には、中間リース会社作成の「貸与料金の算定根拠明細書」 （様式３）

も提出して下さい。 

（10）型式が「不明」となっている車両の仕様確認書類 

 申請車両の型式が「不明」となっている車両の場合、その仕様が事前に承認を受けている補助対

象車両と同一であることを証するメーカー又はメーカーの委託を受けた輸入事業者発行の確認書

が必要です。
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✐書類提出にあたり、以下の点をもう一度確認下さい✐ 

✰ 書類に不備がある場合は申請受付とはなりません。

□ 車両１台につき１セット（全２枚）の申請書になっていますか？

□ 提出期限には間に合っていますか？

【提出期限】初度登録（届出）の日から１ヶ月以内（翌月の前日）（消印有効） 

例外的に、初度登録（届出）の翌々月の末日まで（消印有効） 

 ☞提出期限はⅠ‐2 ページ参照 

□ 申請書には、必要事項は、もれなく記入されていますか？

もう一度、記入例と照合して下さい。

□ 申請書の補助金振込口座名義のフリガナは合っていますか？
記載ミスにより振込みができないケースが多くあります。 

□ 必要書類は全て整っていますか？
添付する複写（コピー）は、片面コピーで、出来るだけＡ4 サイズでお願いします。 

□ 申請者の名前と以下の書類等に記載された名前は、全て一致していますか？

①申請書の補助金振込口座名義

②自動車検査証又は標識交付証明書の所有者

③領収証の宛名

□ 申請する補助対象車両の保有義務期間（処分制限期間）を確認しましたか？

□ 申請者が反社会的勢力及びそれに準ずる者でないことを「暴力団排除に関する誓約」に

基づいて確認しましたか？
☞ 「暴力団排除に関する誓約」は、Ⅰ-18 ページ（添付５）参照 
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（様式１）

全２枚中の１枚目

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付申請書

一般社団法人次世代自動車振興センター　代表理事　殿 平成　

〒

円 イ．基準額 円

　　＝　ウ．補助対象経費 円

（１）ウ．補助対象経費　×エ.補助率 ＝　オ． 円

円

円

）

５．販売会社に関する事項（審査上の確認をする場合があるため、販売会社への確認又は記入依頼により正確にご記入ください。）

（２）連絡先等 ＴＥＬ （ ） FAX （ ） （ ）

（３）ＴＥＬ・ＦＡＸ ＴＥＬ （ ） FAX （ ）

1234

（１）社名

567803

社名

（４）申請者の分類 ア．地方公共団体　　イ．個人　　ウ．法人（リース会社を除く）　　エ．リース会社　　※該当するものに○

26

03 － 5678

※申請者が個人の場合は「申
請者本人」と記載

ア．購入費用（諸費用、消費税を除く）

300,000 ※イ．エはセンターＨＰ又はディーラー等に確認の上、
ご記入ください。

※センターＨＰ又はディーラ等に確認の上、ご記入ください。

６．申請者の連絡先に関する事項

ア．

イ．

虎ノ門　花子

所在地

型式 車台番号

品川321む1234

株式会社虎ノ門自動車

月

－

（２）　（１）×補助率

200,000

（１）申請者が個人であり、かつ、車両が型式指定を受けた電気自動車に該当しますか。　　　 はい　・　いいえ

－

２．車両に関する事項

（１）車両の種類 ア．電気自動車　　イ．プラグインハイブリッド自動車　　ウ．クリーンディーゼル自動車　※該当するものに○

（２）自動車登録番号又は車両番号 平成 年

４．J-クレジット制度への参加

交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円　※センター記入欄　　キ．

フリガナ

トラノモンリース（カ

（３）登録年月日/交付年月日

代表取締役

役職　　　　　　　　　　　

申請日

　私（申請者）は、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付規程第６条第１項の規定に基づき、以下の通り申請いたします。

１．申請者に関する事項

日月6

日6

 氏名（法人等の場合は名称）

（３）補助上限額 260,000　　カ．

●●●自動車 ▲▲▲車ＱＣ付き ＺＡＡ-○○○ ○○○-7654321

（例）品川012あ3456

（４）補助金申請額

2,900,000

2 3

（１）補助対象経費

※オ又はカの低い
方を記入

2,600,000

事業名：　（

（２） （１）が「はい」の場合、次のア又はイのいずれかのJ-クレジット制度に参加します。 ア　・　イ

※日中連絡できるＴＥＬ番号
を記入03

－ 1235

新宿支店　第1リース課

1234

担当者名

－ －1234

（３）代表者名
（法人の場合のみ記入）

都道
府県 港区虎ノ門1丁目1番1号

東京都港区虎ノ門○丁目○番○号

－

私（申請者）は、センターが指定するJ-クレジット事業実施団体への入会、当該団体及び国への個人情報の提供その他J-クレジット制度への寄与に係る
センターの求めに応じることを了承します。
私は、自ら又は他の団体への入会により、J-クレジットに係る排出削減事業に参加します。

5679－

年

東京

※申請者が個人の場合は記
入不要

氏名

5678

※１万円未満
切り捨て

5

03

（２）氏名又は名称

桃　なるえ

＊一般社団法人次世代自動車振興センターのクリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金は、経済産業省が定めた
クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を民間団体等に交付するものです。

0

26

虎ノ門リース株式会社

（１）住所

フリガナ

1 0

10

200,000

5 0 0 1-

３．補助金額に関する事項

（４）車名等

（１）担当者名

（２）所属部署

－

フリガナ

タケ　ノブオ

代表者名

竹　伸男

メーカー名 車名

モモ　ナルエ

捺
印

捨
印

記入例

メーカー●●●自動車の車名▲▲▲車ＱＣ付き（定価３００万円＜消費税抜き＞）を

２９０万＜消費税抜き＞で購入した場合

＜基準額：２６０万円 補助率：２/３ 補助金上限額：２６万円＞

発送日

を記入

ア・・・諸費用、消費税を除いた車両価格＜内訳明細表等
で金額が確認が出来ること。＞
イ・・・銘柄ごとの補助金交付上限額の一覧表から転記
ウ・・・アｰイ
エ・・・銘柄ごとの補助金交付上限額の一覧表から転記
オ・・・ウ×エ（1万円未満切捨てた金額を記入）
カ・・・銘柄ごとの交付上限額の一覧表から転記
キ・・・オ又はカの低い方の金額を記入

＜別表1＞銘柄ごとの補助金上限額の一覧をご確認の車

名、基準額等をご記入下さい。

印

印

誤記修正時に必要です。

必ず押印して下さい。
1枚目と同じ印でお願い

します。
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（様式１）

【申請内容確認欄】※申請書１枚目からのつづきであることの確認

※１枚目の１．（２）と同一

※１枚目の２．（２）と同一

〒 港区芝大門1丁目1番30号

（ ） （ ） （ ）

名称

銀行 信金 信組（その他 ） 本店 支店 出張所

当座 貯蓄 その他

　 注1    申請書と同じ捺印

以下の内容に間違いありません。 ①～⑤は全ての申請者共通

※センターの個人情報保護方針については、センターＨＰ（ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.cev-ｐｃ.or.jp/privacy.html)に記載されております。

【センター使用欄】 保有期間 リース期間
センター
確認

6

１１．申請要件等の確認

必ず要件を確認
し押印をお願いし
ます。

     注1

⑥は、申請者（リースの場合
は使用者）が主として自動車
を販売する業を営む者（実
施細則第５条第３項）に該当
する場合にのみ有効

　①申請車両に対して、本補助金以外に国からの補助金(センターが認める補助金は除く)を申請又は受領していません。
　②センターから求められた場合は、走行データ機材の搭載及び国・センター等へのデータ提供を了承します。
　③展示車、試乗車その他販売活動の促進の目的で使用するものではありません。
　④私は反社会的勢力の団体に属していません。
　⑤本申請書等によりセンターが入手する個人情報は、申請者への問合せ、補助金の交付・不交付等の通知及び振込、
　　財産処分制限に係る調査等、本申請書、本補助金の目的の範囲内で使用されることを了承します。
　⑥過去１年以内に補助金の申請車両と同種の車両を販売しておらず、また、今後１年以内に販売しません。
　⑦月々のリース料金に補助金相当額分の値下げを反映します。

⑦は、申請者がリース会社
である場合にのみ有効

1 2 3 4 5

8 8

口座番号
預金種目（該当するものに×を記入） 口座番号（右詰で記入）

普通・
総合

9 9 89 9

口座名義 虎ノ門リース株式会社

金融機関名と店名
平成 銀行コード 虎ノ門 支店ｺｰﾄﾞ

ン リ ース （ カ

（２）個人の場合 該当に○ ア．業務用（個人事業用）　　　　　イ．業務用以外（通勤・レジャー等）

１０．振込先

補
助
金
振
込
先

フリガナ ト ラ ノ モ

８．利益等排除に関する事項（申請者が法人である場合に記入）

申請者（リース会社の場合は使用・賃借者）と補助対象車両メーカーとの資本関係（以下の該当するものに○）
　　　　　　ア．申請者自身が補助対象車両のメーカーである（自社製品を申請）。
　　　　　　イ．100%同一の資本に属するグループ企業である。
　　　　　　ウ．関係会社（資本関係があるが100%未満）である。（　　　　　　　％）
　　　　　　エ．資本関係はない。

※資本関係のある会社から調達を受ける場合には、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付規程第６条第２項及び業務実施細則第７条
別表４による利益等排除が適用され、必要に応じて補助金申請額から減額の上で補助金交付決定いたします。

９．利用形態に係る確認

（１）地方公共団体・法人の場合 該当に○ ア．配送　　　　イ．営業・連絡　　　　ウ．レンタカー　　　　エ．送迎　　

（２）使用・賃借者住所 東京

※日中連絡で
きるＴＥＬ番号
を記入

03 － 1234 － 5678 03 －（３）連絡先等

TEL FAX 所属・担当者

5679 総務部　梅　咲男1234 －

都道
府県

法人の場合は使
用者の本社の住
所を記入

1 0 5 - 0 0 1 2

７．リース契約に関する事項（申請者がリース会社である場合に記入）

（１）使用・賃借者名

使用者名 フリガナ
※自動車検査証の使用
者名義と一致のこと桜電気株式会社 サクラデンキ（カ

全２枚中の２枚目

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付申請書（つづき）

（１）申請者氏名又は名称 虎ノ門リース株式会社

（２）自動車登録番号又は車両番号 品川321む1234

捨
印

捺
印

印

印

※記載内容に誤りがあると、補助金が支払えな

くなる場合がありますので通帳を見ながら正確

に記入して下さい。

誤記修正時に必要です。

必ず押印して下さい。
1枚目と同じ印でお願

いします。
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（様式８） 

役員名簿 

生年月日 
氏名カナ 氏名漢字 

和暦 年 月 日
性別 会社名 役職名 

ﾀｹ ﾉﾌﾞｵ 竹 伸男 S 30 04 03 M 虎ノ門リース

株式会社 

代表取締役社長 

ｺﾊﾞﾔｼ ｶｽﾞ

ｵ 

小林 一雄 S 33 05 17 M 虎ノ門リース

株式会社 

常務取締役 

ﾀﾅｶ ﾏｻｵ 田中 正夫 S 50 08 17 M 虎ノ門リース

株式会社 

取締役営業本部

長 

ｶｽﾐｶﾞｾｷ ｼ

ﾝﾔ 

霞ヶ関 慎

也 

S 33 05 17 M 虎ノ門リース

株式会社 

監査役 

ｶﾐﾔ ｺﾞﾛｳ 神谷 五郎 S 40 12 17 M 桜ファイナン

ス株式会社 

監査役 

（注） 

 役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名

漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正は T、昭和は

S、平成は H、数字は２桁半角）、性別（半角で男性は M、女性は F）、会社名及び役

職名を記載する。 

 また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アル

ファベットのカナ読みを記載すること。 

記入例

全部事項証明書に記載されて 

いる役員を全て記入して下さい 
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（様式８） 

役員名簿 

生年月日 
氏名カナ 氏名漢字 

和暦 年 月 日
性別 会社名 役職名 

ﾋﾋﾞﾔ ﾖﾘｺ 日比谷 依

子 

S 30 04 03 F 桜電気株式会

社 

代表取締役 

ｳﾒ ｻｸｵ 梅 咲男 S 33 05 17 M 桜電気株式会

社 

取締役 

ｽｽﾞｷ ｶｽﾞｵ 鈴木 和男 S 50 08 17 M 桜電気株式会

社 

監査役 

（注） 

 役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名

漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正は T、昭和は

S、平成は H、数字は２桁半角）、性別（半角で男性は M、女性は F）、会社名及び役

職名を記載する。 

 また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アル

ファベットのカナ読みを記載すること。 

記入例

全部事項証明書に記載されてい

る役員を全て記入して下さい 
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（様式4）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成 26 年 7 月 5 日
一般社団法人次世代自動車振興センター
代表理事　殿

＜ 車   両   販   売   会   社＞

住所 東京都港区虎ノ門２丁目５番地５号

名称

株式会社虎ノ門自動車　北新橋営業所
代表者又は 責任者印
営業所長名

2 6 年 6 月 30 日

円

円

査定士確認印

＜下取車に関する確認事項＞

上記車両は電気自動車・プラグインハイブリッド自動車・クリーンディーゼル自動車に該当する。

1. 該当しない。 2. 該当する。 （1又は2に○印）

2.の場合のみ回答 イ 補助金を受領していない。 ロ 補助金を受領している。

（イ～ハに○印） ハ わからない。

以上

桜電気株式会社

●●●自動車　▲▲▲車

○○○-0123457

平成20年4月

車両登録番号又は車両番号

年式

車台番号

下   取   車   両   明   細

　　平成

下取車入庫証明書

使用者

12,670

100,000

査定士登録番号

　クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金の補助金交付申請車両の下取車(車両代金
の一部)として、下記車両が入庫されたことを証明します。

記

社印

0012345678

下取車リサイクル預託金相当額

下取価格

E-○○○型式

北営業所長　松　たか夫

車名

品川　500　さ　9888

入庫日

販売会社の社印

(角印等)を捺印

松

※社印と責任者印は

両方必要です。

認印
査定士の認印

を捺印

記入例
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（様式１１）

自動車検査証の 車両の登録番号を記入

型式を記入 車両登録年月日を記入 使用本拠の位置を記入

補助金交付申請書 取得期間等の処分を制限 補助金額を記入

アの購入費用を記入 する期間を記入

申請書の車名欄を記入して下さい。

（銘柄ごとの補助金交付上限額（別表1）に記載のメーカー名・車名の通りすべて記入して下さい。

20

型式

単価
(購入費用）

（円）
（税抜き）

取得年月日
処分制限期

間（年）

●●●自動
車

▲▲▲車
ＱＣ付き

備考
（自動車は車両登

録番号）

品川321む1234

取得財産等管理台帳・取得財産等明細表

保管場所
補助金額
（万円）

ＺＡＡ-○○○ 2,900,000 H26.6.10 4 東京都港区
芝大門1丁目
1番30号

区分

財産名

記入例
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（様式3）

　　平成 26 年 7 月 5 日

＜リース会社＞

住　所

名　称

担当者の所属 ：

　　氏名 ：

　　TEL ：

　　FAX ：

１．貸与先 　　住所　

　　　　　　　　　　　名称

車種（型式）

リース期間（月数） ヶ月

円

リース料金総額（消費税抜き）

    補助金有り 円

    補助金無し 円

月額リース料金（消費税抜き）

　　補助金有り 円

　　補助金無し 円

※リース期間が財産処分制限期間に満たない場合は、以下の欄に記入、捺印して下さい。

誓約欄：リース期間が財産処分制限期間に足りませんが、リースアップ後も継続して保有致します。

　　＜リース会社＞

　　　名　称 印

貸与料金の算定根拠明細書

東京都港区虎ノ門1丁目1番1号

　　虎ノ門リース株式会社
　　代表取締役　竹　伸男

次の算定根拠明細書の内容に同意いたします。

補助金相当額

新宿支店第一リース課

桃　なるえ

03-1234-5678

03-1234-5679

　　桜電気株式会社
　　代表取締役　日比谷　依子

東京都港区虎ノ門２丁目5番5号

ZAA-○○○

48

260,000

3,312,000

3,600,000

69,000

75,000

印

印
社
印

印印 社
印

差額 288,000

差額は、補助金相当額

以上あること。

上記リース会社

の印と同じ

記入例

Ⅱ-32



Ⅲ．計画変更・財産処分等の手続き 

 交付決定以降から財産処分制限期間が経過するまでの間に、申請内容に変更が発生する場合は、

変更の内容と変更の時期に応じて、事前に手続きが必要です。

変更の種類 交付決定～補助金振込み 
補助金振込み～ 

財産処分制限期間内 

①軽微な変更
（１）計画変更 

②重要事項の変更

（２）財産処分（車両の処分） 

１．必要書類一覧 

変更の種類 必要な書類 様式 

①軽微な変更 変更届出書 様式５ 
（１）計画変更 

②重要事項の変更 計画変更等承認申請書 様式６ 

(２) 財産処分（車両の処分） 
財産処分承認申請書 

★補助金交付を受けた年度によって申請書の様式

が異なりますので注意して下さい。 

様式１２★

✑ センターが様式を指定する書類は、「Ⅳ．様式集」からコピーするか、センターのホームページからダウ 

ンロードしてお使い下さい。 

✑ 添付する複写（コピー）は、片面コピーで、出来るだけＡ4 サイズでお願いします。 

✑ 申請書類の送付は、裏表紙に記載の宛先にお願いします。 

２．必要書類の詳細説明 

（１）計画変更 

 変更の内容によって、手続きが異なることがありますので、必ず事前にセンターにご相談下さい。

変更内容 具体的な例 提出書類 

①軽微な変更

▣申請者の名前の変更 

（法人の代表取締役の変更、個人の改姓など） 

▣申請者の住所変更 

▣車両の登録ナンバーの変更 

※補助金の受領以降に発生する場合も対象となります。 

変更届出書

＜様式５＞ 

②重要事項の

変更

・補助金交付決定から補助金振込みの間に発生した以下の変更が

対象となります。 

▣ 車両の売却、廃車等により、補助金の受領を中止する場合 

▣ 相続により、申請者（車両の所有者）の名義を変更して、補助金

の受領をする場合 

※補助金の受領以降に車両の売却、廃車、名義変更及びリース契

約者の変更等を行う場合は、「財産処分」となり、「財産処分申請

書」で手続きしなければなりません。 

  ☞ この場合の手続きは、（２）財産処分を参照 

計画変更等

承認申請書

＜様式６＞ 
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（２）財産処分 

 補助金の交付を受けた以降で、処分制限期間内に車両（「取得財産等」という）を、処分しようとす

る場合には、手続きが必要です。

✰取得財産等の処分に該当する行為

補助金の目的は、クリーンエネルギー自動車の利用によって地球温暖化や大気汚染の原因とな

る自動車の有害な排出ガスの排出量低減に貢献することです。 

これに反する以下の行為は取得財産等の処分に該当する行為となります。 

ⓐ補助金の目的に反する使用  ⓑ譲渡 ⓒ交換 ⓓ貸付 ⓔ廃棄 ⓕ担保に供すること

＜処分制限期間内に取得財産等の処分をする場合の注意事項＞ 

①手続き

▶ 処分をする前にセンターに「財産処分承認申請書」を提出し、承認を受けな

ければなりません。

センターにて、判断し、承認する場合には承認の通知を発送します。 

▶ 補助金交付を受けた年度によって「財産処分承認申請書」の様式が異なり

ますので注意して下さい。

    ☞年度別の財産処分承認申請書は、Ⅳ．様式集を参照 

【年度ごとに様式が異なる理由】 

本補助金事業は単年度事業で、年度によって事業の内容、財産処分

制限期間、補助金交付の根拠となる交付規程が異なるため、それらを

区別する必要があるためです。 

②補助金の扱い

▶ 保有期間や処分の事由等によって、センターが指示する金額の補助金を

指示する期限までに返納しなければなりません。

期限までに返納しないときは、未返納の金額に対して、返納期限の翌日か

らの期間に応じて年利１０．９５％の割合で計算した延滞金を納付しなけれ

ばなりません。

▶ その処分が本人責めに帰さないやむを得ない事由によるものとして以下に

該当する場合は、補助金の返納は必要ありません。

ⅰ．取得財産等が天災等により走行不能となり抹消処分した場合

ⅱ．取得財産等が過失の無い事故により走行不能となり抹消処分した場合

ⅲ．その他センターが特に認める場合

▶ 補助金の返納を求められた者は、補助金の返納が完了するまで新しい補

助金交付申請はできません。

③財産処分によ

って基準以上

の収入を得た

場合

▶ 財産処分によって、基準以上の収入を得たとセンターが判断したときには、

その収入の全部又は一部の納付をお願いすることがあります。

収入の有無の判断は、減価償却資産における償却方法の考え方に基づ

き、センターにて算出します。 

✖無届で財産処分をした場合 

 センターの承認を得ずに、処分制限期間内に財産処分を行ったことが判明した場合は、補助金の

全部の返納を求めることがあります。

その場合、補助金を受領した日から返納の日までの日数に応じて、返納額に年利 10.95％の割合

で計算した加算金の納付も併せて求めることがあります。 

✰（注意） センターでは、定期的に、補助金を交付した車両の保有状況を調査しています。 
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Ⅳ．様式集 

 様式は、センターのホームページからダウンロードするか、次ページ以降の様式集をコピーして

使用して下さい。

種 類 名  称 様式 NO

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付申請書 様式１ 

貸与料金の算定根拠明細書 様式３ 

下取車入庫証明書 様式４ 

役員名簿 様式８ 

補助金交付申請 

取得財産等管理台帳・取得財産等明細表 様式１１ 

変更届出書 様式５ 
計画変更 

計画変更承認申請書 様式６ 

財産処分承認申請書 

H２６年度に補助金の交付を受けた車両 
様式１２ 

財産処分承認申請書 

H２５年度に補助金の交付を受けた車両 

財産処分承認申請書 

H２３年度・２４年度に補助金の交付を受けた車両 

財産処分承認申請書 

H２２年度に補助金の交付を受けた車両 

財産処分承認申請書 

H２１年度に補助金の交付を受けた車両 

財産処分承認申請書 

H２１年度・２２年度にクリーンディーゼル自動車の補助金の交付

を受けた車両 

取得財産処分 

財産処分承認申請書 

H２０年度に補助金の交付を受けた車両 
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（様式１）

全２枚中の１枚目

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付申請書

一般社団法人次世代自動車振興センター　代表理事　殿 平成　

〒

円 イ．基準額 円

　　＝　ウ．補助対象経費 円

（１）ウ．補助対象経費　×エ.補助率 ＝　オ． 円

円

円

）

５．販売会社に関する事項（審査上の確認をする場合があるため、販売会社への確認又は記入依頼により正確にご記入ください。）

（２）連絡先等 ＴＥＬ （ ） FAX （ ） （ ）

（３）ＴＥＬ・ＦＡＸ ＴＥＬ （ ） FAX （ ）

（１）担当者名

-

（３）代表者名
（法人の場合のみ記入）

都道
府県

　　　　

フリガナ代表者名

フリガナ

（２）所属部署

－

（２）氏名又は名称

＊一般社団法人次世代自動車振興センターのクリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金は、経済産業省が定めた
クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を民間団体等に交付するものです。

事業名：　（

（２） （１）が「はい」の場合、次のア又はイのいずれかのJ-クレジット制度に参加します。 ア　・　イ

－

（１）住所

３．補助金額に関する事項

（４）車名等

メーカー名 車名

－

－ －

交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円　※センター記入欄

※申請者が個人の場合は記
入不要

私（申請者）は、センターが指定するJ-クレジット事業実施団体への入会、当該団体及び国への個人情報の提供その他J-クレジット制度への寄与に
係るセンターの求めに応じることを了承します。
私は、自ら又は他の団体への入会により、J-クレジットに係る排出削減事業に参加します。

（４）補助金申請額

６．申請者の連絡先に関する事項
氏名

※日中連絡できるＴＥＬ番号
を記入

　　キ．

（１）申請者が個人であり、かつ、車両が型式指定を受けた電気自動車に該当しますか。　　　 はい　・　いいえ

※申請者が個人の場合は
「申請者本人」と記載

－

（１）補助対象経費
※イ．エはセンターＨＰ又はディーラー等に確認の上、
ご記入ください。

※センターＨＰ又はディーラ等に確認の上、ご記入ください。

※１万円未満
切り捨て

　　カ．

年

 氏名（法人等の場合は名称）

（例）品川012あ3456

年

平成

申請日

　私（申請者）は、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付規程第６条第１項の規定に基づき、以下の通り申請いたします。

１．申請者に関する事項

日月

フリガナ

（３）登録年月日/交付年月日

担当者名

所在地

型式 車台番号

２．車両に関する事項

（１）車両の種類

月

－

（２）　（１）×補助率

日

（３）補助上限額

ア．購入費用（諸費用、消費税を除く）

ア．

イ．

社名

※オ又はカの低い
方を記入

－－

４．J-クレジット制度への参加

役職　　　　　　　　　　　

（１）社名

（４）申請者の分類 ア．地方公共団体　　イ．個人　　ウ．法人（リース会社を除く）　　エ．リース会社　　※該当するものに○

ア．電気自動車　　イ．プラグインハイブリッド自動車　　ウ．クリーンディーゼル自動車　※該当するものに○

（２）自動車登録番号又は車両番号

捺
印

捨
印
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（様式１）

【申請内容確認欄】※申請書１枚目からのつづきであることの確認

※１枚目の１．（２）と同一

※１枚目の２．（２）と同一

〒

（ ） （ ） （ ）

名称

銀行 信金 信組 （その他 ） 本店 支店 出張所

当座 貯蓄 その他

　 注1    申請書と同じ捺印

以下の内容に間違いありません。 ①～⑤は全ての申請者共通

※センターの個人情報保護方針については、センターＨＰ（ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.cev-ｐｃ.or.jp/privacy.html)に記載されております。

【センター使用欄】 保有期間 リース期間

７．リース契約に関する事項（申請者がリース会社である場合に記入）

（１）申請者氏名又は名称

預金種目（該当するものに×を記入） 口座番号（右詰で記入）

都道
府県-

口座名義

－

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付申請書（つづき）

全２枚中の２枚目

普通・
総合

口座番号

金融機関名と店名
銀行コード 支店ｺｰﾄﾞ

（２）個人の場合 該当に○ ア．業務用（個人事業用）　　　　　イ．業務用以外（通勤・レジャー等）

１０．振込先

補
助
金
振
込
先

フリガナ

申請者（リース会社の場合は使用・賃借者）と補助対象車両メーカーとの資本関係（以下の該当するものに○）
　　　　　　ア．申請者自身が補助対象車両のメーカーである（自社製品を申請）。
　　　　　　イ．100%同一の資本に属するグループ企業である。
　　　　　　ウ．関係会社（資本関係があるが100%未満）である。（　　　　　　　％）
　　　　　　エ．資本関係はない。

※資本関係のある会社から調達を受ける場合には、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付規程第６条第２項及び業務実施細則第７条
別表４による利益等排除が適用され、必要に応じて補助金申請額から減額の上で補助金交付決定いたします。

９．利用形態に係る確認

（１）地方公共団体・法人の場合 該当に○ ア．配送　　　　イ．営業・連絡　　　　ウ．レンタカー　　　　エ．送迎　　

FAX ※日中連絡で
きるＴＥＬ番号
を記入

（２）使用・賃借者住所

－ －（３）連絡先等

法人の場合は使
用者の本社の住
所を記入

８．利益等排除に関する事項（申請者が法人である場合に記入）

所属・担当者

－

TEL

（２）自動車登録番号又は車両番号

※自動車検査証の使用
者名義と一致のこと

（１）使用・賃借者名

フリガナ

１１．申請要件等の確認

使用者名

⑦は、申請者がリース会社
である場合にのみ有効

⑥は、申請者（リースの場合
は使用者）が主として自動車
を販売する業を営む者（実
施細則第５条第３項）に該当
する場合にのみ有効

センター
確認

　①申請車両に対して、本補助金以外に国からの補助金(センターが認める補助金は除く)を申請又は受領していません。
　②センターから求められた場合は、走行データ機材の搭載及び国・センター等へのデータ提供を了承します。
　③展示車、試乗車その他販売活動の促進の目的で使用するものではありません。
　④私は反社会的勢力の団体に属していません。
　⑤本申請書等によりセンターが入手する個人情報は、申請者への問合せ、補助金の交付・不交付等の通知及び振込、
　　財産処分制限に係る調査等、本申請書、本補助金の目的の範囲内で使用されることを了承します。
　⑥過去１年以内に補助金の申請車両と同種の車両を販売しておらず、また、今後１年以内に販売しません。
　⑦月々のリース料金に補助金相当額分の値下げを反映します。

必ず要件を確認
し押印をお願いし
ます。

     注1

捨
印

捺
印
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（様式３）

　　平成 年 月 日

＜リース会社＞

住　所

名　称

担当者の所属 ：

　　氏名 ：

　　TEL ：

　　FAX ：

１．貸与先 　　住所　

　　　　　　　　　　　名称

車種（型式）

リース期間（月数） ヶ月

円

リース料金総額（消費税抜き）

    補助金有り 円

    補助金無し 円

月額リース料金（消費税抜き）

　　補助金有り 円

　　補助金無し 円

※リース期間が財産処分制限期間に満たない場合は、以下の欄に記入、捺印して下さい。

誓約欄：リース期間が財産処分制限期間に足りませんが、リースアップ後も継続して保有致します。

　　＜リース会社＞

　　　名　称 印

貸与料金の算定根拠明細書

次の算定根拠明細書の内容に同意いたします。

補助金相当額

印

印
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（様式４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成 年 月 日
一般社団法人次世代自動車振興センター
代表理事　殿

＜ 車   両   販   売   会   社＞

住所

名称 社印

代表者又は 責任者印
営業所長名

年 月 日

査定士確認印

＜下取車に関する確認事項＞

上記車両は電気自動車・プラグインハイブリッド自動車・クリーンディーゼル自動車に該当する。

1. 該当しない。 2. 該当する。 （1又は2に○印）

2.の場合のみ回答 イ 補助金を受領していない。 ロ 補助金を受領している。

（イ～ハに○印） ハ わからない。

以上

下   取   車   両   明   細

車両登録番号又は車両番号

年式

車台番号

下取車入庫証明書

使用者

円

円

　クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金の補助金交付申請車両の下取車(車両代金
の一部)として、下記車両が入庫されたことを証明します。

記

入庫日

下取車リサイクル預託金相当額

査定士登録番号

　　平成

下取価格

型式

車名
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（様式８） 

役員名簿 

生年月日 
氏名カナ 氏名漢字 

和暦 年 月 日
性別 会社名 役職名 

（注） 

 役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名

漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正は T、昭和は

S、平成は H、数字は２桁半角）、性別（半角で男性は M、女性は F）、会社名及び役

職名を記載する。 

 また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アル

ファベットのカナ読みを記載すること。 
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（様式１１）

型式

単価
(購入費用）

（円）
（税抜き）

取得年月日
処分制限
期間（年）

備考
（車両登録番号又
は車両番号を記載）

取得財産等管理台帳・取得財産等明細表

保管場所
補助金

額
（万円）

区分

財産名
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（様式５）

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金 

変更届出書 

届出日  平成  年  月  日 

一般社団法人次世代自動車振興センター 

代表理事 殿 

（申請者） 

補助金交付決定番号 第 号 

住 所〒 

氏名又は名称

及び代表者名

 上記補助金交付決定番号をもって交付決定を受けたクリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補

助金の申請内容について、下記の変更がありましたので、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費

補助金業務実施細則第９条第２項の規定に基づき、届け出ます。 

記 

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 

変更年月日 平成 年 月 日 

印
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（様式６）

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金

計画変更承認申請書

申請日  平成  年  月  日

一般社団法人次世代自動車振興センター

代表理事  殿

（申請者）

補助金交付決定番号

第 号

住所 〒

氏名又は名称

及び代表者名

上記補助金交付決定番号をもって交付決定のあったクリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補

助金について、交付申請の内容を下記のとおり変更したいので、クリーンエネルギー自動車等導入促進

対策費補助金交付規程第９条第１項の規定に基づき、承認を申請します。

記

１．変更の内容

変更事項 変更前 変更後

２．変更を必要とする理由

（注）１．既に交付決定を受けた補助金額の変更を伴う場合は、その旨も併せて記載すること。

２．交付申請に添付した書類のうち変更のあるものは、変更後の書類を添付すること。

印

Ⅳ-9



（様式１２） 車両導入(平成２６年度)

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金 

財産処分承認申請書

申請日  平成  年  月  日  

一般社団法人次世代自動車振興センター

代表理事 殿

（申請者）

補助金交付決定番号

第 号

住所〒

氏名又は名称

及び代表者名

上記の補助金交付決定番号をもって補助金の額の確定通知を受けた補助事業に関する財産処分について、ク

リーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付規程第１４条第３項の規定に基づき、下記のとおり承

認を申請します。

記

１．処分しようとする財産及びその理由

財 産の名称 型 式

自動車登録番号

又は

車両番号

車台番号

処 分の方法 （ 該 当 項 目 に ○ を つ け る ） 処 分の理由

１ 売 却 2 譲 渡 3 交 換 4 抹 消

5 その他

２．処分の条件（該当項目に○をつける。その他の場合には条件を記入）

１ .補 助金 を返納し ます。

２ .そ の他  

３ ．備考

印
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車両導入(平成２５年度)

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金 

財産処分承認申請書

申請日  平成  年  月  日  

一般社団法人次世代自動車振興センター

代表理事 殿

（申請者）

補助金交付決定番号

第 号

住所〒

氏名又は名称

及び代表者名

上記の補助金交付決定番号をもって補助金の額の確定通知を受けた補助事業に関する財産処分について、ク

リーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付規程第１５条第３項の規定に基づき、下記のとおり承

認を申請します。

記

１．処分しようとする財産及びその理由

財 産の名称 型 式

自動車登録番号

又は

車両番号

車台番号

処 分の方法 （ 該 当 項 目 に ○ を つ け る ） 処 分の理由

１ 売 却 2 譲 渡 3 交 換 4 抹 消

5 その他

２．処分の条件（該当項目に○をつける。その他の場合には条件を記入）

１ .補 助金 を返納し ます。

２ .そ の他  

３ ．備考

印
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車両導入・設備設置（平成２３年度・２４年度）

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金（電気自動車等導入補助事業） 

財産処分承認申請書

申請日  平成  年  月  日  

一般社団法人次世代自動車振興センター

代表理事 殿

（申請者）

補助金交付決定番号

第 号

住所〒

氏名又は名称

及び代表者名

上記の補助金交付決定番号をもって補助金の額の確定通知を受けた補助事業に関する財産処分について、ク

リーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金（電気自動車等導入補助事業）交付規程第１８条第３項の

規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。

記

１．処分しようとする財産及びその理由

財 産の名称 型 式

自動車登録番号

又は

車両番号

車台番号（車両）

又は

製造番号（充電設備）

※ 充 電 設 備 の 場 合 は

空 欄

処 分の方法 （ 該 当 項 目 に ○ を つ け る ） 処 分の理由

１ 売 却 2 譲 渡 3 交 換 4 抹 消

5 その他

２．処分の条件（該当項目に○をつける。その他の場合には条件を記入）

１ .補 助金 を返納し ます。

２ .そ の他  

３ ．備考

印
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（平成 22 年度） 

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金 

（電気自動車導入費補助事業及び充電設備設置費補助事業） 

財産処分承認申請書

平成  年  月  日

一般社団法人次世代自動車振興センター

代表理事 殿

（補助事業者）

交付申請書受理通知番号 第 号

補助金交付決定番号   第 号

住所〒

氏名又は名称

及び代表者名

上記の補助金交付決定番号をもって補助金の額の確定通知を受けた標記補助事業に関する財産処分につい

て、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金「電気自動車導入費補助事業及び充電設備設置費

補助事業」交付規程第１９条第３項の規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。

記

１．処分しようとする財産及びその理由

財 産の名称 型 式 車台番号/製造番号 登録番号

処 分の方法 （ 該 当 項 目 に ○ を つ け る ） 処 分の理由

1 売 却 2 譲 渡 3 交換 4 抹消

２．処分の条件（該当項目に○をつける。その他の場合には条件を記入）

１ .補 助金 を返納し ます。  
２ .耐 用年 数の残余 期間を使 用します 。（ センターが 認めた 場合のみ ）

３ .そ の他  

３ ．備考

実
印
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（平成 21 年度） 

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金 

（ハイブリッド自動車 電気自動車導入費補助事業及び充電設備設置費補助事業） 

財産処分承認申請書

平成  年  月  日

一般社団法人次世代自動車振興センター

代表理事 殿

（補助事業者）

交付申請書受理通知番号 第 号

補助金交付決定番号   第 号

住所〒

氏名又は名称

及び代表者名

上記の補助金交付決定番号をもって補助金の額の確定通知を受けた標記補助事業に関する財産処分につい

て、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金（電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、

急速充電設備については、「電気自動車導入費補助事業及び充電設備設置費補助事業」、ハイブリッド自動車に

ついては「ハイブリッド自動車導入費補助事業」）交付規程第１９条第３項の規定に基づき、下記のとおり承認

を申請します。

記

１．処分しようとする財産及びその理由

財 産の名称 型 式 車台番号/製造番号 登録番号

処 分の方法 （ 該 当 項 目 に ○ を つ け る ） 処 分の理由

1 売 却 2 譲 渡 3 交換 4 抹消

２．処分の条件（該当項目に○をつける。その他の場合には条件を記入）

１ .補 助金 を返納し ます。  
２ .耐 用年 数の残余 期間を使 用します 。（ センターが 認めた 場合のみ ）  
３ .新 旧あ わせて耐 用年数を 使用しま す。（センターが認めた場合 のみ）

４ .そ の他  

３ ．備考

実
印
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（平成21年度・平成22年度）
クリーンディーゼル自動車用

　　平成 年 月 日

一般社団法人次世代自動車振興センター
代表理事　殿

（補助事業者）
交付申請書受理通知番号　第 号
補助金交付決定番号　　　第 号
　　　　　
住所〒

氏名又は名称
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．処分しようとする財産及びその理由

２．処分の条件（該当項目にXをつける。その他の場合には条件を記入）

　１.補助金を返納します。

　２.耐用年数の残余期間を使用します。（センターが認めた場合のみ）

　３.その他

３．備考

上記の補助金交付決定番号をもって補助金の額の確定通知を受けた標記補助事業に関する財産処分について、ク
リーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金（クリーンディーゼル自動車分）交付規程第１７条第３項の規定に
基づき、下記のとおり承認を申請します。

型　式

記

処分の方法（右下欄に番号を記入）

財産の名称 車台番号 登録番号

1売却　　2譲渡　　3抹消

処分の理由

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金
（クリーンディーゼル自動車分）

財産処分承認申請書

実
印
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（平成 20 年度） 
クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金 

（電気自動車 ハイブリッド自動車及び水素自動車導入費補助事業及び自家用充電設置費補助事業） 

財産処分承認申請書

平成  年  月  日

一般社団法人次世代自動車振興センター

代表理事 殿

（補助事業者）

交付申請書受理通知番号 第 号

補助金交付決定番号   第 号

住所〒

氏名又は名称

及び代表者名

上記の補助金交付決定番号をもって補助金の額の確定通知を受けた標記補助事業に関する財産処分につい

て、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金（電気自動車については「電気自動車導入費補助

事業及び自家用充電設備設置費補助事業」、ハイブリッド自動車及び水素自動車については「ハイブリッド自

動車及び水素自動車導入費補助事業」）交付規程第１９条第３項の規定に基づき、下記のとおり承認を申請し

ます。

記

１．処分しようとする財産及びその理由

財 産の名称 型 式 車台番号 登録番号

処 分の方法 （ 該 当 項 目 に ○ を つ け る ） 処 分の理由

1 売 却 2 譲 渡 3 交換 4 抹消

２．処分の条件（該当項目に○をつける。その他の場合には条件を記入）

１ .補 助金 を返納し ます。  
２ .耐 用年 数の残余 期間を使 用します 。（ センターが 認めた 場合のみ ）  
３ .新 旧あ わせて耐 用年数を 使用しま す。（センターが認めた場合 のみ）

４ .そ の他  

３ ．備考

実
印
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Ⅴ．参考資料 

名  称 
掲載 

ページ 

参考１ 交付規程 Ⅴ-２ 

参考２ 業務実施細則 Ⅴ－１０ 

参考３ 関連企業連絡先 Ⅴ－２３ 
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クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金 

交付規程 

（通則）

第１条 クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金

（以下「補助金」という。）の交付については、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令

第２５５号。以下「施行令」という。）及びその他の法令

の定めによるほか、この規程の定めるところによる。

（目的）

第２条 この規程は、経済産業大臣が定めたクリーンエネル

ギー自動車等導入促進対策費補助金交付要綱（以下「交付

要綱」という。）第３条の規定に基づき、一般社団法人次

世代自動車振興センター（以下「センター」という。）が

行うクリーンエネルギー自動車の導入に要する経費の一部

を助成する事業（以下「補助事業」という。）の手続等を

定め、もってその業務の適正かつ確実な処理を図ることを

目的とする。

（定義）

第３条 この規程における用語の定義は、次の各号に掲げる

とおりとする。

一 「クリーンエネルギー自動車」とは、電気自動車、プ

ラグインハイブリッド自動車及びクリーンディーゼル自

動車をいう（輸入車を含む）。

二 「電気自動車」とは、搭載された電池又は燃料電池に

よって駆動される電動機のみを原動機とし内燃機関を併

用しない検査済自動車（道路運送車両法（昭和２６年法

律第１８５号）第６０条第１項の規定による自動車検査

証の交付を受けた道路運送車両法第２条第２項に規定す

る自動車をいう。以下同じ。）、又は型式認定を取得して

いる側車付二輪自動車(道路運送車両法第２条第２項に

規定する自動車であって、道路運送車両の保安基準の細

目を定める告示第２条第４項に規定する側車付二輪自動

車をいう。以下同じ。)若しくは原動機付自転車（道路運

送車両法第２条第３項に規定する原動機付自転車であっ

て、特別区又は市町村の条例で付すべき旨を定められて

いる標識を取り付けているものに限る。以下同じ。）を

いう。ただし、検査済自動車にあっては、電動機が鉛電

池によって駆動されるもの、二輪自動車、事業用自動車、

地方公共団体ならびに地方公共団体が出資する法人が所

有もしくは使用する塵芥車及び大型特殊自動車（自動車

抵当法（昭和２６年法律第１８７号）第２条ただし書に

規定する大型特殊自動車を含む。以下同じ。）を除く。

また、型式認定を取得している原動機付自転車について

は第二種原動機付自転車を除く。

三 「プラグインハイブリッド自動車」とは、搭載された

電池によって駆動される電動機と内燃機関を原動機とし

て併用し、かつ外部からの充電が可能な検査済自動車を

いう。ただし、事業用自動車、地方公共団体ならびに地

方公共団体が出資する法人が所有もしくは使用する塵芥

車及び大型特殊自動車を除く。

四 「クリーンディーゼル自動車」とは、軽油を燃料とする

検査済自動車であって、平成２１年排出ガス基準（道路運

送車両法第４１条の規定により平成２１年１０月１日以降

（車両総重量が１．７t より大きく２．５t 以下のもの及び

車両総重量が３．５t より大きくて１２ｔ以下のもののう

ち、乗車定員１０人以下の乗用自動車を除くものにあって

は、平成２２年１０月１日以降）に適用されるべきものと

して定められた自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止

上の技術基準をいう。）に適合する自動車（自動車登録規

則別表第二第三項、第五項又は第六項（車いす移動車等に

限る。）に掲げる自動車（事業用自動車を除く。）に限る。）

をいう。

五 「事業用自動車」とは道路運送法（昭和２６年法律第１

８３号）第３条に規定する旅客自動車運送事業、貨物自動

車運送事業法（平成元年法律第８３号）第２条に規定する

貨物自動車運送事業及び貨物利用運送事業法（平成元年法

律第８２号）第２条に規定する貨物利用運送事業の用に供

する自動車（自動車リース事業者が貸渡しを行う場合を含

む）をいう。

（交付の対象者、補助対象経費及び補助率）

第４条 センターは、民間団体等（地方公共団体、その他の

法人（独立行政法人を除く）、個人）が行うクリーンエネル

ギー自動車の導入（以下「車両導入」という。）に要する

経費のうち、補助金の交付の対象としてセンターが認める

経費（以下「補助対象経費」という。）を基に、一定の基

準に従って求めた補助金を、予算の範囲内において、交付

するものとする。この場合において、当該車両導入に要す

る経費の消費税及び地方消費税は補助対象経費に含まない

ものとする。なお、別紙 暴力団排除に関する誓約事項の

記に記載されている事項に該当する者は、本補助金の交付

対象としない。

２ 前項の補助金の交付の対象となるクリーンエネルギー自

動車は、一定の仕様に基づき量産される自動車であって、

その製造事業者(当該製造事業者が海外法人である場合に

あっては、当該製造事業者の委託を受けた輸入事業者とす

る。以下同じ。)又は輸入事業者によるクリーンエネルギー

自動車の仕様（以下「銘柄」という。）ごとの申請に基づ

き、あらかじめセンターが承認したものに限る。

３ 補助対象経費及び補助率は、別表１のとおりとする。な

お、補助対象経費及び補助率は、必要に応じて見直す。

（補助金の交付額）

第５条 前条第１項の補助対象経費に係る補助金交付上限額

参考１ 
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は、別表２に定める金額の範囲内で、前条第２項の承認を

する際に銘柄ごとにセンターが定め、これを公表する。

２ 前条第１項の補助対象経費に係る補助金の交付額は、

車両導入に係る費用を基に算出する補助対象経費に導入車

両が属する銘柄の補助率を乗じた金額か、導入車両が属す

る、前項で定めた銘柄ごとの補助金交付上限額のどちらか

低い方とする。車両導入の費用を基に算出する補助対象経

費の計算方法については、センターが別に定める。

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」

という。）は、センターが別に定める日までに、センター

が定める様式による補助金交付申請書をセンターに提出

（以下「交付申請」という。）しなければならない。

２ 交付申請は、次の各号の全てに該当するものでなければ

ならない。

一 交付申請が、クリーンエネルギー自動車１台ごとに行

われていること。

二 別表３の申請要件を満たしていること。

三 別表４に定める書類が添付されていること。

四 国の他の補助金（ただし、そのうちセンターが別に定

める補助金を除く。）と重複して交付申請していないこ

と。

五 補助対象経費の中に自社製品の調達又は関係会社から

の調達分が含まれる場合、別に定める方法により利益等

を排除して交付申請をすること。

六 申請者が反社会的勢力及びそれに準ずるものではない

こと。

（交付の決定等）

第７条 センターは、前条第１項の規定による交付申請があ

ったときは、当該申請に係る書類の審査により、補助金を

交付すべきものと認めたときは、速やかに交付の決定を行

い、センターが定める様式である補助金交付決定通知書兼

補助金の額の確定通知書により申請者に通知（以下「補助

金交付決定通知」という。）するものとする。この場合に

おいて、センターは、適正な交付を行うため必要があると

認めるときは、補助金の交付申請に係る事項につき修正を

加えて通知を行うものとする。

２ センターは、第１項の通知に際して、必要な条件を付す

ことができる。

（申請の取下げ）

第８条 申請者は、前条第１項の規定による補助金交付決定

通知を受けた場合において、当該通知の内容又はこれに付

された条件に不服があることにより、当該通知のもととな

った交付申請を取り下げようとするときは、当該通知を受

けた日から起算して７日以内にセンターが定める様式によ

る補助金交付申請取下書をセンターに提出しなければなら

ない。

（計画変更の承認等）

第９条 申請者は、第７条第１項の補助金交付決定通知を受

けた後に、当該通知のもととなった交付申請の内容を変更

（全部又は一部の承継、中止又は廃止を含む。）しようと

するときは、あらかじめセンターが定める様式による計画

変更承認申請書をセンターに提出し、センターが定める様

式による計画変更承認通知書により承認を受けなければな

らない。

２ センターは、前項の承認をする場合において、必要に応

じ交付決定の内容を変更し、又は条件を付すことができる。 

（補助金の額の確定等）

第１０条 センターは、交付申請があり、第７条第１項の交

付の決定をしたときは、併せて補助金の額の確定を行い、

当該交付の決定の通知と併せて補助金の額を通知するもの

とする。

（補助金の支払）

第１１条 センターは、交付要綱第１５条に基づく経済産業

大臣からの補助金の支払があったときは、第１０条の規定

により確定した交付すべき補助金を遅延なく申請者に支払

うものとする。

２ 前項の申請者への補助金の支払いは、申請者が補助金交

付申請書に記載する補助金の支払先に対する振り込みによ

り行うものとする。

（交付決定の取消し等）

第１２条 センターは、第９条第１項の規定による計画変更

等の申請があった場合又は第７条第１項の交付決定通知を

受けた申請者が次の各号の一に該当すると認められる場合

は、第７条第１項の規定による決定の全部又は一部を取消

し、又は交付の決定の内容若しくはこれに付した条件を変

更することができる。

一 法令、本規程又は法令若しくは本規程に基づくセンタ

ーの処分若しくは指示に違反した場合。

二 交付決定通知のもととなった交付申請（第９条の計画

変更の承認等を受けた場合は承認後のもの）の内容と異

なる使用等をした場合。

三 不正、怠慢その他の不適当な行為をした場合。

四 前各号に掲げる場合のほか、交付の決定後に生じた事

情の変更により、交付決定通知のもととなった交付申請

（第９条の計画変更の承認等を受けた場合は承認後のも

の）の内容の全部又は一部を継続する必要がなくなった

場合。

五 申請者が、別紙暴力団排除に関する誓約事項に違反し

た場合。

２ 前項の規定は、第１０条に規定する補助金の額の確定が

あった後においても適用する。

３ センターは、第１項に基づき交付決定を取消したときに

は、センターが定める様式の補助金交付決定取消通知書に

より、速やかに申請者に通知するものとする。

４ センターは、第１項に基づき交付決定を取消した場合に

おいて、既に補助金が交付されているときは、センターが
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定める様式の補助金返還命令書により、２０日以内の期限

を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命じる。

５ センターは、前項の補助金の全部又は一部の返還を命じ

る場合は、第１項第四号に規定する場合を除き、その命令

に係る補助金を申請者が受領した日から返還の日までの日

数に応じて、返還の額（その一部を返還した場合における

その後の期間については、既返還額を控除した額）につき

年利１０．９５％の割合で計算した加算金の納付を併せて

命ずることができる。

６ 第４項の補助金の返還の命令を受けた者は、返還期限ま

でに補助金の返還を行わなければならない。

７ 第４項の補助金の返還の命令を受けた者は、返還を命じ

られた金額について、返還期限までに返還しない場合は、

未返還の金額に対して、返還期限の翌日からの期間に応じ

て年利１０．９５％の割合で計算した延滞金をセンターに

納付しなければならない。

（取得財産等の管理等）

第１３条 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受け

て取得したクリーンエネルギー自動車（以下「取得財産等」

という。）については、善良な管理者の注意をもって管理

し、補助金交付の目的に従って使用しなければならない。

２ 補助金の交付を受けた者は、取得財産等について、セン

ターの定める様式の取得財産等管理台帳・取得財産等明細

表を備え、管理しなければならない。

３ センターは、本規程に準じたクリーンエネルギー自動車

等導入促進対策費補助金管理規程を作成して補助金の交付

を受けた者に通知し、取得財産等の適正な管理を促すもの

とする。

（財産処分の制限等）

第１４条 取得財産等については、一定の期間、処分（補助

金交付の目的に反して使用、譲り渡し、交換、貸し付け、

廃棄又は担保に供することをいう。）を制限する。

２ 取得財産等の処分を制限する期間は、補助金の交付の目

的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０

年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を勘案して、セン

ターが別に定める。

３ 前項の規定により定められた処分を制限する期間内にお

いて、取得財産等を処分しようとするときは、あらかじめ

センターの承認を受けなければならない。センターは、承

認に際して補助金相当額の返納を求めることができる。

４  センターは、補助金の交付を受けた者が取得財産等を処

分することにより収入があり、又は収入があると認められ

るときは、その収入の全部又は一部をセンターに納付させ

ることができる。

５ 前項の納付について、納付期限は納付指示の通知日から

２０日以内とし、納付期限内に納付指示をした全額の納付

がない場合は、センターは、未納に係る金額に対して、そ

の未納に係る期間に応じて年利１０．９５％の割合で計算

した延滞金をセンターに納付させることができる。

（センターによる調査）

第１５条 センターは、補助金の交付業務の適正な運営を図

るため、必要な範囲において、第４条第２項の承認を受け

たクリーンエネルギー自動車の製造事業者及び輸入事業者

並びに申請者（申請者が補助金の交付を受けた後を含む。

以下「申請者等」という。）に対して所要の調査等を行う

ことができる。

２ 前項の製造事業者及び輸入事業者並びに申請者等は、セ

ンターが必要な範囲内において調査等を申し出た場合は、

これに協力しなければならない。

（センターによるデータ等の提供要請）

第１６条 センターは国の施策に基づきクリーンエネルギー

自動車等の普及促進を図るため、必要な範囲において申請

者等に対してクリーンエネルギー自動車等の普及に資する

データ等の提供を要請することができる。

２．申請者等は、センターが必要な範囲内においてデータ等

の提供を申し出た場合は、これに協力するよう努めなけれ

ばならない。

（予算が不足する場合の措置等）

第１７条 センターは、第６条第１項の規定に基づいて別に

指定する補助金交付申請書提出期限以前に、補助金の交付

に係る予算が不足するおそれがあると認めるときは、補助

金の交付に係る予算の執行状況を見極めた上で、交付申請

の受付を中止することができる。この場合には、あらかじ

めセンターのホームページ等で周知するものとする。

２ センターは、前項の交付申請の受付中止に関係する必要

事項を別に定める。

（暴力団排除に関する誓約）

第１８条 申請者は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事

項について補助金の交付申請前に確認しなければならず、

交付申請書の提出をもってこれに同意したものとする。な

お、申請者が暴力団である又は暴力団との付き合いがある

と疑われる場合には、センターは本事業を通じ申請者に関

して得た情報を国に提供することができる。

（個人情報保護）

第１９条 センター及びその職員は、本事業を通じ申請者に

関して得た情報は、個人情報の保護に関する法律（平成１

５年法律第５７号）に従って取り扱うものとする。

２ センター及びその職員は、本事業の実施にあたって第６条

第１項の申請に関する一切の個人情報を、当該情報の提供

者から了解を得ることなく、国以外の第三者に漏洩し又は

交付要綱第２条に規定する交付の目的以外の目的に利用し

てはならない。

（その他必要な事項）

第２０条 この交付規程に定めるもののほか、この交付規程

の施行に関し必要な事項は、センターが別に定める。

２ センターは、交付要綱第２条に規定する交付の目的を達
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成するために、経済産業大臣から補助事業の手続等につい

て見直しを求められた場合には、この交付規程及び前項に

規定する施行に関し必要な事項について、所要の見直しを

図るものとする。
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別紙 

暴力団排除に関する誓約事項 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業

の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚偽であり、又

はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

記 

(１) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合

はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。

以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

(２) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又

は暴力団員を利用するなどしているとき。 

(３) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力

団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

(４) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
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（別表１）補助対象経費の内訳及び補助率 

補助対象車両ごとの補助額は下表のとおりとする。 

分類 補助対象経費 補助率 

① A ≦ D+E+{C(1)-(D+E)}/2 の場合

B-(D+E) 1/1 以内 ② A ≦ D+E+{C(2)-(D+E)}/3 の場合

③ A ≦ D+E+{C(3)-(D+E)}/4 の場合

④ 原動機付自転車 B-E 1/4 以内 

⑤ ①から④の分類に該当しない場合 B-(D+E) 2/3 以内 

注） 

A: 車両本体価格（税抜き） 

B: クリーンエネルギー自動車の購入価格(税抜き) 

C(1): 補助対象車両の登録日の 1 年前時点の同車種又は同様と認められる車種の車両本体価格(税抜き) 

C(2): 補助対象車両の登録日の 2 年前時点の同車種又は同様と認められる車種の車両本体価格(税抜き) 

C(3): 補助対象車両の登録日の 3 年前時点の同車種又は同様と認められる車種の車両本体価格(税抜き) 

D: 調整額 

・電気自動車(燃料電池によって駆動される電動機を原動機とするものを除く)：50 万円 

・電気自動車(燃料電池によって駆動される電動機を原動機とするもの)：0円 

・プラグインハイブリッド自動車：40 万円 

・クリーンディーゼル自動車：20 万円 

E: 基礎額 

・クリーンエネルギー自動車として専用設計･製造されたもの(初度登録前のものに限る。)にあっては、当該クリ

ーンエネルギー自動車と同種・同格の一般のガソリン内燃機関自動車（ベース車両）の本体価格に対して、ク

リーンエネルギー自動車として必要な仕様以外の装備価格差を調整した額。 

・補助対象車両が既存自動車をクリーンエネルギー自動車に改造したもの(初度登録前のものに限る。)にあって

は、改造後の本体価格から改造に要した費用を差し引いた額。 

改造に要した費用とは、以下に掲げる経費であって、算定根拠が明確であるもの。 

・部品費 

バッテリー・関連機器、充電器が別置型の場合は充電器、ディーゼル内燃機関、排気ガスの浄化装置その他

改造に必要な部品等 

・工事費 

車体（シャシー）改造、エンジン改造、モーターの搭載、バッテリー・関連機器の取り付け、排気ガスの浄化

装置の取り付け、その他改造に必要な工事費 

・設計費 

設計に係る試作及び設計図書の作成に要する費用、その他の設計に必要な経費（複数台の改造に設計図書を共

有できる場合は、これを考慮して１台当たりの設計費を算定したもの） 

・検査費 

必要な性能試験及び所定の検査費 

・諸費用 

改造に必要不可欠な手続等に要する費用 
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（別表２）補助金の交付上限額の範囲 

補助金の交付上限額は、次の（１）又は（２）のいずれか低い方の範囲内で定める。 

（１）クリーンエネルギー自動車として設計・製造されたものにあっては、当該クリーンエネルギー自動車と同種・同

格の一般のガソリン内燃機関自動車（ベース車両）の本体価格に対して、クリーンエネルギー自動車として必要な

仕様以外の装備価格差を調整した額。既存自動車をクリーンエネルギー自動車に改造したものにあっては、改造後

の本体価格から改造に要した費用を差し引いた額。 

（２）クリーンエネルギー自動車の区分ごとに定める上限額 

軽自動車・小型自動車・普通自動車である電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車(燃料電池によって駆動

される電動機を原動機とするもの並びに乗車定員１１人以上のものを除く)にあっては８５万円、乗車定員１１人

以上の普通自動車である電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車(燃料電池によって駆動される電動機を

原動機とするものを除く)にあっては２９０万円、側車付二輪自動車である電気自動車にあっては３０万円、クリ

ーンディーゼル自動車にあっては３５万円、原動機付自転車にあっては７万円 

（別表３）補助金の申請要件 

次の要件をすべて満たすこと。 

①申請車両は、初度登録された車両（中古の輸入車の初度登録車を除く。）であること。

②申請車両は、自動車検査証の自家用・事業用の別の欄が自家用であること

③申請車両は、センターが別に定める期間内に初度登録され、かつ過去に補助金申請したことのない車両であるこ

と。

④申請車両は、代金の支払いが手形ではなく現金で完了している車両であること。

⑤申請者は車両購入者であり、申請車両の自動車検査証上の所有者および使用者は申請者であること。但し、リー

スの場合は、申請者はリース会社であり、自動車検査証上の所有者はリース会社、使用者は当該車両のリースを

受ける者であること。所有権留保付ローン購入の場合は、申請者は車両購入者であり、自動車検査証上の所有者

は自動車会社又はローン会社等、使用者は申請者であること。

⑥リースの場合は、補助金は一旦リース会社に交付されるので、リース会社は、補助金相当額を反映したリース料

金を設定すること。

⑦自動車を販売する業を営む法人が所有者となる車両の場合は、展示車、試乗車その他販売活動の促進の目的で使

用されるものでないこと。

⑧自動車を販売する業を営む法人のうち、自動車を販売する業を主として営む法人が、当該車両の自動車検査証上の使

用者となる場合は、その者が当該車両と同一名称の車両を、当該車両の初度登録日前一年以内に販売していない

こと、かつ、初度登録日後一年以内は販売しないこと。

自動車を販売する業を主として営む法人の定義については、センターが別に定める。

⑨申請車両に関し、走行データ記録機材の搭載及び記録されたデータの国及びセンター（これらが指定する機関を含

む。）への提供への協力を求められた場合は、これを了承すること。

⑩センターが定める仕様の申請車両については、申請者は、センターが指定するＪクレジット事業実施団体（Ｊク

レジット制度に基づき排出削減事業を行う団体をいう。）への入会、当該団体及び国への当該申請者に係る個人情

報の提供、その他Ｊクレジット制度への協力を求められた場合は、これを了承すること（申請者自身が排出削減

事業を行う場合、又は、排出削減事業を行う他の団体に入会する場合を除く。）
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（別表４）申請に必要な添付書類 

１．申請者を確認する書類 

①申請者が法人（地方公共団体、リース会社を除く）の場合は、商業登記簿の全部事項証明書(履歴事項証明書又は現

在事項証明書)の写し（発行から３カ月以内のもの、複写可）及びセンターが別に定める役員等名簿

②申請者が個人の場合は、本人確認書類（免許証、健康保険証、住民票等）の写し

③申請者がリース会社の場合は、リース会社自身に関する上記①の書類、及び、当該車両の使用者に関し、それが法

人の場合は上記①の書類、それが個人の場合は上記②の書類

２．申請車両及び車両代金の支払いを確認する書類 

①自動車検査証の写し又は標識交付証明書の写し（標識交付証明書が発行されない場合は、軽自動車税申告書控の写

し又は標識届出証明の写し等）

②車両代金支払証憑の写し（注）

③リース目的で取得した車両を申請する場合については、リース契約書（自動車賃貸借契約書）の写し

３．補助金を受けた車両（取得財産等）の管理のための書類 

①取得財産等管理台帳・取得財産等明細表の写し

４．その他センターが定めるもの 

（注）支払証憑の写しとは、申請者宛ての領収証（購入者が受領したものの写し）、又は銀行振込み等で領収証の無いも

のについては、銀行発行の振込み証明書（振込金受取書等の写し）等とする。 

なお、支払証憑を補完する書類として次のものが必要となる場合がある。 

・支払証憑の記載金額が、車両本体以外のものも区分けせずに記載されている場合は、車両本体の支払額がわかる

内訳明細表。 

・下取車の価格を購入金額の一部に充当した場合は、査定士が適正下取価格であることを認めた「下取車入庫証明

書」（様式は別に定める。）。 

・申請者が車両代金の支払いのため銀行又はクレジット会社のローンを利用した場合は、車両販売会社から銀行又

はクレジット会社宛ての領収証。 

当該領収証には、申請者名と当該車両代金の支払い分であることが明記されていること。 
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平成２６年度クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金 

業務実施細則 

（趣旨） 

第１条 一般社団法人次世代自動車振興センター（以下「センター」

という。）が、平成２６年度に行うクリーンエネルギー自動車等導入

促進対策費補助金（以下「補助金」という。）を交付する業務は、

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金交付規程

（以下「交付規程」という。）に定めるもののほか、交付規程により

センターが定めるこの業務実施細則（以下「実施細則」という。）に

よる。 

（用語） 

第２条 この実施細則で使用する用語は、特に定めのない限り交付

規程の例による。 

（センターが特に認める輸入車） 

第３条 交付規程第４条第２項のセンターが特に認めるときとは、当

該輸入車が、同項の承認を受けた銘柄と同一の仕様（動力機構、

蓄電池、排気ガス処理装置等のクリーンエネルギー自動車を構

成する重要な機構以外のものに係る軽微な差異がある場合を含

む。）の車両として海外において量産及び販売されたものである

場合とする。 

（補助金交付上限額） 

第４条 交付規程第５条第１項に規定する銘柄ごとにセンターが定

める補助金交付上限額は、銘柄ごとに補助対象経費を基礎とし

て算出した補助金交付上限額と交付規程の別表２補助金の交付

上限額の範囲に規定する上限額の中から最も低い金額のものと

し、別表１に記す。 

２ 銘柄ごとの補助金交付上限額は、別表２の補助金交付上限額

の範囲の算定のための条件を満たすものとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 交付規程第６条第１項に規定するセンターが指定する日は、

平成２７年１０月７日とする。 

２ 交付規程別表３の補助金の申請要件③に規定するセンターが

別に定める初度登録の期間は、平成２６年４月１日から平成２７年

９月３０日までの期間内で、補助金交付申請書の提出期限は、当

該車両の初度登録の日から１か月以内とする。ただし、売買契約

の方式を要因とする代金の支払い事務手続に要する期間等の観

点からセンターが特別な期間を設定し、ホームページ等において

告知した場合には、その告知した補助金交付申請書の提出期限

も認める。 

３ 交付規程別表３の補助金の申請要件⑧に規定する自動車を販

売する業を主として営む者とは、自動車を販売する業を営む者の

うち、次の各号のいずれにも該当する者をいう。ただし、新たに自

動車を販売する業を営む者である場合については、以下の各号 

の要件に準じてセンターが個別に判断する。 

一 直近の会計年度における総売上に占める自動車販売（新車

販売に係るもの）に係る売上の比率が１５％超である者 

二 直近の会計年度における年間の新車販売台数が２０台超で

ある者 

三 前各号に相当する者としてセンターが特に認める者 

４ 交付規程別表３の補助金の申請要件⑩に規定するセンターが

定める仕様の車両は、道路運送車両法第７５条第１項の規定によ

りその型式について指定を受けた電気自動車とする。 

５ 交付規程別表３の補助金の申請要件⑩に規定するセンターが

指定するＣＯ２排出削減に係る J－クレジット事業実施団体は、環

境経済株式会社とする。 

６ 交付規程別表４に掲げる申請に必要な添付書類のうちセンター

が定めるものは、別表３のとおりとする。 

（補助金交付上限額及び補助金交付額の計算方法） 

第６条 センターは、第４条で規定する銘柄ごとの補助対象経費を

基礎とした補助金交付上限額の計算及び交付申請のあった補

助対象車両の補助金の試算額の計算を以下の各項に掲げる方

法で行う。 

２ 銘柄ごとの補助対象経費を基礎とした補助金交付上限額の計

算は、以下の手順で行う。 

一 銘柄ごとに、それと同種・同格の一般のガソリン内燃機関自動

車（以下「ベース車両」という。）を選定し、そのベース車両の車

両本体価格（製造事業者又は輸入事業者が設定する販売価

格、いわゆる定価であって、センターが認めるもの。）に対して、

クリーンエネルギー自動車として必要な仕様以外の装備価格

差を調整した価格（以下「基礎額」という。）を算出する。 

二 前号において算出された基礎額に交付規程別表 1 に掲げる

D の調整額を加算（以下「基準額」という。）する。基準額は、別

表１の基準額の欄に記す。 

三 当該銘柄の車両本体価格（製造事業者又は輸入事業者が設

定する販売価格、いわゆる定価であって、センターが認めるも

の。）から前号の基準額を減じた額（補助対象経費）に、銘柄ご

とに定めた補助率を乗じた額から１万円未満の端数を切り捨て

た額を補助金交付上限額の計算値とする。 

３ 交付申請のあった補助対象車両の補助金の試算額は、前項第

三号の車両本体価格を購入価格に置き換えて求めた補助対象

経費に補助率を乗じた額から１万円未満の端数を切り捨てた額と

する。 

（利益等排除の方法） 

第７条 交付規程第６条第２項第五号に規定する利益等排除の方

法は別表４に定める。 

（計画変更の承認等） 

第８条 センターは、交付規程第７条第１項に規定するところの交付

参考２ 
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申請に係る事項の修正、同条第２項に規定するところの条件の

付加、第９条に規定するところの計画変更の承認及びその他の

理由により、当初の申請に係る補助金額が増減する場合、原則と

して減額のみを認め、増額は認めないものとする。 

２ センターは、交付規程第９条に規定するところの計画変更の内

容が、軽微な変更であると認められる場合は、計画変更の承認

申請によらず、届出とすることができる。 

（取得財産等の管理等） 

第９条 交付規程第１３条第３項に規定するクリーンエネルギー自動

車等導入促進対策費補助金管理規程を別表５のとおり定める。 

（取得財産等の処分制限等） 

第１０条 交付規程第１４条第２項に規定する取得財産等の処分を

制限する期間を別表６のとおり定める。 

２ 交付規程第１４条第３項に基づきセンターが補助金の返納を求

めるときは、補助事業等により取得し又は効用が増加した財産の

処分等の取扱いについて（平成１６・０６・１０会計課第５号）を準

用し、残存簿価相当額は、減価償却資産の耐用年数等に関する

省令（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）別表第十に基づく

定率法で算出する。ただし、その取得財産等の処分が本人責め

に帰さないやむを得ない事由によるものとして次の各号に該当す

るときは、センターは補助金の返納を求めないものとする。 

一 取得財産等が天災等により走行不能となり抹消処分した場合 

二 取得財産等が過失の無い事故により走行不能となり抹消処

分した場合 

三 取得財産等が道路運送車両法の保安基準（昭和２６年運輸

省令第６７号）第５６条第４項の規定に基づき国土交通大臣の

認定を受けた自動車など別に定める特殊な自動車であり、その

有効期間を経過し、公道走行が不可能となった場合。 

四 その他センターが特に認める場合 

（予算が不足する場合の措置等） 

第１１条 交付規程第１７条第２項に規定するところの交付申請の受

付中止に関係して必要な事項を次の各項に定める。 

２ センターは、交付申請の受付を中止する旨を告知した時は、当

該告知日からホームページ等で定期的に予算消化状況を公表

する。 

３ センターは、補助金申請額が予算額を超過した日をもって交付

申請の受付を終了し、ホームページ上で交付申請の受付を終了

したことを告知する。 

４ センターは、予算超過日の前日までにセンターに到着した交付

申請を審査対象とし、予算超過日以降にセンターに到着した交

付申請は全て無効として扱う。 

（審査委員会） 

第１２条 センターは、有識者等による審査委員会を組織し、交付

規程の制定及び変更、実施細則の制定及び変更（軽微なものを

除く。）、補助金上限額の決定その他の補助金の交付をする業務

に係る重要な決定をするときは、当該審査委員会の審議を経な

ければならない。 

（様式） 

第１３条 交付規程によりセンターが定める様式は、様式１から様式

１３までのとおりとする。 

（附則） 

１．この実施細則の制定は、第１２条の審査委員会の審議を経て決

定する。 

２．この実施細則は、交付規程の適用日（平成２６年４月１日）から適

用する。 

３．この実施細則は、平成２６年度補正による補助金申請受付開始

日（平成２７年３月９日）から適用する。 

４．この実施細則は、交付規程の改正承認日（平成２７年４月１日）

から適用する。 
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（別表１）銘柄ごとの補助金交付上限額

【電気自動車、プラグインハイブリッド自動車】 平成27年9月18日現在

補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

トヨタ　MIRAI ZBA-JPD10 2,020 3,670 6,700,000 2/3

120 2,607 2,727,143 1/1

120 2,639 2,759,143 1/1

120 2,852 2,972,619 1/1

120 2,874 2,994,619 1/1

200 2,411 2,714,286 2/3

200 2,433 2,736,286 2/3

Ｓ 250 2,607 2,857,143 1/1

Ｓ （北海道地区） 250 2,639 2,889,143 1/1

Ｇ 250 2,797 3,047,619 1/1

Ｇ （北海道地区） 250 2,819 3,069,619 1/1

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹ‐ｼﾞ 250 3,557 3,807,619 1/1

250 3,579 3,829,619 1/1

250 3,049 3,299,619 1/1

250 3,071 3,321,619 1/1

200 2,411 2,714,286 2/3

200 2,433 2,736,286 2/3

Ｓ 160 2,607 2,857,143 2/3

Ｓ （北海道地区） 160 2,639 2,889,143 2/3

Ｇ 160 2,797 3,047,619 2/3

Ｇ （北海道地区） 160 2,819 3,069,619 2/3

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹ‐ｼﾞ 160 3,557 3,807,619 2/3

160 3,579 3,829,619 2/3

160 3,049 3,299,619 2/3

160 3,071 3,321,619 2/3

Ｌ 330 2,403 2,904,762 2/3

Ｌ （北海道地区） 330 2,425 2,926,762 2/3

Ｓ 330 2,546 3,047,619 2/3

Ｓ （北海道地区） 330 2,578 3,079,619 2/3

Ｇ 330 2,736 3,238,095 2/3

Ｇ （北海道地区） 330 2,758 3,260,095 2/3

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹ‐ｼﾞ 330 3,498 4,000,000 2/3

330 3,520 4,022,000 2/3

330 2,990 3,492,000 2/3

330 3,012 3,514,000 2/3

270 2,059 2,466,000 2/3

270 2,129 2,536,000 2/3

270 2,339 2,746,000 2/3

270 2,409 2,816,000 2/3

270 2,448 2,855,000 2/3

270 2,518 2,925,000 2/3

S エアロスタイル 15ﾓﾃﾞﾙ

X (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
15ﾓﾃﾞﾙ

X 15ﾓﾃﾞﾙ

トヨタ プリウスＰＨＶ
　2012.11以降生産
一部改良型

DLA-ZVW35

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ （北海道地区）

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無
（北海道地区）

ニッサン　リーフ　

S (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
15ﾓﾃﾞﾙ

ZAA-AZE0

S 15ﾓﾃﾞﾙ

S エアロスタイル (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱ
ﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無) 15ﾓﾃﾞﾙ

トヨタ プリウスＰＨＶ
　2013.10以降生産
一部改良型
(2015.10.01以降に
登録された車両)

Ｌ

DLA-ZVW35

Ｌ （北海道地区）

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ （北海道地区）

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無
（北海道地区）

Ｌ

DLA-ZVW35

Ｌ （北海道地区）

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ （北海道地区）

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無

Ｇ ﾚｻﾞｰﾊﾟｯｹｰｼﾞ ﾅﾋﾞ無
（北海道地区）

メーカー名・車　名 型式

普
通
自
動
車

トヨタ プリウスＰＨＶ
2015.7以降生産一
部改良型

S

DLA-ZVW35
S　北海道地区

G

G　北海道地区

トヨタ プリウスＰＨＶ
　2013.10以降生産
一部改良型
(2015.9.30までに登
録された車両)
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

270 2,728 3,135,000 2/3

270 2,798 3,205,000 2/3

270 2,598 3,005,000 2/3

270 2,668 3,075,000 2/3

270 2,498 2,905,000 2/3

270 2,806 3,213,000 2/3

270 2,876 3,283,000 2/3

270 3,036 3,443,000 2/3

270 3,106 3,513,000 2/3

270 2,798 3,205,000 2/3

270 3,156 3,563,000 2/3

270 2,545 2,952,000 2/3

270 2,903 3,310,000 2/3

350 2,059 2,590,000 2/3

350 2,129 2,660,000 2/3

350 2,339 2,870,000 2/3

350 2,409 2,940,000 2/3

350 2,448 2,979,000 2/3

350 2,518 3,049,000 2/3

350 2,728 3,259,000 2/3

350 2,798 3,329,000 2/3

350 2,598 3,129,000 2/3

350 2,668 3,199,000 2/3

350 2,498 3,029,000 2/3

350 2,806 3,337,000 2/3

350 2,876 3,407,000 2/3

350 3,036 3,567,000 2/3

350 3,106 3,637,000 2/3

350 2,798 3,329,000 2/3

350 3,156 3,687,000 2/3

350 2,545 3,076,000 2/3

350 2,903 3,434,000 2/3

G　エアロスタイル
 (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ
G　エアロスタイル 14ﾓﾃﾞﾙ

ドライビングヘルパー X 14ﾓﾃﾞﾙ

ドライビングヘルパー G 14ﾓﾃﾞﾙ

アンシャンテ 助手席回転シート X
 14ﾓﾃﾞﾙ

アンシャンテ 助手席回転シート G
 14ﾓﾃﾞﾙ

X　エアロスタイル 14ﾓﾃﾞﾙ

X 80th
 (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)

X 80th Special Color Limited

X 運転席マイティグリップ
 (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)

G (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ

G 14ﾓﾃﾞﾙ

S 14ﾓﾃﾞﾙ
S　エアロスタイル
 (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ
S　エアロスタイル 14ﾓﾃﾞﾙ

X (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ

X 14ﾓﾃﾞﾙ
X　エアロスタイル
 (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ

G エアロスタイル 15ﾓﾃﾞﾙ

ドライビングヘルパー X 15ﾓﾃﾞﾙ

ドライビングヘルパー G 15ﾓﾃﾞﾙ

アンシャンテ 助手席回転シート X
15ﾓﾃﾞﾙ

アンシャンテ 助手席回転シート G
15ﾓﾃﾞﾙ

S (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
 14ﾓﾃﾞﾙ

X 80th 15ﾓﾃﾞﾙ (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱ
ﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)

X 80th Special Color Limited 15ﾓ
ﾃﾞﾙ

X 運転席マイティグリップ (ｻｲﾄﾞｴｱ
ﾊﾞｯｸﾞ無) 15ﾓﾃﾞﾙ

G (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無)
15ﾓﾃﾞﾙ

G 15ﾓﾃﾞﾙ

G エアロスタイル (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱ
ﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無) 15ﾓﾃﾞﾙ

メーカー名・車　名 型式

普
通
自
動
車

ニッサン　リーフ

X エアロスタイル (ｻｲﾄﾞ/ｶｰﾃﾝｴｱ
ﾊﾞｯｸﾞｼｽﾃﾑ無) 15ﾓﾃﾞﾙ

ZAA-AZE0

X エアロスタイル 15ﾓﾃﾞﾙ
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

GX　ルートバン 850 2,409 3,684,000 2/3

GX　2人乗り 850 2,409 3,684,000 2/3

GX　5人乗り 850 2,501 3,776,000 2/3

VX　ルートバン 850 2,318 3,593,000 2/3

VX　2人乗り 850 2,318 3,593,000 2/3

VX　5人乗り 850 2,421 3,696,000 2/3

G　5人乗り 850 3,007 4,282,000 2/3

G　7人乗り 850 3,157 4,432,000 2/3

X　5人乗り 850 2,892 4,167,000 2/3

290 3,806 4,250,000 2/3

290 3,471 3,920,000 2/3

290 3,148 3,595,000 2/3

290 2,885 3,330,000 2/3

DLA－GG2WXDHHZ (D00) 290 3,661 4,102,000 2/3

DLA－GG2WXDHHZ (C00) 290 3,376 3,818,000 2/3

DLA－GG2WXDHHZ (B00) 290 3,048 3,489,000 2/3

G DLA－GG2WXDHHZ (A00) 290 2,957 3,399,000 2/3

E DLA－GG2WXDSHZ (E00) 290 2,722 3,165,000 2/3

SPORTS STYLE EDITION DLA－GG2WXDHHZ (F00) 290 3,376 3,818,000 2/3

プラグイン ハイブリッド 410 4,136 4,761,905 2/3

プラグイン ハイブリッドSX 410 4,136 4,761,905 2/3

670 13,604 14,609,524 2/3

850 11,255 18,203,704 2/3

850 10,801 17,750,000 2/3

(電気自動車) 400 4,010 4,620,370 2/3

(ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ) 750 3,929 5,055,556 2/3

300 8,131 8,583,333 2/3

340 8,673 9,194,444 2/3

340 8,671 9,194,444 2/3

850 6,084 7,620,370 2/3

850 6,084 8,638,889 2/3

850 6,084 8,064,815 2/3

850 6,084 9,259,259 2/3

850 6,084 9,398,148 2/3

850 6,084 9,777,778 2/3

850 6,252 10,016,667 2/3

850 6,171 8,805,556 2/3

850 6,171 9,955,556 2/3

ZAA-SL2S2 850 6,171 12,183,333 2/3

850 6,773 9,153,704 2/3

850 6,773 10,357,407 2/3

850 6,773 12,675,926 2/3

850 13,504 15,018,519 2/3

DLA-AUCUK 380 4,040 4,620,370 2/3

GLM　トミーカイラZZ 組立 850 6,568 8,000,000 2/3

ホンダ　フィットEV 850 2,428 3,809,524 2/3

BMW X5 xDrive40e

Standard

CLA-KT20xLine

M Sport

メルセデス・ベンツ　S550 e long (S550 ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ ﾛﾝｸﾞ) DLA-222163

フォルクスワーゲン Golf GTE

ZAA-ZA2

85 kWh/デュアルパフォーマンス

70 kWh/デュアルJP2
ZAA-SL2S

85 kWh/デュアルJP2

85 kWh/デュアルパフォーマンスJP2 ZAA-SL1S2

(85kWh) JP2

(85kWh) JP3

(85kWh) JP4

(85kWh Performance) ZAA-SL1S2

70 kWh/デュアル
ZAA-SL2S

85 kWh/デュアル

BMW i8 「BMW i ピュア・インパルス・カード」非標準装備 DLA-2Z15

BMW i3
ZAA-1Z00

DLA-1Z06

テスラ モデル S 

(60kWh) JP1

ZAA-SL1S

(85kWh) JP1

(60kWh) JP2

ホンダ　アコード DLA-CR5

ポルシェ　パナメ－ラS　e-ハイブリッド　2014ﾓﾃﾞﾙ ALA-970CGEA

BMW i8 「BMW i ピュア・インパルス・カード」標準装備 DLA-2Z15

G Navi Ｐａｃｋａｇｅ

G Safety Ｐａｃｋａｇｅ

M

三菱
アウトランダー
ＰＨＥＶ

G Premium Package

G Navi Package

G Safety Package

メーカー名・車　名 型式

普
通
自
動
車

日産　e-NV200
バン

ZAB-VME0

日産　e-NV200
ワゴン

ZAA-ME0

三菱
アウトランダー
ＰＨＥＶ
(16モデル)

G Premium Ｐａｃｋａｇｅ

DLA-GG2W
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

350 2,287 2,824,074 2/3

340 2,252 2,768,519 2/3

340 2,280 2,796,297 2/3

340 2,280 2,796,297 2/3

340 3,178 3,694,445 2/3
小

型

自

動

車

720 2,715 3,800,000 2/3

X 710 1,913 2,628,000 1/1

M 490 1,598 2,094,000 1/1

X 470 1,913 2,628,000 2/3

M 330 1,598 2,094,000 2/3

X ZAA-HA4W 560 1,913 2,763,000 2/3

三菱　ｉ－ＭｉＥＶ M QC付 ZAA-HA3W 660 1,533 2,526,191 2/3

(4人) 530 1,464 2,269,000 2/3

(2人) 530 1,444 2,249,000 2/3

(4人) 220 1,464 1,686,000 1/1

(2人) 220 1,444 1,666,000 1/1

QC付 (4人) 530 1,464 2,269,000 2/3

(2人) 530 1,444 2,249,000 2/3

QC無 (4人) 500 1,464 2,219,000 2/3

(2人) 500 1,444 2,199,000 2/3

QC付 (4人) 440 1,464 1,909,000 1/1

(2人) 440 1,444 1,889,000 1/1

QC無 (4人) 390 1,464 1,859,000 1/1

(2人) 390 1,444 1,839,000 1/1

(4人) 530 1,464 2,269,000 2/3

(2人) 530 1,444 2,249,000 2/3

(4人) 500 1,464 2,219,000 2/3

(2人) 500 1,444 2,199,000 2/3

(4人) 290 1,464 1,909,000 2/3

(2人) 290 1,444 1,889,000 2/3

(4人) 260 1,464 1,859,000 2/3

(2人) 260 1,444 1,839,000 2/3
三菱ミニキャブ・ミーブ
（2014.11.14以降に登
録された車両）

CD(16.0kWh) QC付 (4人) ZAB-U68V 700 1,464 2,525,000 2/3

三菱 ミニキャブ・ミー
ブトラック (16モデル)

110 1,348 1,465,000 1/1

QC付 230 1,348 1,583,000 1/1

QC無 180 1,348 1,533,000 1/1

QC付 150 1,348 1,583,000 2/3

QC無 120 1,348 1,533,000 2/3

三菱
ミニキャブ・ミーブトラック

 VX-SE(10.5kWh) QC無 ZAB-U68T 280 1,348 1,769,524 2/3

三菱 ミニキャブ・ミー
ブトラック(15モデル)
（2015.10.09以降に
登録された車両）

VX-SE
(10.5kWh)

ZAB-U68T

QC付

QC無

VX-SE(10.5kWh) ZAB-U68T

三菱 ミニキャブ・ミー
ブトラック(15モデル)
（2015.10.08以前に
登録された車両）

VX-SE
(10.5kWh)

ZAB-U68T

CD(10.5kWh) ZAB-U68V

三菱 ミニキャブ・
ミーブ (15モデル)
（2015.10.09以降に
登録された車両）

CD(16.0kWh)

QC付

ZAB-U68V

QC無

CD(10.5kWh)

CD(10.5kWh) ZAB-U68V

三菱 ミニキャブ・
ミーブ (15モデル)
（2015.10.08以前に
登録された車両）

CD(16.0kWh) ZAB-U68V

軽
４

三菱　ｉ－ＭｉＥＶ(15モデル)
（2015.10.08以前に登録された車両）

ZAA-HA4W

三菱　ｉ－ＭｉＥＶ(15モデル)
（2015.10.09以降に登録された車両）

ZAA-HA4W

三菱　ｉ－ＭｉＥＶ（2014.11.14以降に登
録された車両）

三菱 ミニキャブ・
ミーブ (16モデル)

CD(16.0kWh) ZAB-U68V

三菱 ミニキャブ・
ミーブ (16モデル)

Edition White

Edition Black

Edition Disney

メーカー名・車　名 型式

メルセデス・ベンツ　スマート　フォーツー
クーペ BRABUS エレクトリックドライブ

ZAA-451392

小
型
自
動
車

メルセデス・ベン ツ
スマートフォーツー エレクトリックドライ
ブ

価格改定後

ZAA-451390

価格改定前
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

-T３(L) 270 976 1,395,000 2/3

-T３（S） 210 976 1,295,000 2/3

-T３（L＋） 300 956 1,435,000 2/3

-T３（S＋） 250 956 1,335,000 2/3

A 300 662 1,600,000 2/3

B 300 562 1,300,000 2/3

B･COMベーシック 70 335 636,190 1/4

B･COMデッキ 70 395 696,190 1/4

B･COMデリバリー 70 435 736,190 1/4

P･COM 70 458 760,000 1/4

30 334 476,000 1/4

（ルーフ仕様） 30 428 570,000 1/4

ヤマハ　EC-03 30 105 240,000 1/4

20 113 219,000 1/4

本体のみ 70 126 433,000 1/4

普通充電器付き　 70 126 471,000 1/4

急速充電器付き 70 126 547,000 1/4

本体のみ 70 131 438,000 1/4

普通充電器付き 70 131 476,000 1/4

急速充電器付き 70 131 552,000 1/4

スズキ e-Let's 40 134 298,000 1/4

スズキ e-Let's W 60 134 378,000 1/4

※定価は全国メーカー希望小売価格（消費税は含まない）として設定している。

原
付
２

ZAD-SY06J

ヤマハ　E-Vino ZAD-SY11J

ホンダ　EV-neo

ZAD-AF71

ホンダ EV-NeoPRO

ZAD-CZ81A

メーカー名・車　名 型式

原
付
４

トヨタ車体　コムス　

ZAD-TAK30-BS

ZAD-TAK30-KS

ZAD-TAK30-DS

ZAD-TAK30-PD

筑水キャニコム　おでかけですカー ZAD－EJ50C

側
車
付
軽
二
輪

ミツオカ・雷駆 ZAE-MT3

日本エレクトライク　エレクトライク ZAE-EA
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【クリーンディーゼル自動車】

補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

ＭＴ 12ﾓﾃﾞﾙ 130 2,768 2,975,000 2/3

ＡＴ 12ﾓﾃﾞﾙ 130 2,818 3,025,000 2/3

130 2,918 3,125,000 2/3

130 2,968 3,175,000 2/3

130 3,000 3,207,000 2/3

130 3,050 3,257,000 2/3

Ｓ　ＭＴ 60 2,507 2,607,000 2/3

Ｓ　ＡＴ 60 2,557 2,657,000 2/3

60 2,657 2,757,000 2/3

60 2,707 2,807,000 2/3

Ｍ仕様 180 3,705 3,976,000 2/3

Ｃ仕様 180 3,768 4,039,000 2/3

Ｄ仕様 110 4,105 4,275,000 2/3

Ｍ仕様 180 3,988 4,259,000 2/3

Ｃ仕様 180 4,051 4,322,000 2/3

Ｄ仕様 100 4,388 4,539,000 2/3

220 7,444 7,777,778 2/3

210 7,300 7,627,778 2/3

220 7,787 8,120,371 2/3

210 7,633 7,961,112 2/3

60 7,579 7,675,926 2/3

50 7,437 7,523,149 2/3

SUPER EXCEED 140 4,370 4,585,000 2/3

140 3,750 3,965,000 2/3

オーディオ無 140 3,615 3,830,000 2/3

ＧＲ 140 3,260 3,474,000 2/3

140 3,490 3,705,000 2/3

オーディオ無 140 3,405 3,620,000 2/3

SUPER EXCEED 140 4,350 4,565,000 2/3

140 3,730 3,945,000 2/3

オーディオ無 140 3,595 3,810,000 2/3

ＧＲ 140 3,260 3,474,000 2/3

140 3,470 3,685,000 2/3

オーディオ無 140 3,385 3,600,000 2/3

SUPER EXCEED 140 4,325 4,540,000 2/3

140 3,705 3,920,000 2/3

オーディオ無 140 3,570 3,785,000 2/3

ＧＲ 140 3,215 3,430,000 2/3

140 3,445 3,660,000 2/3

オーディオ無 140 3,360 3,575,000 2/3

50 3,662 3,747,000 2/3

50 3,171 3,257,000 2/3

50 3,415 3,500,000 2/3

三菱　デリカ　D:5
　（15モデル）

D-Premium

LDA-CV1WD-Power Package

CHAMONIX

三菱　パジェロ　

LDA-V98WLYXJ

EXCEED
LDA-V98WLYHJ

LDA-V98WLYHJ

LDA-V98WLYUJ1

ＶＲ-Ⅱ
LDA-V88WMYXJ

LDA-V88WMYXJ

三菱　パジェロ
　（16モデル）

LDA-V98WEXCEED

ＶＲ-Ⅱ LDA-V88W

三菱　パジェロ
　（15モデル）

LDA-V98WEXCEED

ＶＲ-Ⅱ LDA-V88W

メルセデス・ベン ツ
E350 ブルーテック/ワゴ ン

価格改定後 LDA-212226C

価格改定前 LDA-212226C

メルセデス・ベン ツ
ML350 ブルーテック 4MATIC

価格改定後 LDA-166024

価格改定前 LDA-166024

Ｓ　エクストリーマーＸ　ＡＴ

ニッサン　NV350
キャラバン
チェアキャブ

LDF-CW4E26（改）

LDF-CW8E26（改）

メルセデス・ベン ツ
E350 ブルーテック/セダ ン

価格改定後 LDA-212026C

価格改定前 LDA-212026C

メーカー名・車　名 型式

普
通
自
動
車

ニッサン
エクストレイル
２０ＧＴ

LDA-DNT31

エクストリーマーＸ　ＭＴ　12ﾓﾃﾞﾙ

エクストリーマーＸ　ＡＴ 12ﾓﾃﾞﾙ

BLACKエクストリーマーＸ　ＭＴ
12ﾓﾃﾞﾙ

BLACKエクストリーマーＸ　ＡＴ
 12ﾓﾃﾞﾙ

Ｓ　エクストリーマーＸ　ＭＴ
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

50 3,661 3,746,667 2/3

50 3,661 3,746,667 2/3

50 3,170 3,256,191 2/3

50 3,170 3,256,191 2/3

240 3,301 3,670,909 2/3

240 3,327 3,696,909 2/3

240 3,978 4,348,182 2/3

240 4,004 4,374,182 2/3

240 4,384 4,753,636 2/3

240 4,410 4,779,636 2/3

KDH201K-
VTZYA

240 3,636 3,999,000 2/3

KDH201K-
VTZYAW

240 3,771 4,134,000 2/3

KDH201K-
VTZYB

240 3,667 4,030,000 2/3

KDH201K-
VTZYBW

240 3,802 4,165,000 2/3

KDH201K-
VTZYC

240 3,637 4,000,000 2/3

KDH201K-
VTZYCW

240 3,772 4,135,000 2/3

KDH206K-
VTZYA

240 3,919 4,282,000 2/3

KDH206K-
VTZYAW

240 4,054 4,417,000 2/3

KDH206K-
VTZYB

240 3,950 4,313,000 2/3

KDH206K-
VTZYBW

240 4,085 4,448,000 2/3

KDH206K-
VTZYC

240 3,920 4,283,000 2/3

KDH206K-
VTZYCW

240 4,055 4,418,000 2/3

KDH223B-
VTZYA

170 4,241 4,504,000 2/3

KDH223B-
VTZYB

170 4,255 4,518,000 2/3

KDH223B-
VTZYD

170 4,340 4,603,000 2/3

KDH223B-
VTZYP

170 4,692 4,955,000 2/3

10 6,514 6,533,333 2/3

10 6,514 6,533,333 2/3

10 6,485 6,504,762 2/3

10 6,828 6,847,619 2/3

10 6,828 6,847,619 2/3

10 6,800 6,819,048 2/3

BMW 523d ツーリング
(「ドライビング・アシスト・プラス」
非標準装備)

Modern

LDA-MX20Luxury

M Sport

TZ-G(北海道地区)

トヨタ　ハイエース　ウエルキャブ
トヨタ　レジアスエース　ウエルキャブ
2014.1以降生産　一部改良型

QDF-
KDH201K(改)

LDF-
KDH206K(改)

LDF-
KDH223B(改)

BMW 523d
(「ドライビング・アシスト・プラス」
非標準装備)

Modern

LDA-FW20Luxury

M Sport

トヨタ
ランドクルーザー
プラド

TX

LDA-GDJ150W
TX(北海道地区)

TX"Lパッケージ"

TX"Lパッケージ"(北海道地区)

TZ-G
LDA-GDJ151W

普
通
自
動
車

三菱　デリカ　D:5

D-Premium（８人） LDA-CV1WLLXFZ

D-Premium（７人） LDA-CV1WLLXFZ4

D-Power package（８人） LDA-CV1WLLHFZ

D-Power package（７人） LDA-CV1WLLHFZ3

メーカー名・車　名 型式
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

350 8,509 10,675,926 2/3

350 8,538 10,175,926 2/3

350 8,740 9,476,191 2/3

350 7,638 11,425,926 2/3

120 2,435 2,625,000 2/3

120 2,530 2,720,000 2/3

120 2,830 3,020,000 2/3

120 2,805 2,995,000 2/3

120 2,645 2,835,000 2/3

120 2,740 2,930,000 2/3

120 3,040 3,230,000 2/3

120 3,015 3,205,000 2/3

100 2,320 2,480,000 2/3

100 2,680 2,840,000 2/3

100 2,605 2,765,000 2/3

100 2,630 2,790,000 2/3

100 2,555 2,715,000 2/3

100 2,900 3,060,000 2/3

100 2,825 2,985,000 2/3

100 2,520 2,680,000 2/3

100 2,880 3,040,000 2/3

100 2,805 2,965,000 2/3

100 2,830 2,990,000 2/3

100 2,755 2,915,000 2/3

100 3,100 3,260,000 2/3

100 3,025 3,185,000 2/3

140 2,730 2,940,000 2/3

140 2,780 2,990,000 2/3

140 2,825 3,035,000 2/3

140 2,875 3,085,000 2/3

140 3,255 3,465,000 2/3

140 3,255 3,465,000 2/3

140 3,230 3,440,000 2/3

140 2,940 3,150,000 2/3

140 2,990 3,200,000 2/3

140 3,035 3,245,000 2/3

140 3,085 3,295,000 2/3

140 3,465 3,675,000 2/3

140 3,465 3,675,000 2/3

140 3,440 3,650,000 2/3

LDA-GJ2AP

MT(4WD)

PROACTIVE AT(4WD)

PROACTIVE MT(4WD)

L Package AT(4WD)

L Package MT(4WD)

L Package AT 17インチ車(4WD)

マツダ
アテンザ　セダン
ＸＤ
2014年11月以降生
産一部改良型
14MY

AT(FF)

LDA-GJ2FP

MT(FF)

PROACTIVE AT(FF)

PROACTIVE MT(FF)

L Package AT(FF)

L Package MT(FF)

L Package AT 17インチ車(FF)

AT(4WD)

2013 ANNIVERSARY オーディオレ
ス+4スピーカー車 AT (FF)

AT （4WD）

LDA-KE2AW

L Package AT （4WD）

L Package  オーディオレス+4ス
ピーカー車 AT （4WD）

L Package  17インチ車 AT （4WD）

L Package  オーディオレス+4ス
ピーカー+17インチ車 AT （4WD）

2013 ANNIVERSARY AT (4WD)

2013 ANNIVERSARY  オーディオ
レス+4スピーカー車 AT (4WD)

L Package AT（4WD)
L Package AT DVDプレーヤー
/TVチューナー付17インチ車
（4WD)

マツダ　CX-5 XD
2013年10月以降生
産一部改良型

AT （FF）

LDA-KE2FW

L Package AT (FF)

L Package  オーディオレス+4ス
ピーカー車 AT （FF）

L Package  17インチ車 AT （FF）

L Package  オーディオレス+4ス
ピーカー+17インチ車 AT （FF）

2013 ANNIVERSARY AT （FF）

FDA-PP10

マツダ　CX-5 XD
2014年11月以降生
産一部改良型
14MY

AT(FF)

LDA-KE2FW

PROACTIVE AT(FF)

L Package AT(FF)

L Package AT DVDプレーヤー
/TVチューナー付17インチ車(FF)

AT（4WD)

LDA-KE2AW

PROACTIVE AT（4WD）

メーカー名・車　名 型式

普
通
自
動
車

ニコル・レーシング・ジャパン BMW アルピナ D5 ターボ
(2015/1/1以降の契約)

FDA-MP20

ニコル・レーシング・ジャパン BMW アルピナ D5 ターボ
(2014/1/27以降の契約)

FDA-MP20

ニコル・レーシング・ジャパン BMW アルピナ D5 ターボ
(2014/1/26以前の契約)

FDA-MP20

ニコル・レーシング・ジャパン BMW アルピナ XD3 ビ・
ターボ
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補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

140 2,730 2,940,000 2/3

140 2,780 2,990,000 2/3

140 2,825 3,035,000 2/3

140 2,875 3,085,000 2/3

140 3,255 3,465,000 2/3

140 3,255 3,465,000 2/3

140 3,230 3,440,000 2/3

140 2,940 3,150,000 2/3

140 2,990 3,200,000 2/3

140 3,035 3,245,000 2/3

140 3,085 3,295,000 2/3

140 3,465 3,675,000 2/3

140 3,465 3,675,000 2/3

140 3,440 3,650,000 2/3

120 2,600 2,780,000 2/3

120 2,715 2,895,000 2/3

120 3,136 3,316,667 2/3

120 3,136 3,316,667 2/3

120 3,086 3,266,667 2/3

120 2,600 2,780,000 2/3

120 2,715 2,895,000 2/3

120 3,136 3,316,667 2/3

120 3,136 3,316,667 2/3

120 3,086 3,266,667 2/3

120 2,577 2,761,905 2/3

120 2,697 2,881,905 2/3

120 3,057 3,238,096 2/3

120 3,007 3,188,096 2/3

120 2,577 2,761,905 2/3

120 2,697 2,881,905 2/3

120 3,057 3,238,096 2/3

120 3,007 3,188,096 2/3

AT （FF） 70 2,730 2,840,000 2/3

MT （FF） 70 2,730 2,840,000 2/3

130 1,994 2,200,000 2/3

130 1,994 2,200,000 2/3

150 2,169 2,400,000 2/3

150 2,169 2,400,000 2/3

160 2,351 2,600,000 2/3

160 2,351 2,600,000 2/3

マツダ
アクセラスポーツ XD

LDA-BM2FS

マツダ　CX-3 XD

AT(FF)

LDA-DK5FW

MT(FF)

Touring AT (FF)

Touring MT (FF)

Touring Lpackage AT (FF)

Touring Lpackage MT (FF)

マツダ　アテンザ
ワゴン　ＸＤ

AT （FF）

LDA-GJ2FW
MT （FF）

L Package AT （FF）

L Package AT 17インチ車(FF)

マツダ　アテンザ
セダン　ＸＤ

AT （FF）

LDA-GJ2FP
MT （FF）

L Package AT （FF）

L Package AT 17インチ車(FF)

マツダ
アテンザ　ワゴン
ＸＤ
2013年11月以降生
産一部改良型

AT （FF）

LDA-GJ2FW

MT （FF）

L Package AT （FF）

L Package MT (FF)

L Package AT 17インチ車(FF)

マツダ
アテンザ　セダン
ＸＤ
2013年11月以降生
産一部改良型

AT （FF）

LDA-GJ2FP

MT （FF）

L Package AT （FF）

L Package MT (FF)

L Package AT 17インチ車(FF)

L Package MT(FF)

L Package AT 17インチ車(FF)

AT(4WD)

LDA-GJ2AW

MT(4WD)

PROACTIVE AT(4WD)

PROACTIVE MT(4WD)

L Package AT(4WD)

L Package MT(4WD)

L Package AT 17インチ車(4WD)

メーカー名・車　名 型式

普
通
自
動
車

マツダ
アテンザ　ワゴン
ＸＤ
2014年11月以降生
産一部改良型
14MY

AT(FF)

LDA-GJ2FW

MT(FF)

PROACTIVE AT(FF)

PROACTIVE MT(FF)

L Package AT(FF)

Ⅴ-20



補助金
交付

上限額
(千円)

基準額
（千円）

（参考）
定価(円)※

補助
率

130 2,194 2,400,000 2/3

130 2,194 2,400,000 2/3

130 2,404 2,610,000 2/3

150 2,384 2,610,000 2/3

140 2,576 2,800,000 2/3

160 2,556 2,800,000 2/3

50 1,575 1,650,000 2/3

50 1,515 1,590,000 2/3

30 1,605 1,650,000 2/3

30 1,545 1,590,000 2/3

20 1,765 1,800,000 2/3

10 1,775 1,800,000 2/3

20 1,815 1,850,000 2/3

10 1,825 1,850,000 2/3

20 1,815 1,850,000 2/3

50 1,675 1,750,000 2/3

50 1,770 1,845,000 2/3

AT(4WD) 50 1,755 1,830,000 2/3

AT(4WD) (ｵｰﾃﾞｨｵﾚｽ車) 50 1,695 1,770,000 2/3

Touring AT(4WD) 20 1,945 1,980,000 2/3

Touring L Package AT(4WD) 20 1,995 2,030,000 2/3

20 1,995 2,030,000 2/3

50 1,855 1,930,000 2/3

50 1,949 2,024,630 2/3

※定価は全国メーカー希望小売価格（消費税は含まない）として設定している。

Touring L Package MT(FF)

MID CENTURY AT（FF）

URBAN STYLISH MODE AT（FF）

助手席回転シート車 AT（FF)

LDA-DJ5AS

MID CENTURY AT（4WD）

URBAN STYLISH MODE AT（4WD）

助手席回転シート車 AT(4WD)

Touring Lpackage MT (４WD)

マツダ　デミオ　XD

AT(FF)

LDA-DJ5FS

AT(FF) (ｵｰﾃﾞｨｵﾚｽ車)

MT(FF)

MT(FF) (ｵｰﾃﾞｨｵﾚｽ車)

Touring AT(FF)

Touring MT(FF)

Touring L Package AT(FF)

メーカー名・車　名 型式

普
通
自
動
車

マツダ　CX-3 XD

AT(４WD)

LDA-DK5AW

MT(４WD)

Touring AT (４WD)

Touring MT (４WD)

Touring Lpackage AT (４WD)
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（別表２）補助金交付上限額の範囲の算定のための条件 

１．クリーンエネルギー自動車として

設計・製造したもの 

①当該クリーンエネルギー自動車と同種・同格の一般のガソリン内燃機関自動車（以下

「ベース車両」という。）が適切に選定されていること。

②ベース車両とクリーンエネルギー自動車との車両本体価格の差について、クリーンエネ

ルギー自動車として必要な仕様以外の装備の価格差の調整が適正であること。

③当該クリーンエネルギー自動車とベース車両との差額が、許容できる範囲内で明確に

説明され適正と認められるものであること。

２．既存自動車をクリーンエネルギー

自動車に改造したもの 

①改造に要した費用として計上されている経費が適当であること。

・部品費 

バッテリー・関連機器、充電器が別置型の場合は充電器、ディーゼル内燃機関、排気

ガスの浄化装置、その他改造に必要な部品等 

・工事費 

車体（シャシー）改造、エンジン改造、モーターの搭載、バッテリー・関連機器の取り付

け、排気ガスの浄化装置の取り付け、その他改造に必要な工事費 

・設計費 

設計に係る試作及び設計図書の作成に要する費用、その他設計に必要な経費（複数

台の改造に設計図書を共有できる場合は、これを考慮して１台当たりの設計費を算定

したもの） 

・検査費 

必要な性能試験及び所定の検査費 

・諸費用 

改造に必要不可欠な手続等に要する費用 

②経費の算定根拠が許容できる範囲内で明確に説明されていること。

（別表３）申請に必要な添付書類のうちセンターが定めるもの 

①リース車両にあっては次の書類。

・リース料金算定根拠明細書。

このリース料金算定根拠明細書のリース料金は、補助金相当額が月々のリース料金の引き下げに反映されたものであるこ

と。 

②クレジット契約等により車検証上の所有者と使用者が異なる場合にはあっては次の書類

・保管場所標章番号通知書又は使用者が契約者である任意自動車保険契約書。

これらがない場合は、補助金の申請者と当該車両の使用者が一致することを証する書面 

③型式が不明である車両にあっては、事前に承認を受けている補助対象車両の仕様と同一であることを証する書面

④その他必要に応じてセンターが定めるもの

Ⅴ-22



（別表４）利益等排除の方法 

補助金交付申請者が補助対象車両を製造している場合又は補助金交付申請者の関係会社が補助対象車両を製造している場合において

は、その補助対象車両には、補助金交付額の算定のもととなる補助対象経費の中に、補助金交付申請者の利益等が含まれることとなることか

ら、通常の補助金額を交付することは好ましくない。 このため、補助対象経費から利益等を排除して補助金の額を決定することとする。 

その方法は原則以下のとおりとする。 

１．利益等排除の対象 

補助金の申請者（リースの場合はその使用者を含む。以下、この表で同じ。）が、交付申請しようとする車両が、以下の（１）か

ら（３）のいずれかに該当する場合は、利益等排除の対象とする。 

（１）当該車両が、申請者が製造した物である場合 

（２）当該車両が、申請者と１００％同一の資本に属する企業が製造した物である場合 

（３）当該車両が、上記（２）以外の関係会社が製造した物である場合 

（注）ここでいう関係会社とは、財務諸表等規則第８条で定義されている「会社等及び当該会社等の子会社が、出資、人

事、資金、技術、取引等の関係を通じて、子会社以外の他の会社等の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重

要な影響を与えることができる場合における当該子会社以外の他の会社等」をいう。 

２．利益等排除の方法 

（１）申請者が製造した車両の場合 ・製造原価をもって補助対象経費とする。 

（２）申請者と１００％同一の資本に属す

る企業が製造した車両の場合 

・取引価格が当該車両の製造原価以内であると証明できる場合は、取引価格をもって

補助対象経費とする。 

・これによりがたい場合は、申請者と１００％同一の資本に属する企業の直近年度の決

算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する売上総利益の割合（以下「売

上総利益率」といい、売上総利益率がマイナスの場合は０とする。）をもって取引価格

から利益相当額の排除を行う。 

（３）申請者の関係会社（上記（２）を除

く。）が製造した車両の場合 

・取引価格が当該車両の製造原価以内であると証明できる場合、取引価格をもって補

助対象経費とする。 

・これによりがたい場合は、申請者の関係会社の直近年度の決算報告（単独の損益計

算書）における売上高に対する営業利益の割合（以下「営業利益率」といい、営業利

益率がマイナスの場合は０とする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行う。

注） 「製造原価」については、その根拠となる資料の提出を行うものとする。 
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（別表５）クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金管理規程 

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金管理規程 

１．補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受けて取得したクリーンエネルギー自動車（以下「取得財産等」という。）につい

て、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的である、地球温暖化や大気汚染の原因となる自動車の有害な排

出ガスの排出量低減に貢献することに沿って使用しなければならない。 

２.補助金の交付を受けた者は、取得財産等について、センターの定める様式の取得財産等管理台帳・取得財産等明細表を備

え、管理しなければならない。

３．補助金の交付を受けた者は、センターが定める取得財産等の処分を制限する期間においては、取得財産等を処分（譲渡、交

換、貸し付け（リース事業者を除く）、廃棄又は担保に供すること等の補助金の交付目的に反する行為）してはならない。 

取得財産等の処分を制限する期間は、補助金の交付の目的及び減価償却資産の耐用年数を勘案して、別表６に定める期間

とする。 

４．補助金の交付を受けた者は、別表６に定められた期間内において、取得財産等を処分しようとするときは、あらかじめセンター

の定める様式の財産処分承認申請書をセンターに提出し、承認を受けなければならない。 

センターが取得財産等の処分を承認する場合においても、取得財産等の処分の目的、事由によっては、補助金の全部又は一

部の返還を求める場合がある。 

また、センターの承認を得ずに、取得財産等の処分を行ったことが判明した場合は、補助金の全部の返還を求める場合がある。

５．補助金の交付を受けた者が、取得財産等の処分制限期間内に取得財産等を処分した場合で、取得財産等の処分によって、

補助金の交付を受けた者に収入があるとセンターが認めるときには、センターは、補助金の交付を受けた者に対して、期限を付

してその収入の全部又は一部のセンターへの納付を命ずることができる。 

６．センターは、補助金の交付を受けた者に補助金の返還を求めた場合には、その者からの新しい交付申請については、補助金

の返還が完了したことを確認するまで受付けを拒否することができる。 
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（別表６）取得財産等の処分を制限する期間 

電気自動車については、そのベース車両が該当する区分の処分制限期間とする。 

下表に該当しない車両の場合は、個別に判断する。 

貸自動車業用車両 ※1 自家用車両 ※2 

区分 
処分制限

期間 
区分 

処分制限期

間 

乗用車 

総排気量２㍑超のもの ４年 

総排気量０．６６㍑超のもの ４年 「小型車」 

総排気量２㍑以下のもの 
３年 

貨物車 

積載量２トン超のもの ４年 

全て ４年 「小型車」 

積載量２トン以下のもの 
３年 

車いす 

移動車 

※3 

「小型車」以外 ４年 「小型車」以外 ４年 

「小型車」 

総排気量２㍑以下のもの 
３年 

「小型車」 

総排気量２㍑以下のもの 
３年 

軽自動車 

総排気量２㍑以下のもの 

貨物自動車にあっては、積載量 2 トン以

下のもの 

３年 総排気量０．６６㍑以下のもの ４年 

原付４輪 
総排気量２㍑以下のもの ３年 

総排気量０．６６㍑以下のもの ４年 

原付２輪 「二輪または三輪自動車」 ３年 

※1 貸自動車業用車両とは、いわゆるレンタカー用車両。リース用車両ではない。 

※2 自家用車両とは、いわゆる白ナンバー車両。 

※3 車いす移動車は、クリーンディーゼル自動車に設定があるものが対象 
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社名

〒140-8722 東京都品川区南大井6-26-1　大森ベルポートＡ館 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
商品・架装政策部　国内商品グループ TEL: 0120-119-113

TEL: 0438-52-0600
FAX: 0438-52-0601
TEL: 092-812-8588
FAX: 092-812-8599

〒187-0001 東京都小平市大沼町2-856-1 TEL: 042-349-0800
小平店内 Wheego事業部 FAX: 042-349-0045

TEL: 042-541-8886
FAX: 042-541-8899

〒432-8611 静岡県浜松市南区高塚町300 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
お客様相談室 TEL: 0120-402-253
〒563-8651 大阪府池田市ダイハツ町1-1 TEL: 072-754-4428
法人営業部 FAX: 072-754-4429

TEL: 076-429-2381
FAX: 076-429-2910

〒839-1396 福岡県市うきは市吉井町福益90-1 TEL: 0943-75-2195
営業部 FAX: 0943-75-4396

TEL: 03-6890-7700
FAX: 03-6890-7733

〒450-0002 愛知県名古屋市中村区名駅4-10-27　第2豊田ビル西館 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
お客様相談センター TEL: 0800-700-7700
〒448-8666 愛知県刈谷市一里山町金山100 TEL: 0566-36-7612
特装・福祉営業部　営業室　国内営業Ｇ FAX: 0566-36-8040
〒212-0005 神奈川県川崎市幸区戸手2-5-7 TEL: 044-541-3011
お客様相談室 FAX: 044-541-3036
〒236-0004 神奈川県横浜市金沢区福浦3-7 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
お客様相談室

ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
TEL: 0120-269-437

〒108-0014 東京都港区芝4-11-3 TEL: 03-3456-8890
国内企画部 FAX: 03-3453-7202
〒441-8550 愛知県豊橋市明海町5番地の10 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
フォルクスワーゲンカスタマーセンター TEL: 0120-993-199
〒160-8316 東京都新宿区西新宿1-7-2　スバルビル TEL: 03-3347-2281
スバル国内営業本部　特販部　法人営業課 FAX: 03-3347-2014
〒153-0064 東京都目黒区下目黒1-8-1　アルコタワー16F ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
カスタマー・ケア・センター TEL: 0120-846-911
〒351-0188 埼玉県和光市本町8-1 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
Hondaお客様相談センター TEL: 0120-112-010
〒730-8670 広島県安芸郡府中町新地3-1 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
お客様相談室 TEL: 0120-386-919

TEL: 0465-43-7568
FAX: 0465-43-7569

〒156-0054 東京都世田谷区桜丘4-26-8 TEL: 03-5451-3511
ミツオカ東京ショールーム FAX: 03-5451-3515
〒108-0014 東京都港区芝5-33-8 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
お客様相談センター TEL: 0120-324-860
〒212-0058 神奈川県川崎市幸区鹿島田890-12 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
お客様相談センター TEL: 0120-324-230
〒106-0032 東京都港区六本木1-9-9　六本木ファーストビル ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
メルセデス・コール TEL: 0120-190-610
〒438-8501 静岡県磐田市新貝2500 TEL: 0538-32-2297
ＥＶ事業推進部　ＥＶ事業開発ｸﾞﾙｰﾌﾟ FAX: 0538-37-9407
〒606-83173京都府京都市左京区吉田本町　京都大学VBL TEL: 0774-39-8822
ＧＬＭコールセンター FAX: 0774-39-8338
〒362-8523 埼玉県上尾市大字壱丁目１番地 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ
お客様相談室 TEL: 0120-67-2301

関連企業の連絡先

0120-315-232
日産自動車株式会社

ＵＤトラックス株式会社

日野自動車株式会社

富士重工業株式会社

ヤマハ発動機株式会社

株式会社光岡自動車

メルセデス･ベンツ日本
株式会社

三菱ふそうトラック・バス
株式会社

TEL/FAX

いすゞ自動車株式会社

株式会社エジソンパワー 〒292-0818 千葉県木更津市かずさ鎌足3-9-1　ＳＳＴ社内

〒196-8522 東京都昭島市田中町600

連絡先

昭和飛行機工業株式会社

神奈川県小田原市久野978-5

〒939-8177

ビー・エム・ダブリュー
株式会社

〒100-6622
東京都千代田区丸の内1-9-2
グラントウキョウサウスタワー２２階

東京都港区南青山2-23-8

みちのくトレード合同会社 〒250-0055

本田技研工業株式会社

株式会社筑水キャニコム

スズキ株式会社

株式会社オートレックス 〒811-1103 福岡県福岡市早良区四箇1-8-5

富山県富山市安養寺504-1有限会社タケオカ自動車工芸

ダイハツ工業株式会社

株式会社ケーエムガレージ

ＧＬＭ株式会社

ポルシェジャパン株式会社

〒107-0062
Ｔesla Motors Japan
株式会社

トヨタ自動車株式会社

トヨタ車体株式会社

マツダ株式会社

ニコル・レーシング・ジャパ
ン株式会社

三菱自動車工業株式会社

フォルクスワーゲングループ
ジャパン株式会社

参考３
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お問い合せ先・書類送付先

一般社団法人次世代自動車振興センター

次世代自動車部

〒１０５－０００１ 東京都港区虎ノ門一丁目６番１２号

大手町建物虎ノ門ビル１０階

TEL：０３－３５０３－３７８２ 

FAX：０３－３５０３－３７８３ 

URL：http://www.cev-pc.or.jp

受付時間： ９：００～１２：１５

１３：００～１７：００

（土日、祝祭日を除く）




